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【開催日】 平成２６年３月１３日 

【開催場所】 第２委員会室 

【開会・散会時間】 午前９時００分～午後５時２１分 

【出席委員】 
 

委 員 長 伊 藤   實 副委員長 中 村 博 行 

委 員 岩 本 信 子 委 員 河 野 朋 子 

委 員 下 瀬 俊 夫 委 員 杉 本 保 喜 

委 員 長谷川 知 司 委 員 松 尾 数 則 

委 員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 なし 

 

【委員外出席議員等】 
 

議 長 尾 山 信 義 副 議 長 三 浦 英 統 

 

【執行部出席者】 
 

総務部長 中 村   聡 総務部次長兼総務課長 吉 藤 康 彦 

総務部次長兼人事課長 小 野   信 秘書室長 大 田   宏 

総務課主幹 川 﨑 浩 美 総務課主査兼広報係長 矢 野   徹 

総務課法制係長 河 田 圭 司 総務課危機管理室長 大 下 賢 二 

人事課主幹 大 谷 剛 士 人事課人事係長 山 本 満 康 

人事課給与係 古 谷 雅 俊 税務課長 岩 本 良 治 

税務課主幹 石 田 正次郎 税務課主査兼収納係長 柏 村 照 美 

税務課主査兼市民税係長 銭 谷 憲 典 税務課固定資産税係長 藤 本 義 忠 

地籍調査課長 大 賀   宏 地籍調査課技監 山 根 宏 司 

消防課長 中 野 公 次 消防課主幹 丸 田 敦 雄 

消防課主幹 西 原 敏 郎 総合政策部長 堀 川 順 生 

企画課長 芳 司 修 重 企画課主幹 河 口 修 司 

企画課政策推進室長 杉 山 洋 子 企画課企画係長 山 本 修 一 

企画課行政推進係長 別 府 隆 行 財政課長 川 地   諭 

財政課課長補佐 篠 原 正 裕 財政課財政係長 山 本   玄 

管財課長 阿 部 武 彦 管財課課長補佐 渡 邉 育 学 

情報管理課長 赤 間 照 男 情報管理課主幹 山 根 正 幸 

情報管理課課長補佐 塚 本 晃 子 市民生活部長 川 上 賢 誠 

市民課長 岡 原 一 恵 市民課戸籍係長 森 山 まゆみ 
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市民課住民係長 光 井 誠 司 公園通出張所長 山 本 雅 之 

協働推進課長 井 本 雅 友 協働推進課課長補佐 福 田 政 晴 

協働推進課市民交流係長 増 冨 久 之 人権・男女共同参画室長 山 根 和 美 

人権・男女共同参画室補佐 安 重 賢 治 石丸総合館長 中 林 照 行 

生活安全課長 白 石 俊 之 生活安全課課長補佐 保 永   彰 

生活安全課主査 平 中 孝 志 環境課長 佐久間 昌 彦 

環境課課長補佐 幡 生 隆太郎 環境課生活衛生係長 木 村 清次郎 

環境課環境保全係長 湯 淺   隆 環境課リサイクル係長 沖 本 正 治 

環境調査センター長 山 下 貢 治 環境施設整備室長 榎 坂 昌 歳 

環境衛生センター長 堤   泰 秀 健康福祉部長 田 所   栄 

健康福祉部次長兼高齢障害課長 岩 崎 秀 司 高齢障害課主幹 中 野 寛 美 

高齢障害課主査 河 上 雄 治 高齢障害課高齢福祉係長 矢 野 亜希子 

高齢障害課障害福祉係長 縄 田   誠 地域包括支援センター所長 尾 山 貴 子 

社会福祉課長 伊 藤 雅 裕 社会福祉課課長補佐 深 井   篤 

社会福祉課地域福祉係長 吉 村 匡 史 こども福祉課長 西 田   実 

こども福祉課主査 金 子 悦 美 国保年金課長 河 合 久 雄 

国保年金課課長補佐 吉 岡 忠 司 国保年金課国保係長 大 濵 史 久 

国保年金課年金高齢医療係長 三 隅 貴 恵 国保年金課特定健診係長 梶 間 純 子 

健康増進課長 兼 本 裕 子 健康増進課技監 山 根 愛 子 

健康増進課課長補佐 木 本 順 二 産業建設部長 服 部 正 美 

産業建設部次長 姫 井   昌 商工労働観光課課長補佐 桶 谷 一 博 

商工労働観光課主査 麻 野 秀 明 企業立地推進室長 城 戸 信 之 

企 業 立 地 推 進 室 主 任 村 田   浩 都市計画課長 高 橋 敏 明 

都市計画課課長補佐 和 気 康 隆 建築住宅課主任 山 本 雅 之 

監理室長 佐 村 良 文 監理室技監 藤 岡 修 美 

債権特別対策室長 中 村 賢 治 山陽総合事務所長 渡 邊 津 波 

山陽総合事務所副所長 上 田 泰 正 地域活性化室長 壹 岐   穣 

出納室長 松 永 信 治 出納室主幹 岩 佐 清 彦 

選挙管理委員会事務局長 藤 村 安 彦 監査委員事務局主査 藤 山 雅 之 

 

【事務局出席者】 
 

局 長 古 川 博 三 局 次 長 清 水   保 

 

【審査事項】 

１ 議案第１６号 平成２６年度山陽小野田市一般会計予算について 
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午前９時 開会 

 

伊藤實委員長 おはようございます。それでは一般会計予算決算常任委員会を

開催します。 

 最初に、進め方については、事業中心にということで、それぞれの常

任委員会から選択された事業について、各常任委員長と一般会計の正副

委員長で調整し、２５事業を選択しました。 

 そのほかについては、項ごとに質疑をしたいと思いますので、よろし

くお願いします。 

 それでは、執行部から説明をお願いします。 

 

堀川総合政策部長 おはようございます。資料を準備していますので、その資

料を企画課長から、その後、２６年度予算について総括的な説明を財政

課長がしますので、よろしくお願いします。 

 

芳司企画課長 おはようございます。それでは資料の説明をします。 

 今回の一般会計予算の審査に当たり、２５の事業に係る関係資料の提

出依頼がありましたので、それぞれの実施計画書及び平成２４年度の事

務事業評価シート並びに説明のために必要な資料について、お手元に配

付しています。 

 

川地財政課長 おはようございます。それでは、議案第１６号平成２６年度山

陽小野田市一般会計予算について、財政課から総括的な説明をします。 

お手元、予算説明書の２ページをお開きください。第１条に定めてい

ますとおり歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ２８４億１,５００

万円で、前年度当初予算、これは骨格予算と比較して９.２％、２４億

５００万円の増額となり、前年度の７月補正後予算と比較すると７.０％、

１８億５,８８４万４,０００円の増額となっています。 

また、第２条により債務負担行為、第３条により地方債を定め、第４

条により一時借入金の最高額を７０億円としています。また、第５条に

より歳出予算の各項間の経費の流用範囲を定めています。 

３ページ、第１表、歳入歳出の予算の歳入として、１款市税から６ペー

ジ、２１款市債までの款項の区分ごとの金額をまとめています。 

また、７ページから歳出として、１款議会費から９ページ、１３款予

備費までの款項の区分ごとの金額をまとめています。 

１０ページをお開きください。第２表、債務負担行為として人事給与

システム更新事業など１７事業について設定しています。指定管理者に
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係る委託料については、これは消費税増税に伴い新たに設定をするもの

です。 

 １１ページでは第３表地方債について、２０の地方債について限度額

起債の方法などを定めています。 

 続いて、１５ページ、１６ページをお開きください。歳入歳出予算事

項別明細書の総括として歳入を上げています。１８ページ、１９ページ

では歳出をまとめています。 

 では、続いて、事項別明細書の歳入について款項を追ってその概要を

説明します。なお、これから説明します前年度比較の数値は、骨格予算

である当初予算よりも政策的経費を計上しています７月補正後予算のほ

うが予算全体の構成が明確で比較しやすいということから、７月補正後

の予算数値とさせていただきます。 

 では、２０ページ、２１ページをお開きください。１款市税１項市民

税は、３７億２,９１８万８,０００円を計上しており、地域経済の一部

回復等による増を見込んでいます。 

 ２項固定資産税は、４７億８３９万８,０００円を計上しており、地価

の下落修正による減はあるものの、家屋新築等による増等を見込んでい

ます。その他、３項軽自動車税、それから２２、２３ページの４項市た

ばこ税、５項入湯税は前年度の実績を勘案。６項都市計画税は固定資産

税の動向を考慮しています。 

 １款市税全体では、対前年度３.５％、３億２,２９８万１,０００円増

の９６億３,９２３万円を計上しています。 

 ２款地方譲与税１項地方揮発油譲与税、それから２４、２５ページの

２項自動車重量譲与税、３項特別とん譲与税については、それぞれの実

績見込みや国の地方財政計画の伸びを勘案しています。 

 ２款地方譲与税全体としましては、対前年度３.２％、７００万円減の

２億１,４００万円を計上いたしております。 

 ２４ページから２７ページの各種交付金についても、地方財政計画や

制度改正等を勘案しており、３款１項利子割交付金は３.６％、１００万

円増の２,９００万円。 

 ４款１項配当割交付金は５７.１％、４００万円増の１,１００万円。 

 ５款１項株式等譲渡取得割交付金は６０.０％、３００万円増の８００

万円。 

 それから２６、２７ページの６款１項地方消費税交付金は地方消費税

率の引き上げにより１３.７％、７,６００万円増の６億３,０００万円。 

 ７款１項ゴルフ場利用税交付金は１.４％、１００万円増の７,３００

万円。８款１項自動車取得税交付金は、自動車取得税率の引き下げ等に
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より５４.５％、３,０００万円減の２,５００万円。９款１項の地方特例

交付金は６.７％、２００万円減の２,８００万円を計上しています。 

 １０款１項地方交付税は、普通交付税を４０億８,０００万円、特別交

付税を６億７,０００万円と見込み７.１％、３億６,５００万円減の４７

億５,０００万円を計上しています。 

 ２８ページ、２９ページの１１款１項交通安全対策特別交付金は２５

年度同額の１,０００万円を計上しています。 

 １２款分担金及び負担金１項分担金は３６６万円を計上しており、鳥

越２地区のがけ崩れ災害緊急対策事業における分担金です。２項負担金

は３億９,３９３万６,０００円を計上しており、高齢者福祉費負担金、

保育所運営費負担金などです。 

 １２款全体では、０.６％、２２１万９,０００円増の３億９,７５９万

６,０００円を計上しています。 

 ２８ページから３３ページの１３款使用料及び手数料１項使用料は、

公の施設使用料、占用料、行政財産使用料などを実績勘案して３億

３,８５５万１,０００円を計上しており、３２ページから３５ページの

２項手数料も実績等を勘案のほか、２６年度から県からの権限移譲に伴

う建築指導事業の開始による建築確認等手数料及び開発許可等手数料の

皆増等を含め、１億２,８５９万２,０００円を計上しています。 

 同款３項証紙収入は、指定ごみ袋の証紙収入で１,７５２万５,０００

円を計上しています。 

 １３款全体では、０.８％、３６２万８,０００円増の４億８,４６６万

８,０００円を計上しています。 

 ３４ページから３７ページの１４款国庫支出金１項国庫負担金は２７

億５,６３３万９,０００円を計上しており、障害児支援給付費の増、生

活保護費、児童手当の減などがあり、３６ページから３９ページの２項

国庫補助金は、１０億８５万９,０００円を計上しており、２５年度の地

域の元気臨時交付金の皆減があるものの、新ごみ処理施設整備事業に係

る循環型社会形成推進交付金の増に加え、社会保障、税番号制度システ

ム整備費、臨時福祉給付事業費、子育て世帯臨時特例給付費などの皆増

により、大幅な増加となっています。 

 ３８ページから４１ページの３項委託金については、国民年金事務費

など１,０５１万５,０００円を計上しています。 

 １４款全体では、９.２％、３億１,６７６万６,０００円増の３７億

６,７７１万３,０００円を計上しています。 

 ４０ページから４３ページの１５款県支出金１項県負担金は、９億

３,８８３万３,０００円を計上しており、国民健康保険基盤安定費、後



6 

 

期高齢者医療保険基盤安定費の増、地籍調査事業費の減などがあります。 

 ４２ページから４７ページの２項県補助金は５億５,７９０万円を計

上しており、単県農山漁村整備事業費、需要対応型産地育成事業費補助

金、これは旧山口集落営農生産拡大事業補助金ですが、それと石油貯蔵

施設立地対策等補助金これらの皆増。それから２５年度の中山間地域づ

くり総合支援事業補助金、緊急雇用創出事業臨時特例補助金事業費の皆

減などです。 

 ４６ページから４９ページまでの３項委託金は、１億２,４２３万

１,０００円を計上しており、県議会議員選挙事務費の皆増などです。 

 １５款全体では１.５％、２,３８０万９,０００円増の１６億２,０９６

万４,０００円を計上しています。 

 次に、５０、５１ページの１６款財産収入１項財産運用収入は市有財

産の貸し付けや基金運用収入等で、１,７０６万９,０００円を計上。２

項財産売払収入は市有地の売り払いなどにより、１,２１５万円を計上し

ています。 

 １６款全体では４.５％、１３８万円減の２,９２１万９,０００円を計

上しています。 

 １７款寄附金１項寄附金は、ふるさと寄附金などで３０１万円を計上

しています。 

 ５０ページから５３ページの１８款繰入金１項基金繰入金は、まちづ

くり魅力基金繰入金７,２５０万円、地域福祉基金繰入金６,０００万円、

一般廃棄物処理施設等整備基金繰入金２,６００万円などで、繰入金全体

で５７.９％、２億４,９５７万円減の１億８,１１１万円を計上していま

す。 

 ５４ページ、５５ページの１９款１項繰越金として３,０００万円を計

上しています。 

 ２０款諸収入１項延滞金加算金及び過料は１,５００万円を計上し、２

項市預金利子は４０万円を計上、５４ページから５７ページの３項貸付

金元利収入は金融機関預託金元金収入、それから地域総合整備貸付金元

金収入などで２億９,８２３万２,０００円を計上しています。 

 ５６ページから６３ページまでの４項雑入は３億５,１０１万８,０００

円を計上しており、リサイクル事業収益金の増、後期高齢者医療制度特

別対策補助金、農地中間管理事業委託料、土地改良施設維持管理適正化

事業負担金の皆増、それから退職手当他会計負担金の減などがあります。 

 ２０款全体では１.０％、６４６万９,０００円減の６億６,４６５万円

を計上しています。 

 ６２ページから６５ページまでの２１款１項市債は、地域総合整備資
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金貸付事業債、小中学校施設耐震化事業債及び給食施設整備事業債の皆

増、厚狭地区複合施設整備事業債、病院建設出資債、一般廃棄物処理施

設整備事業債などの増、上水道出資債、道路整備事業債、臨時財政対策

債及び借換債の減などがあり、４３.５％、１７億６,４８６万円増の

５８億１,８８４万円を計上しています。 

 続いて、歳出について款項ごとに説明します。６６、６７ページをお

開きください。 

 ６６ページから６９ページまでの１款議会費１項議会費は、議員報酬

の改定などにより、対前年度４.６％、１,００５万３,０００円増の２億

２,７７８万２,０００円を計上しています。 

 次に、６８ページから１０９ページの２款総務費１項総務管理費は、

３１億９,０８５万２,０００円を計上しており、７０ページ、７１ペー

ジ、１目の成長戦略室設置に係る教育費から総務費への職員給料等の移

行に伴う増、退職手当の減。７２、７３ページ、本庁舎耐震診断委託料

の皆増。７６、７７ページ、４目の社会保障税番号制度導入に係る電算

システム改修委託料の皆増。７８、７９ページ、５目の市政情報発信に

係る放送業務委託料の増。８２、８３ページ、８目の財産管理費の財政

調整基金及びまちづくり魅力基金原資積立金の増。８４、８５ページ、

９目の転入奨励金の増。地域総合整備資金貸付金の皆増。８６、８７ペー

ジ、１１目の委員報酬の改定による減。９０、９１ページ、１３目の緊

急放送体制確保に伴う負担金の皆増。 

 それから９６、９７ページ、２０目の防犯外灯設置補助金の増。２１

目の諸行事補助金の減。それから９８、９９ページ、２３目の主棟及び

体育館棟建設に係る大幅な増などがあります。 

 次に、９８ページから１０９ページまでの２４目文化振興費、２５目

市民館費、２６目文化会館費、２７目きららガラス未来館費、２８目ス

ポーツ振興費、２９目スポーツ施設費は、これは教育費からの移行費目

です。 

 それから、９８から１０１ページの２４目については、市誕生１０周

年記念事業の冠事業である２事業の主催文化事業があります。また、ガ

ラス展実行委員会負担金も計上しています。 

 それから１０４ページ、１０５ページの２６目に文化会館の音響設備

改修費があります。それから１０８ページ、１０９ページ、２９目には

野球場の施設改修があります。また３０目を新たに設定し、市誕生１０

周年祈念事業費を計上しています。 

 次に、１１０ページから１１３ページの２項徴税費は、２億１,０２２

万３,０００円を計上しており、市税償還金の減などがあり、１１２ペー
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ジから１１７ページの３項戸籍住民基本台帳費は１億１４５万７,０００

円を計上しており、戸籍住民基本台帳業務費用等があります。 

 次に、１１６ページから１２１ページの４項選挙費は、４,２６８万

２,０００円を計上しており、委員報酬の改定による減があるほか、県議

会議員選挙の準備経費や農業委員選挙の執行経費があります。 

 １２２ページから１２５ページの５項統計調査費は、１,５６２万

２,０００円を計上しており、経済センサス、農林業センサスなどがあり

ます。 

 １２４ページから１２７ページの６項監査委員費は、これは監査業務

経費で、２,１２９万１,０００円を計上しており、委員報酬の一部改定

による減があります。 

 ２款全体では、３２.１％、８億７,０３６万３,０００円増の３５億

８,２１２万７,０００円を計上しています。 

 次に、１２６ページから１４５ページまでの３款民生費１項社会福祉

費は、４５億４,３０５万４,０００円を計上しており、１２８、１２９

ページ、１目の国民健康保険特別会計及び介護保険特別会計の繰出金の

増。 

 １３０ページ、１３１ページ、２目の指定特定相談業務委託料の皆増、

のぞみ園指定管理者委託料の減。みつば園整備事業費の減。１３２、

１３３ページ、児童発達支援給付費の増などがあります。 

 それから１３６、１３７ページ、３目これは昨年高千帆地区介護施設

整備補助金を出していましたが、これの皆減。一方、厚狭地区介護施設

整備補助事業の皆増。それからねんりんピックの実行委員会負担金の皆

増。４目の後期高齢者医療特別会計繰出金の増。 

 それから１３８、１３９ページ、６目の中央福祉センターエレベーター

改修事業の皆増などがあります。 

 次に、１４２ページから１４５ページの９目を新たに設定しており、

国の経済対策である臨時福祉給付金費を計上しています。 

 次に、１４４ページから１５７ページの２項児童福祉費は、３３億

７,８０８万８,０００円を計上しており、１４４ページ、１４５ページ、

１目については、これは昨年ありました保育士等処遇改善臨時特例事業

補助金の皆減があります。 

 それから１４８、１４９ページ、２目の乳幼児医療助成費の増、児童

手当の減などがあります。それから１５６、１５７ページの８目を新た

に設定しておりまして、国の経済対策であります、子育て世帯臨時特例

給付金費を計上しています。 

 １５８ページから１６１ページの３項生活保護費は、１５億９,０８９
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万７,０００円を計上しており、１５８、１５９ページ、１目の生活保護

システム改修事業費の皆増。１６０、１６１ページの２目の扶助費は、

実績勘案による生活扶助等の減などがあり、４項災害救助費は３８０万

円を計上しており、災害援護資金貸付金元金償還金の増などがあります。 

 ３款全体では、２.７％、２億４,７５１万２,０００円増の９５億

１,５８７万９,０００円を計上しています。 

 次に、１６２ページから１７７ページまでの４款衛生費１項保健衛生

費は、２０億６,３１８万５,０００円を計上しており、１６４、１６５

ページ、１目の急患診療委託料の増。それから１６６ページ、１６７ペー

ジの病院事業出資金の増、病院事業会計繰出金の増、水道事業出資金の

減。それから１６８、１６９ページ、３目の山陽斎場炉改修事業の皆増

などがあります。また１７６、１７７ページの７目を新たに設定し、新

火葬場整備費を計上しています。 

 次に、１７８ページから１８３ページの２項清掃費は３３億７,７００

万７,０００円を計上しており、１８０、１８１ページ、２目の新ごみ処

理施設整備事業、それから、ごみ処理施設運転管理業務委託料の増。

１８２、１８３ページ、３目の小野田浄化センター基幹改修事業の増な

どがあります。 

 ４款全体では２５ .４％、１１億１７６万５ ,０００円増の５４億

４,０１９万２,０００円を計上しています。 

 １８４ページから１８９ページの５款労働費１項労働諸費は、１８４

ページから１８７ページ、１目これは昨年度もありました緊急雇用創出

事業の皆減。それから１８６、１８７ページ、離職者緊急対策資金貸付

預託金の減などにより、５款全体では３６.５％、３,２３４万３,０００

円減の５,６３１万６,０００円を計上しています。 

 １８８ページから１９９ページまでの６款農林水産業費１項農業費は、

４億４,２９３万３,０００円を計上しており、１９２、１９３ページ、

２目の地方卸売市場事業特別会計繰出金の増。 

 それから１９４、１９５ページ、３目の農地保全等委託料の皆増。そ

れから需要対応型産地育成事業補助金、これは先ほど説明しました旧山

口集落営農生産拡大事業補助金ですが、これの増。それから昨年度あり

ました経営転換協力金、これは皆減。 

 １９６、１９７ページ、４目の多面的機能支払制度補助金、これは昨

年度までは旧農地・水・保全管理支払交付金事業補助金ですが、これの

増。それから土地改良区補助金の減。 

 １９８、１９９ページ、５目の単県緊急防災対策等事業の皆増、土地

改良施設維持管理適正化事業、それから高千帆及び厚狭中、両排水機場
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の整備負担金の増などがあります。 

 ２００ページから２０３ページの２項林業費は１,９０９万３,０００

円を計上しており、２目については、昨年度ありました小規模治山事業

の皆減などがあります。２０２ページから２０７ページの３項水産業費

は、７,８６４万９,０００円を計上しており、３目の昨年度ありました

フラップゲート整備事業の皆減などがあります。 

 ６款全体では１４.３％、６,７５３万７,０００円増の５億４,０６７

万５,０００円を計上しています。 

 ２０６ページから２１７ページの７款商工費１項商工費は、２０８、

２０９ページ、１目の地方バス路線維持費補助金の減。２１０ページ、

２１１ページ、２目の東沖ファクトリーパーク水路整備事業の皆増、工

場設置奨励金の減。 

 それから２１２、２１３ページ、小野田楠企業団地における光ファイ

バー設置負担金の皆増。それから２１６、２１７ページ、５目の商工セ

ンター給水施設改修工事の皆増などがあります。 

 ７款全体では１４.７％、１億１０９万３,０００円減の５億８,４７１

万５,０００円を計上しています。 

 次に、２１６ページから２１９ページまでの８款土木費１項土木管理

費では、４,９７７万６,０００円を計上しており、２１８、２１９ペー

ジに津波ハザードマップ整備事業の皆増。それから、がけ崩れ災害緊急

対策事業の皆増などがあります。 

 ２１８ページから２２７ページの２項道路橋梁費は、４億３,８１８万

８,０００円を計上しており、２２０ページ、２２１ページ、１目の小規

模土木事業助成金の増、県事業負担金の減。 

 それから２２２、２２３ページ、３目の幹線道路リフレッシュ事業の

皆増。２２４、２２５ページ、４目のこれは橋梁を含めます９路線の市

道新設改良事業及び４路線の通学路安全対策事業があります。 

 ２２６、２２７ページの３項河川費は３,３４４万円を計上しており、

東下津内水対策調査設計事業の皆増。河川しゅんせつ事業の増。それか

ら県事業負担金の減などがあります。２２８ページ、２２９ページの４

項港湾費は、４,６４４万６,０００円を計上しており、小野田港本港に

係る県事業負担金の減などがあります。 

 ２２８ページから２３７ページの５項都市計画費は、１４億１,２５６

万円を計上しており、２３０、２３１ページ、１目のコンパクトなまち

づくり計画策定事業の皆増。下水道事業特別会計繰出金の増。それから

２３２、２３３ページ、２目の緑の基本計画策定事業の皆増。それから

２３４、２３５ページ、最終処分場１体緑地償還金の減などがあります。 
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 ２３４ページから２３７ページの４目建築指導費については、これは

県からの権限委譲により新たに目を設定しています。 

 続いて２３６ページから２４１ページの６項住宅費は、１億７,６２７

万３,０００円を計上しており、市営住宅の改修事業、それから木造住宅

耐震化促進事業などがあります。 

 ８款全体では４.２％、８,７４４万６,０００円増の２１億５,６６８

万３,０００円を計上しています。 

 ２４０ページから２４５ページまでの９款消防費１項消防費は２４０

ページ、２４１ページ、１目の宇部山陽小野田消防組合費分担金として、

高規格救急車整備などの特別分担を含めた分担金を計上しています。 

２４２、２４３ページ、２目の消防団ポンプ自動車可搬動力ポンプ購

入事業の増。それから厚狭分団車庫整備事業の皆増などがあります。 

 ９款全体では、０.１％、１１３万９,０００円減の１０億２,１８３万

８,０００円を計上しています。 

 ２４４ページから２５１ページの１０款教育費１項教育総務費は、３

億６,０７５万１,０００円を計上しており、２４６、２４７ページ、２

目の退職手当の減。それから学校図書支援員経費の計上。それから３目

の、これは昨年度ありました学校図書システム整備事業の皆減などがあ

ります。 

 次に、２５０ページから２５５ページの２項小学校費は２億４,５０３

万５,０００円を計上しており、２５４、２５５ページについては、２目

の特別支援員経費の計上、それから理科備品整備事業の皆増。同じく３

目の埴生小学校耐震化事業、それから非構造部材耐震化事業などを計上

しています。 

 ２５６ページから２５９ページの３項中学校費は、１億３,２１８万

３,０００円を計上しており、２５８、２５９ページ、２目の特別支援員

経費の計上、理科備品整備事業の皆増。それから３目の非構造部材耐震

化事業などを計上しています。 

 ２５８ページから２６３ページの４項幼稚園費は、１億６９２万

８,０００円を計上しており、これは幼稚園就園奨励費の増などがありま

す。 

 ２６２ページから２７９ページ、５項社会教育費は、３億２,５６４万

７,０００円を計上しており、２６２ページから２６７ページ、１目の主

催文化事業等との市長部局へ移行による減。それから２６８ページ、２６９

ページ、２目の公民館手すり改修事業の増。２７２ページ、２７３ペー

ジ、３目の図書システム更新事業費の皆増、それから図書購入費の増な

どがあります。また、市民館費、文化会館費、きららガラス未来館費に
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ついては、教育費から総務費へ移行しています。 

 次に、２８０ページから２８５ページの６項保健体育費は、５億

１,８４９万６,０００円を計上しており、２８２、２８３ページの３目

給食共同調理場建設費を新たに設定し、用地購入費や設計委託料などを

計上しています。また、保健体育総務費、体育施設費については、教育

費から総務費へ移行しています。 

 １０款全体では４.３％、７,６５２万１,０００円減の１６億８,９０４

万円を計上しています。 

 ２８４ページ、２８５ページの１１款災害復旧費１項公害復旧費は、

２５年度と同額の９万３,０００円を計上しています。また、同ページの

１２款公債費１項公債費は、地方債元利償還金及び一時借入金利子があ

り、過去の普通建設事業債償還金の減などにより８.１％、３億１,４７３

万６,０００円減の３５億４,９６６万円を計上しています。 

 ２８６ページ、２８７ページの１３款予備費１項予備費は２５年度同

額の５,０００万円を計上しています。 

 最後に、財政指標ですが、財政力指数は０.７００、実質公債比率は

１４.８％を見込んでいます。以上です。 

 

伊藤實委員長 執行部の総括的な説明が終わりました。詳細については、後ほ

ど原課から説明がありますが、総括部分について何かありますか。（「な

し」と呼ぶ者あり）なければ、次にいきます。それでは、１款議会費に

ついて、６６ページから６９ページ。 

 

下瀬俊夫委員 聞くところによると、条例の結論がまだ出ていない。結論が出

ていないときに予算の審議に入るのはいかがなものかというのが本来の

筋論だろうと思うんです。ただ、そういうふうに言うと、皆さんが困る

でしょうから、見通しだけぐらいは。この議会で通るのか、通らないの

か、その程度の見通しぐらいは言えるのではないかと思うんですが、と

りあえず、担当の委員長に聞くしかないな。 

 

伊藤實委員長 それでは、総務文教常任委員長、河野朋子委員長、お願いしま

す。 

 

河野朋子委員 まさか、こちらに言われるとは……。先日、１１日に委員会を

開き、この議員報酬に係る条例改正について執行部からの提案を受けて、

委員会で審査しました。これが通るのか、通らないのかというところま

では、ちょっとなかなか言及できませんけれども、どういう状態かとい
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うところだけは、ちょっとお伝えしようと思います。 

今回、報酬審の答申に基づき、改正案を出されたわけですけれども、

まず報酬審のあり方そのものについての議論がかなり飛び交い、審議に

当たって、事務局のかかわり方というか、諮問事項をどこまできちんと

精査して、ここまでが諮問事項であって、これ以外はというようなとこ

ろが曖昧であったり、部分的に諮問事項でないところに対して、事務局

が少しリードして、これはこうしてくださいというような提案があった

りとかいうことが議事録の中にも見てとれました。何よりも審議に当た

って、スタート時点でいきなり事務局からの提案というか、削減額が幾

らかというところまで書かれたデータをもとに始まったというところか

らして、そもそもこの報酬審議会のあり方、あるいは事務局のかかわり

方、中でリードするような進め方とか、そういうことに問題があるので

はないかということについて、いろいろな議論、疑問点が出ましたので、

１１日の時点では、即座に採決というところまでは至らなかった。これ

は議会全体の問題でもあり、きちんとした審議と答申に基づいて改正案

が出されているのかどうかというところも、まだはっきりと明らかにな

っていませんので、とりあえず各委員が持ち帰り、後日改めてそのあた

りをさらに審議をしていこうというところです。 

 

下瀬俊夫委員 問題は、会期内に結論が出されるのかどうかという、これが問

題なんですよね。だから、結論が出なければ、予算審議入れないわけで

す、実際は。だから、これは、皆さんそれぞれ会派に持ち帰って、議論

されているということなので、それは１８日に一定の方向は出されると

いうことになります。 

 

伊藤實委員長 それでは、議会費。 

 

下瀬俊夫委員 じゃあ、その上で、ちょっとお尋ねしますが、９節の費用弁償

です、これは議員に対する費用弁償のことなんですか。 

 

清水議会事務局次長 これは、議員に対する執務手当、それから旅費等が入っ

ています。現在、条例は執務手当の削除ということで出ていますが、予

算の要求、固まった時点においては、まだ執務手当というものは残って

いましたので、今回、執務手当は予算計上されているところです。ただ、

その条例が可決されて、執務手当が出ないということになれば、ここは

不執行、あるいは補正による減ということにはなろうと思います。 
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下瀬俊夫委員 もともと、報酬審の答申を見ると、執務手当を費用弁償に置き

かえなさいみたいなね、あるいは、それも検討しなさいみたいな話もあ

るわけで、これは、委員会審査の中で、そこら辺も含めて議論をされる

というふうに理解していいですか。 

 

河野朋子委員 はい。 

 

伊藤實委員長 ほかに、議会費。 

 

岩本信子委員 財源のところで、諸収入１,０００円ってあるんですけど、これ、

一体何なんですか 

 

清水議会事務局次長 これはあくまでも、１,０００円という枠取りですが、雑

収入として、コピー代が入ってきます。情報公開等の請求等があり、コ

ピー代がありますので、その枠ということで１,０００円です。 

 

伊藤實委員長 ほかに。よろしいですか。それでは、私から。条例改正が提案

されていますが、議員報酬で、委員長の報酬と副委員長の報酬が下がる

ようになっていますよね。その辺は、どのようになっていますか。 

 

清水議会事務局次長 今回の議員報酬の計算については、現議員数２１名で計

算しています。それで、条例改正と整合性をとり、正副議長と、常任委

員会を４つ、特別委員会を１つということで、常任委員長、副委員長、

それから一般の議員ということで、１０％減の報酬で計算しているとこ

ろです。 

 このたび、下瀬委員が懸念されている条例改正がどうなるかというこ

とですが、条例改正の修正なり、否決なりということになって、この議

員報酬の枠内であれば、それはそのまま、あるいは最終的には決算を見

込み、補正ということになると思いますが、仮に予算を超える場合につ

いては、補正対応ということにはなろうと考えています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。よろしいですか。それでは、ここで職員の入れかえを

します。５分、休憩します。 

 

午前９時５５分休憩 
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午前１０時再開 

 

伊藤實委員長 それでは、休憩前に引き続き、委員会を再開します。 

 次の審査は事業の１からいきたいと思いますので、事業１について、

執行部の説明を求めます。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 おはようございます。それでは、１ページ、１番

の本庁舎耐震化事業について、総務課から説明します。 

 市役所本庁舎は、災害時には防災拠点として、また避難所として、重

要な役割を担う施設です。しかしながら、本館及び別棟については震度

６強以上の地震においても、建物が倒壊しないように求める新しい耐震

基準が施行された昭和５６年よりも前の昭和３８年に建設されたもので、

古い基準で設計されていることから耐震性に劣る可能性があります。 

 また、本館については、平成２５年１１月２５日の建築物の耐震改修

の促進に関する法律の改正により、要緊急安全確認大規模建築物に該当

するため、平成２７年１２月末日までに耐震診断結果を報告する義務が

あります。このため、平成２６年度に耐震診断を実施することとし、必

要な予算として耐震診断委託料１,１８６万４,０００円を計上していま

す。なお、財源としては国の社会資本整備総合交付金２５９万３,０００

円を見込んでいます。そしてその診断結果をもとに必要に応じ、２７年

度に耐震補強実施設計、２８年度に補強工事を行いたいと考えています。 

 

伊藤實委員長 それでは、本庁舎耐震化事業について、所管の総務から何かあ

りますか。よろしいですか。それでは委員の質疑をお願いします。 

 

長谷川知司委員 本館と別棟を耐震診断されるとありますが、これをすること

によって相当年数、建物は残るわけだと思います。ところが実情では、

建物、敷地、駐車スペースがないとか言われています。建物全体のレイ

アウトを考えた中で、この建物は残す、残さない、で、どのような増改

築をするかというのがあって初めて、この建物について耐震診断をしよ

う、耐震補強をしようってなるんじゃないですか。その全体レイアウト

をしているかどうかお聞きします。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 相当年数が経過をしており、来年の１２月末まで

に耐震診断結果を報告しなければいけないということがあります。庁舎

全体のレイアウトについては、まずはこの耐震診断、これをしてみてそ

の結果によってどうするのかを判断するようになろうかと考えています
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ので、まずは耐震診断をしていきたいということです。 

 

長谷川知司委員 逆に、私は先にレイアウトを決めるのが大事だと思うんです。

基本的な考えで、この施設の中、どういう配置にするというのがないと、

耐震診断しても、無駄っていうのがわかります。確か別棟をつくったと

きに、この敷地のレイアウトなりを考えたんじゃないかなと思うんです。

そうした中で、その案が今の時点に合うかどうか、また、駐車場が狭い

と言われていますので、それをどう解消していったらいいのかという、

基本的レイアウトをつくるべきでないかと思いますが、そのことをあわ

せて、あるいは先行してすべきだと思います。 

 これについては、予算が計上されていませんが、これらの中でできる

ものか、あるいは担当部署に言って相談する範囲で終わるのかどうか、

そういうことをやはり掴んでおく必要があると思います。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 別館については、確か平成３年に建築されたと思

います。その際に、庁舎全体のレイアウトを検討されたと議員言われま

したけれども、そのこと自体については、私、十分承知してないんです

が、いずれにしても、庁舎についてはもう築５０年経っていますので、

庁舎全体のレイアウト、各課の配置含めて、かなり手狭になっているの

は事実で、十分検討していかなければいけない時期に来ていると認識し

ていますので、今後、考えていきたいと思います。 

 

長谷川知司委員 １２月の議会のときに、私が一般質問したときに、やはり駐

車場が狭いということを言われましたので、その解消も含めて、ぜひ全

体プランを先に考えていただきたいと思います。 

 

岩本信子委員 耐震化もわかるんですが、今、公共の施設は長寿命化っていう

ことでいろいろと考えられているんですが、その耐震化と共にそちらも

考えているということでよろしいんですか。 

 

中村総務部長 耐震化も含めての長寿命化だと思っています。 

 

伊藤實委員長 次にいきます。２番目、転入促進事業について、執行部の説明

を求めます。 

 

芳司企画課長 それでは、事業ナンバー２番目の転入促進事業です。資料３ペー

ジをお開きください。 
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 本事業については、定住促進につながる施策の１つとして、平成２３

年１０月に転入促進条例を施行し、これに基づいて、転入して新たに住

宅を取得された方に対して、家屋部分の固定資産税相当額を転入奨励金

として交付するというもので、その交付期間は５年間としています。 

 制度の対象者は平成２３年１０月以降に転入し、新たに住宅を取得し

た人であり、要件については、実施計画書の事業概要のとおりです。奨

励金の交付は、平成２４年度から始まっており、これまでの交付実績は

平成２４年度が１１件で５２万９,９００円、平成２５年度が６９件で

３７０万７,５００円、２６年度分としては、これまでの実績等、勘案す

る中で２６年度新規交付開始分として、新築４０件、中古１０件、それ

から２５年度以前の交付開始分７５件を合わせて６９４万８,０００円

を予算計上しています。 

 制度の周知については、市のホームページやモニター広告への掲載、

転入者が手続を行う窓口でのちらし配布のほか、市外においては、関係

団体への制度説明やちらし配布、山口県出身者で構成する団体へのちら

し配布のほかに、ＦＭ放送によるＰＲ等を行っています。 

 ちらしについては、資料の６ページから７ページに掲載しています。

こういったものを各団体等にお配りしています。 

 これまでの申請者に対しては、アンケートを行っています。結果につ

いては、資料の８ページから１１ページに掲載しています。これは２５

年度分のアンケート結果ということですが、その設問の１つに山陽小野

田市に転入した理由をお尋ねする項目があり、平成２４年度のアンケー

トの集計では、転入奨励金制度があったためと答えた方はいませんでし

たが、今回２５年度の集計では、転入した理由に転入奨励金があるから

と答えた方が６名いました。 

 それから、この制度をどこで知ったかという設問に対して、前回は住

宅メーカーや不動産業者と答えた方はいませんでしたので、この方面の

周知を強化するということで、昨年、改めて山口県宅地建物取引業協会

宇部支部、それから全日本不動産協会山口県本部をお尋ねして制度の説

明を行いました。その結果と思っているんですが、今回のアンケートで

は、住宅メーカーまたは不動産業者でこの制度を知ったと答えた方が

１２名いました。本制度は、制度の開始からまだ短いということもあり、

現時点では、この制度の開始以降、転入者が飛躍的に増加したという実

績はまだ見られないと思っていますが、制度の周知、徹底に努めてほし

いという議会側らの御意見もいただいています。効果の検証には、もう

少し時間が必要と考えますが、さらに周知に努め、よりよい制度運用に

努めていきます。以上です。 
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伊藤實委員長 執行部の説明が終わりました。アンケートも含め資料がありま

すので、ページを追って、質疑を受けたいと思います。 

 最初に３ページの実施計画書について、何かありますか。 

 

下瀬俊夫委員 今の説明で、ＦＭでの周知という話がありましたよね。これは

どの範囲でやっているのですか。 

 

別府企画課行政推進係長 昨年度については、ＦＭ山口を利用した放送を行い

ました。それから２６年度については、ＦＭ山口は予定していませんが、

ＦＭサンサンきらら、これは宇部にも流れますので、これを利用したイ

ンフォメーションを予定しています。 

 

下瀬俊夫委員 サンサンきららって、基本的には山陽小野田ですよね。聞こえ

ないことはないけど、聞こえる範囲は少ないと思うよ。市内に流したっ

てあんまり、やっぱり市外の人に入ってもらうわけだから、今言われた

ように、ＦＭ山口のようなところは、やっぱりいるんじゃないですか。 

 

別府企画課行政推進係長 周知については２通りあると考えています。市内の

方に対する周知、これは制度があるにもかかわらず、その制度を知らな

いで、申請をしないということを防ぐための周知と考えています。 

 今、御指摘のとおり、これは転入者を促進するための制度ですので、

市外の方に対する周知は必要と考えています。 

 一応、ＦＭサンサンきららについて、小野田はもちろんですが、宇部

でも流れていますので聞くことができますので、今、こういう計画をし

ておるところです。 

 

下瀬俊夫委員 御提案をしたんですが、どうなんですか。両方したらいいんじ

ゃないですか。ＦＭ山口とサンサンきららと、あるいはきららと。きら

らも兄弟会社ですから、サンサンきららよりもきららのほうが周知は徹

底しますよ。いかがですか。 

 

芳司企画課長 こういった制度の周知については、市内、それから市外向けと、

両方あろうかというふうに思っています。市外向けについては、今、委

員からもありましたけれど、そういったものも含めて検討したいと思い

ますし、市内に対してこうやってアピールしているというのは、それを

聞いた市民を通じて、またさらに市外の方に伝えてもらえると。今回の
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アンケートの９ぺージでも、その他の意見ということで、最後に挙げて

いますが、この制度をどこで知り得たかということで、知人よりという

こともあります。そういった方の紹介も含めて、ふやしていきたいとい

うこともありますので、市内外共に周知については頑張っていきたいと

思います。 

 

岩本信子委員 中古住宅も対象に入るようなんですが、今、家を建てるなら山

陽小野田市と、住むなら山陽小野田市という形なのかなとは思うんです

けど、中古住宅に対する、結構、今、あると思うんですが、６９件のう

ちどのぐらい中古住宅がありましたか、２５年度。 

 

別府企画課行政推進係長 ２５年度に奨励金を交付した方については、２４年

度から給付をしている２年目の方もいます。２年目の方については、新

築が７件、中古が５件、２５年度支給開始、１回目の方については新築

が４４件、中古が１３件という実績です。 

 

岩本信子委員 ぜひ、中古住宅の売れるような、入っていただくようなことも

考えてください。 

 

伊藤實委員長 それでは、実施計画書はよろしいですか。次に、４ページ、評

価について。 

 

下瀬俊夫委員 これはもう、以前から指摘していますけど、財源問題がどうし

ても自主財源になると１になりますよね。 

 

伊藤實委員長 そうよね。 

 

下瀬俊夫委員 ここが全体の足をやっぱり引っ張るんです、査定の。特にこの

ような、市が積極的に取り組みしていこうとしている事業ですから、こ

の財源が、一般財源で必ず１になってしまうという仕組みも、少し以前

からもあるように、少し研究したほうがいいんじゃないかなと思います

が。やっぱり、どうしてもこうなりますか。 

 

芳司企画課長 この査定については、６つの項目から評価するという形にして

います。財源については、委員御指摘のとおり、どうしてもそういう部

分が出てきます。単独であったとしても、山陽小野田市として、積極的

にやはり取り組んでいくべき事業といったこともあろうと思っています。
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ただ、この査定というのは、あくまで政策形成過程の１つのプロセスで

すので、その中で一定の査定なり評価をした上で、最終的に予算計上す

るかどうかについては、またさらに政策的な部分というものも加味して、

決定していくものと考えています。ただ、この内容については決算委員

会のときも指摘されていると思いますが、この実施計画書あるいは事務

事業評価シート、いずれもあくまで内部の協議資料ではありますが、あ

る程度、適切な評価ができるような中身に変えていきたいということで

今、その作業はしています。 

 

伊藤實委員長 今の件ですが、このような審査を開始してからいつも指摘され

ているんです。折角いい事業でも、ここの財源対策が、一般財源を繰り

入れるっていうことで評価が１になる。要は、お金から入るようになる

んです。やはり、そこをのけるとかしないと、逆に一般財源を投入して

でもやろうというような思い、そのような事業はできにくいと思うわけ

です。一般財源、市債は１、これを項目から外して、あとは別段でする

ということはできないのですか。 

 

堀川総合政策部長 やはり、事業をやるには財源が重要な項目の１つにあるこ

とには間違いないと思います。 

 

伊藤實委員長 そりゃそうよ。 

 

堀川総合政策部長 ただ財源があるかないかだけでなく、事業の内容も加味し

て判断しています。本事業は財源が１ということですが、やはり転入促

進、つまり定住促進につながる事業が必要だということで、本事業につ

いて２４年度から取り組んでいるということです。 

 ただ、判断材料としてこれをのけるということは、ちょっとできない

と思います。やはり、事業をするには、財源というのも重要な項目の１

つであることには間違いないと思っています。 

 

伊藤實委員長 それをのけるというような意味ではなくて、まず事業の評価と

して、その財源対策の項目は別枠にするわけです。で、その中で財源は

どうかと。今、査定の中で何点ならするとか、しないとか、基準がある

わけでしょ。 

 

堀川総合政策部長 はい、あります。 
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伊藤實委員長 そうした場合に、ここの財源は、一般財源だけなら１点なんで、

これでいくと、２０点以上とか２１点以上かな。それは実施するという

ことになるわけですよね。 

 

堀川総合政策部長 これは、２２点で採択されていますが、２２点で採択され

ないものも、当然のことながらあると思います。満点は３０点ですが、

やはり事業は相当な数あります。そこでできない部分、また趣旨はいい

けれど、ちょっと時期が早いかなと、点は高いけれど、時期はちょっと

早いのではないか、そこまで実際に予算がついたらできないというよう

なものもあります。そういうのを当然加味しながら、予算を組み立てて

いくものだと思っています。 

 

伊藤實委員長 その答弁でいくと、今、緊急性というところがありますよね。

ここで精査できるんじゃないですか、評価は。 

 

堀川総合政策部長 緊急性が例えば５だけれども、これは、全部がそうという

ことではありません。対応ができない、例えば制度の問題とか、そうい

うものに対応ができないというのもあるんではないかと思っています。 

 

伊藤實委員長 この評価なんですが、緊急性が５ということは、早くしなけれ

ば、早急に対応しないといけないということでしょ。いろいろと制度が

ない、財源がなくても、それに向けてしようということじゃないかと思

うんです。そういうことをしないと、ＰＤＣＡサイクルをフルに発揮す

べきだと思うし、そういうところが先ほど、長谷川委員が言われたよう

な単なる耐震診断ではなくて、その先を見据えたっていうのが、やはり、

長い目でこの事業をさらに有効にもっていこうという意見じゃないかと

思うんです。だからやはり、聞く耳を持ってしないと、今まで通りでは

なくて進化するようにと思います。ほかに。よろしいですか。（「なし」

と呼ぶ者あり）それでは、事務事業評価シートについて。 

 

吉永美子委員 本会議の中で、この事業の方向性、要はＡということで、ラン

クが一番高いわけですが、市長の評価についてなんですけど、本会議の

中で、市長が期待したほどではないって言った意味の発言をされたのが

ちょっと気になったんですが、市長自体はこの転入促進事業を長期にわ

たって続けようという意思はあると思ってよろしいでしょうか。 

 

堀川総合政策部長 市長が言ったのは、この事業だけではなく、転入促進の各
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事業がまだ弱いという意味で、この事業、奨励金事業のことを言ってい

るわけではありません。もっと外から人が、交流人口を含めて転入促進、

これについて、私ども反省しなければいけないんですが、まだこの部分

が弱いという意味合いで市長が言っています。この促進事業については

条例化していますので、これは引き続き、実施していくということにな

ります 

 

吉永美子委員 わかりました。上の課題というところですが、今後においては

定住促進の観点から云々と、以前と考え方が違ってきたのは、今、おら

れる方、市内在住者が取得された場合にも対象とすることなど考えてい

くということで、そうなると、今度は定住促進事業という形を模索され

ているということになりますか。 

 

芳司企画課長 一応、課題としては、こういうふうに上げています。その必要

性ということも、ある程度頭に入れながら、今後の定住促進全体に向け

て研究していきたいということで考えています。 

 

伊藤實委員長 研究したい。課題でしょ。 

 

芳司企画課長 検討です。 

 

中村博行副委員長 関連ですが、この事業の議案が出たときに、結構時間をと

ったという覚えがあるんですが、その際に、事業はこれだけではありま

せんよと、今後、転入促進に向けていろいろな事業を考えていきたいと

いうことがあったと思うんですが、具体的にあれからもうずいぶん経っ

ていますので、何かそのような動きといいますか、具体的なものがあれ

ば、教えてほしいんですが。 

 

芳司企画課長 具体的な策ということですが、現在この定住促進奨励金制度、

それとこの後、審査していただきます若者交流であるとか、そういった

ものはあると思います。ただ、定住促進ということで考えれば、本来的

にまず、住民からこの山陽小野田市が選ばれるまちになる必要がある。

そのために魅力的なまちになる必要があるということで、そういうこと

で言いますと、行政全般に当たるいろいろな施策、子育てとか、そうい

ったものも入ってくると思います。そういったもの、全てにおいて事業

精査しながら、しっかり固めていくということがまず１つあろうかと、

まず根本にあろうかと思います。それと、そういった事業があるという
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ことを、いろんな形で情報発信していく、知っていただくということが

あろうかと思います。 

 このあたりが、この定住促進については、かなり大きな部分になろう

というふうに思っています。この転入奨励金等については、あくまで、

そのきっかけづくりということにもなろうかと思うんですが、例えば、

この奨励金を活用された方についても、この奨励金があるからというだ

けで、市内に家を購入された、建てられたということではないと思って

います。そういったことを全体的に考えながら、１つ１つの事業をしっ

かりやっていきたいということで考えています。 

 

伊藤實委員長 答弁になってないけど。 

 

松尾数則委員 これ、見てみますと１次評価、２次評価、いずれも計画通りと

いう形ですが、５年を７年間にするとか、そういった今の計画以上のも

のにするという考えはないんでしょうか。 

 

堀川総合政策部長 現在は、それを延長するという考えはありません。 

 

河野朋子委員 ２４年度の反省から、先ほど聞きますと、いろいろ広報活動も

されたり、少しでも、そういった周知について、改善が図られていると

思いました。アンケートのなどを読んでみました。 

 それはそう思いますが、目標値は設定しないってあるんですけど、目

標値を設定しない理由、これをさらに少しでも前年度よりこれぐらいは

というような目標をぜひとも設定してほしいと思うんですけど、設定し

ない理由はなんでしょうか。 

 

別府企画課行政推進係長 この条例ができたのが平成２３年１０月で、この日

以降に転入された方が対象となります。実際に奨励金の交付を開始しだ

したのが平成２４年度からです。これは２４年度の事務事業評価シート

ですので、目標を設定しないとなっていますが、２５年度は２年目とい

うことになりますので、次回からは、前回上回るとかというような目標

設定もできようかと考えています。 

 

河野朋子委員 ２５年度の評価シートでは、目標をいくつに設定されたんでし

ょうか。 

 

別府企画課行政推進係長 平成２５年度の事務事業評価シートについて、まだ
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作成をしていませんので、目標値というのは設定していません。 

 

河野朋子委員 ２５年度に取り組む前に、目標値を設定するんじゃないですか。

終わった後に目標と実績を書くわけですか。そのあたり、どうですか。 

 

別府企画課行政推進係長 現在のやり方では、事前に目標をということにはな

っていません。 

 

河野朋子委員 それ、大問題じゃないんですか。 

 

別府企画課行政推進係長 ただ、それは当然改善をと考えていまして、年度が

始まる前の目標設定というような改善きを検討しているところです。 

 

河野朋子委員 それは、今の担当課に限り、そういった目標値を書いてないの

か、市役所全体で、この事務事業評価シート策定のときに、スタート時

に目標値をちゃんと設定してやっているのか、そのあたり、どのように

なっていますか。 

 

芳司企画課長 それぞれの原課において、各事業を実施するに当たり、当然、

年度初めにそういうものを設定していると思っています。 

 ただ、私どもの中で、それができていないということについては、大

変申しわけなく思っています。平成２４年度の事務事業評価の作成が昨

年夏ぐらいということで、２５年度については、年度初めにそういう設

定をしていなかったということで、２６年度については、そういう設定

をしっかりして進めていきたいというふうに考えています。 

 

河野朋子委員 納得いきません、今の。全面的にみんなで頑張ってやっていこ

うという意気込みを持って、目標を設置するということは大事ですし、

そもそも年度の初めにある程度、ちらしを何枚ぐらい行き渡るようにし

ようとか、転入者が何名ぐらいは目標にしようとか、そういうのを持っ

て事業っていうのを取りかかるべきですよね。 

 それが、企画課、お膝元の、その企画課がですよね、そういったこと

をやってないということに対しては、すごくこれ、問題だと思います。

ほかの課がどうなっているのかもいま一度ちゃんと確認してほしいし、

この確認自体、本当は情けないんですけど、そのあたりも改定してほし

いと思いました。 
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伊藤實委員長 今、河野朋子委員が言われたように総務委員会でしました。私

も、そのメンバーだったんですが、ほかの事業の全部集めて、企画が評

価するんでしょ。そこがこれよ。ということは、ほかのちゃんとやって

いる原課からしたらこれは大問題。これは、ちょっと後からします。今

の評価の仕方、その実態をちょっと調べて資料出してください。 

 そもそもの事務事業評価シート、こんな曖昧なことで審査したくない

ので、企画のほうで、納得できるような資料を提示してください。 

 それでは、次行きます。若者交流推進事業についてお願いします。 

 

芳司企画課長 それでは、若者交流推進事業、１３ページになります。 

 本事業については、結婚を希望する男女を応援するため、若者の出会

いや交流の機会を提供し、本市の定住促進、人口増加を図るとともに、

活性化につなげるということを全体計画として、具体的には出会いを希

望する独身者に対してそのきっかけづくりをしていくというものです。 

 全国的にもこうした取り組みは民間のみならず、行政側も直接、間接

的に取り組んでいますが、いずれも少子化対策の一環としての取り組み

となっています。 

 背景としては、昨今の未婚化、晩婚化といったものも考えられ、願望

がありながら未婚である方々も多いのが現状というふうに考えています。 

 そうした方々を対象として、そのきっかけとなる出会いの場づくりに

取り組んでいこうとするものであり、平成２６年度については、負担金

として５０万円を予算計上しています。 

 本事業は、今年度から初めて取り組んだもので、市が主催することの

安心感といったことも考慮して、市長を会長とする実行委員会形式で実

施しています。 

 １０月に第１回目を開催して以来、これまでに４回にわたって実施し

ており、参加者は延べ８２名に上っています。詳細については、１５ペー

ジ、１６ページに、これまでの４回の開催状況を掲載しています。 

 参加者延べ８２名のうちの男女の内訳については、全体で男性が５４

名、女性が２８名に上っています。内容については、第１回目のＪＲ小

野田線を利用して、須恵地区の歴史遺産を散策するから、立食パーティー、

クッキング、お茶会といったものを織り込みながら、レク、それから食

事会、さらにフリートーク時間を通じて交流を深めていただくようなプ

ログラムとしてきているところです。 

 開催ごとにアンケートをお願いして、参加者から事業の感想等を伺っ

ていますが、その結果、楽しかったとの回答が全体８２名中４４名、ま

あまあよかったという回答が３４名で、おおむね好評であったと捉えて
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います。 

 平成２６年度については、引き続き実行委員会主催で、基本的に毎月

の開催を予定しています。内容については、今年度参加者から寄せられ

た意見も参考にしながら、年間計画を立てて、例えば市内のロケーショ

ンを回ったり、各施設での体験を初めとしたもの、あるいは親の交流会

といったものも予定をしていきたいと考えています。いずれも山陽小野

田市の観光振興、あるいは商業振興にもつながるようなものにしていき

たいと考えています。 

 

吉永美子委員 私が、１２月議会の一般質問で質問したときに、今説明があっ

た若者の交流として行われてきたこと、今行っているものは婚活支援そ

のものとは違うと認識していいんですかということを市長に聞いたとき

に、違うと認識してくださいと言われました。そうなると婚活支援の事

業ではないということになりますが、これは執行部が言われる、まさに

全体計画、結婚を希望する独身男女を応援するためである、まさに婚活

支援事業そのものと思うんですが、市長が言われる言葉と職員が説明さ

れる言い方、私は、本当に違うと認識をしていますが、これはどういう

ふうに理解したらいいのでしょうか。 

 

堀川総合政策部長 市長の思いとすれば、婚活という言葉が前面に出ると、非

常に何かその結婚というのが前面に出るという思いがあるようです。あ

くまでも独身者に対して、その出会いのきっかけづくり、こういうよう

な場を提供したいということを市長は担当の企画課にも言っています。 

 ただ、婚活、婚活と出すぎてしまうと、ちょっと参加しにくい部分も

あるんではないかなと市長は思っているようです。そのような中で、若

者の独身者の出会いの場を提供したい。で、フリートークとかいろんな

テーマを決めて、例えば、お茶をやるとか、クリスマスの時期にはパー

ティーをやるとか、そのような中で、出会いのきっかけづくりの場を提

供したいという思いが市長は強うございます。 

 

吉永美子委員 総合計画の中にはっきりと新規に上がってきました。定住促進

として婚活支援事業という名前がしっかり上がっているわけですから、

この若者交流推進事業はまさにここに書いてあるとおりで、婚活支援事

業と、婚活そのものではないかと思いますが、いかがですか。 

 

堀川総合政策部長 結果的に、若者の適齢期を迎えた独身男性、女性がそこで

出会って結婚に結びつけばいいという事業です。これが総合計画でいえ
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ば婚活事業ということです。 

 

吉永美子委員 それでは、あわせて私が質問しましたが、「以前、議会で予算

の説明を受けたときに、私の記憶が確かであればプロポーザルで委託を

すると聞いた記憶がありますが、この点はどうでしょうか」と質問しま

した。市長は、「そういう説明があったとすれば、それは市長との意思

の疎通が欠けていたということで申しわけなく思います」と、このよう

に言われました。 

 このことについて、私はどういうふうに理解をしたらいいのでしょう

か。 

 

堀川総合政策部長 私どもはプロポーザルで進めていこうと考えていましたが、

市長はプロポーザルではやらないということで、説明が食い違ったとい

うか、私が先走って言ったことです。混乱を招いたことに対して大変失

礼をいたしました。 

 

吉永美子委員 それでは、平成２６年度の予算からは、負担金ということで上

がってきているわけですが、では、今行っている委員会の皆さん、その

方々にお願いして、委託して、２６年度以降も続けていかれると、プロ

ポーザルではなくてということになるんでしょうか。 

 

山本企画課企画係長 ２６年度の事業については、この委員会の方式で実施し

たいと考えています。今の予定としては、ある程度の年間計画を事務局

で考えています。で、４月１日以降に新しく委員を公募して、新しい会

でまた事業計画等を見ていただきながら、実施をしたいと考えています。 

 

 

吉永美子委員 事業概要の中に実行委員会形成ということで会長が市長、委員

公募ということで、そうすると、やっぱり委員としては年齢が高い方が

出て来られる可能性は現実には高いのではないかと、現状からすると思

うわけですが、例えば、我が山陽小野田市には県から委託をされて行っ

て、いわゆる若者のそういった出会いの場を提供することを専門的にや

っているところもあるわけで、まさにこういった民間力を活用するとい

うことは、私は大変必要と思いますが、その点についてはどのようにお

考えでしょうか。 

 

堀川総合政策部長 県の制度があります。それは場所によっては山陽小野田市



28 

 

内で事業を実施される、そういうようなことは承知しています。 

 県は県でやっていただいて市は市でやっていくということであって、

本市では実行委員会方式でやっていくということです。県がやっている

のとはまた違ったやり方で今やっている次第です。 

 

岩本信子委員 今、話を聞くと、実行委員会形式ということでされているとい

うことなんですが、若者の交流ですよね。この実行委員がどんなメンバー

がいるのかということが一つ問題になるのではないかと思うんです。 

 市長が会長というぐらいだから、全体的なその実行委員のメンバーの

年齢ですよね。それと若者とのギャップがあって、この事業を事務局が

計画して、実行委員は募集をすると言われたんですけど、このやり方で

本当に効果が私は出るとはどうも言い難いんですけど、若者を入れてい

くという発想はないんですか、実行委員。 

 

山本企画課企画係長 公募の条件として、市民の方、二十歳以上の方というふ

うに考えています。 

 

伊藤實委員長 上の制限はないんかね。 

 

山本企画課企画係長 はい。ありません。 

 

伊藤實委員長 前回の実行委員のメンバー、人数等、平均年齢何歳か、最高齢

から最低は何歳。 

 

山本企画課企画係長 今、委員５名います。大体６０代の方が多いのではない

かと。 

 

伊藤實委員長 いや、５人中何人。５人中５人か。 

 

山本企画課企画係長 そうです。 

 

伊藤實委員長 ５人中５人が６０代。 

 

山本企画課企画係長 ６０代ぐらいの方と思います。 

 

岩本信子委員 若者の間では、もう合コンもだんだん古くはなっているんです

けれども、若者交流といったら若者同士が合コンの企画をしてやってい
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るという、そのぐらい、例えば、福岡では朝コンといって、朝ごはんを

みんなで食べましょうとかいう若者の会があるんですよ。そのぐらい若

い人は発想がもう違ってきているんですよ。 

 だから、ぜひ、その実行委員形式でこの計画を立ててやるというより

も、企画した若者に、例えば助成するとか、そういうふうな形をとられ

たほうが、私とすれば今のこの形でされるよりはいいんではないかと思

いますので、一応参考にしてください。 

 

伊藤實委員長 意見としてね。このこともいろいろと言い出したらきりがない

と思いますので、これはさっきの転入促進と関係あるんですよ。やはり、

ここももっと詰めたいと思いますが、その中で、この報告書の参加総数

８２人のうち、市内、市外の割合、その辺わかりますか。 

 

山本企画課企画係長 ちょっと、計算します。 

 

伊藤實委員長 人数でいいよ。８２人、同じ人が毎回行っているということは

ないんですか。 

 

山本企画課企画係長 同じ方もいます。 

 

伊藤實委員長 毎回４回。 

 

山本企画課企画係長 そんなことはないんですけど、同じ方も何度か来ること

はあります。 

 

伊藤實委員長 そうですか。で、延べ人数が８２人。 

 

山本企画課企画係長 はい、そうです。 

 

伊藤實委員長 で、市内が。 

 

山本企画課企画係長 市内の方が４４名。 

 

伊藤實委員長 約半分か。 

 

山本企画課企画係長 はい。残りが３８名です。 
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伊藤實委員長 わかりました。それと、もう一点、この実施の日時は祝日、日

曜日なんですが、これ１０時から１６時とか昼間なんですよ。それは何

か理由はあるんですか。 

 

山本企画課企画係長 土日祝日の日中にやっていますけど、４回実施してきま

した。その中の反省点として、やはり休日としてもお休みでない方、当

然いらっしゃると思います。ですので、平日の開催も来年度については

実施したいと。 

 特にお勤めがありますので、夕方の行事とか、そういったものもぜひ

取り入れなければならないと、今考えています。 

 

伊藤實委員長 いや、そうじゃなくて、１０時から１４時とか、要するにお酒

類が出ないよね、こういうふうになれば。 

 

山本企画課企画係長 アルコールの提供は控えています。 

 

伊藤實委員長 どうしてですか。 

 

山本企画課企画係長 あくまでも若者の交流でして。 

 

伊藤實委員長 何かそこなんですよね、そこが問題なのよ。だからしないほう

がいい、これは、本当。 

 

岩本信子委員 ちょっと実行委員から聞いたんですけど、人集め、若者をここ

に集めていくのにかなり苦労されているという話も聞いたんですよ。だ

から、そういうことじゃやっぱり意味ないでしょうと。やっぱり若者が

自主的に参加できる、若者が自主的にやろうというところでないと、お

膳立てして探してきてどうぞどうぞというのも、ちょっとこの事業はお

かしいと思いますので、考え直してほしいと思います。 

 

河野朋子委員 今のに関連しますけど、参加された方はどういうきっかけで参

加されたっていうのがわかりますか。 

 

山本企画課企画係長 市の広報、コミュニティＦＭ、地元新聞、あとよく聞く

のが知人の口コミといいますか、山陽小野田市民の方でこんな記事を見

たから、ぜひあなた出てみませんかというようなお誘いがあって、出ら

れる方がいます。 
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下瀬俊夫委員 当然まだゴールインした人はいないよね。これが１点です。 

 それから、やっぱり後ろのいわゆる評価なんですが、財源対策で負担

金等があるとありますが、負担金ではないんでしょう。負担金といえば、

この市が出しているのが負担金であってね、いわゆる会費をとっている

という意味でしょう。 

 

山本企画課企画係長 参加料です。 

 

下瀬俊夫委員 参加料をとっているからこの査定が３になったということです

ね。なるほどね。ゴールインはないですね。 

 

山本企画課企画係長 このシステムと言うか、方式として、若者交流イベント

で気になった方がいたら、事務局を通してその相手と連絡をとるという

方法をとっています。 

 で、そういった問い合わせが何件かありますが、結婚に至ったという

報告までは現在ありません。 

 

杉本保喜委員 さっきから見ていると、けたけた笑っているけれど、これに参

加したの。してごらんよ。まず行ってみてごらん。 

 

伊藤實委員長 どういうことですか。 

 

杉本保喜委員 で、状況を見てから話をしたほうがいい。結構、アンケートを

見ると、チームワークの作業は楽しかった。結構よかったという意見が

あるわけです。これはこれなりに成果が出ていると思います。 

 だから、批判的に言うのでなくて、もっと前向きに進めるべきだと思

いますよ。 

 

伊藤實委員長 質疑ですから、委員の…… 

 

杉本保喜委員 私は委員に言っています。 

 

伊藤實委員長 そしたら自由討議しましょう。 

 

中村博行副委員長 確認ですが、これに市外の男性はだめというような市長の

言葉があったと思うんですが、それについては。 
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山本企画課企画係長 今は制限をしていません。市内市外問わず、参加を募集

しています。 

 

伊藤實委員長 制限はないということですね。それでは、今、杉本保喜委員が

言われたことについて何かありますか。 

 

岩本信子委員 実行委員の努力というのは、私はわかっています。いろいろと

人を集めてくるという部分も、若い人たちがどこかいないかっていう話

も、私も何度か聞いています。で、紹介もしたことがありますけど、じ

ゃあそういう事業で、若者交流っていうのがいいのかなとは思っていま

す。というのが、やはり実行委員がお膳立てをしてというところは、少

し違うのではないかなと思っています。若者でやってくださいと言って

そこに補助金を出して、そしてきちんとしてもらって、結果を出しても

らうというならいいんだけど、実行委員が一生懸命されているというと

ころに、若者とのづれがあるのではないかと感じているものですから言

っているわけです。 

 

杉本保喜委員 だからこそ、まず参加をしてみることです。参加した…… 

 

伊藤實委員長 いえいえ、参加はできるわけないじゃないですか。どこに参加

をするということですか。 

 

杉本保喜委員 参加できないの。様子を見に行く感じで、いわゆるば来賓みた

いな格好で。 

 

伊藤實委員長 来賓。 

 

杉本保喜委員 それはできないんですか。 

 

山本企画課企画係長 今、委員が言われたことは見学ということですか。参加

者の個人情報というか、配慮していまして、以前、マスコミの方も来ら

れたんですけども、写真など個人情報があるから気をつけてくださいと

いうような配慮はこちらからお願いしています。見学はお断りしていま

す。 

 

杉本保喜委員 わかりました。 
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下瀬俊夫委員 いわゆるこれは若者交流ですから、当然自主的に集まって、交

流したい人が積極的に参加して、楽しむというのが趣旨だと思うんです

よね。全く関係ない人がそこにまじったら、これは絶対に違和感が出て

きますよ。 

 だから、この次から参加しないということになってしまうと思うんで、

ここら辺はやっぱりはっきりしたほうがいいんじゃないかなと思います

ね。 

 

伊藤實委員長 いろいろとまだあると思いますが、このことは先ほど言いまし

たように、２番とも関係がありますので、その際にもう一回自由討議も

含めてしたいと思いますので、一応若者交流事業については終わります。 

 それでは、項目について入ります。まず、２款総務費１項の１目から

９目まで、６８から８５ページまで質疑を受けます。 

 

下瀬俊夫委員 実は、昨日の委員会審査の中で出たんですが、職員給与の中に、

臨時、それも任期つき臨時の職員の給与が入っているという話がありま

した。任期つきというのは基本的に臨時ですから、賃金のほうに入るの

が筋じゃないかなと思うんですが、予算計上ではそうしているんですか。 

 

小野総務部次長兼人事課長 御指摘のとおり、任期つき職員については、一般

職級、１節の給与の一般職級の中に含めています。で、臨時は臨時の７

款の賃金で上げています。 

 

下瀬俊夫委員 だからその理由をちゃんと言ってほしいんですよ。というのが、

任期つきであれ、これは一定期間雇用の臨時ですよね。有期の臨時です

よね。だから、確かに任期つきというのはほかの臨時に比べて若干賃金

はいいという面はありますが。しかし、これ定数条例に入っていないわ

けでしょう。定数条例に入っていないのになぜ職員級の中に入っている

か、それを聞いているわけです。 

 

小野総務部次長兼人事課長 任期つき職員については、給与格付が一般職級の

行政職１表に格付をしています。ですから、１級１号給ですね、１３万

５,６００円でしたかね。で、給料表に格付をした職員ということになり

ますので、一般職と同等の取扱いということで一般職給の中に含めてい

ます。 
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下瀬俊夫委員 定数には入っていないんでしょう、臨時だから。定数に入って

いないのに職員給と同じだから職員給のほうに入れるというのはおかし

いんじゃないですか。あくまで有期の雇用の場合は賃金じゃないんです

か。 

 

小野総務部次長兼人事課長 ２６年度から始まる再任用職員についても期限は

１年ですけれども、これについても一般職級の中に含めて計上していま

すので、そういった形の理屈で考えていただければと思います。 

 

伊藤實委員長 ほかに、よろしいですか、８５ページまで。それでは、私から、

７９ページ、放送業務委託料、このことについてもう少し詳細に説明を

お願いします。広報広聴費。 

 

矢野総務課主査兼広報係長 １３節の放送業務委託料ですが、内容としては、

週４回、１回１０分の放送を年間通じて放送をするもの。それと、週１

回、３０分のオリジナル番組を放送するもの。この２件を含めた金額で

す。 

 それと、事件、事故、災害等のために臨時放送分ということで上げて

いるんですが、その３件を合計したもので、内訳としては、週４回、１

回１０分の放送が２３１万４,６５６円、それからオリジナル放送が年間

で４３万８,０４８円、それから臨時分ということで３１万６,２２４円

で、合計の金額３０６万９,０００円を計上しています。 

 

下瀬俊夫委員 サンサンきららがなかなか聴取者といいますか、離れていって

きているという状況で、経営改善についていろいろやっていますが、結

局、その経費の節減でアナウンサーの削減という方向になってきたわけ

ですね。で、新年度から市に一定の放送枠を持ってもらうということで、

先般からのいろんな話で、市民が自主的に参加できるような仕組みをつ

くりたいという話がありましたよね。これについて具体的にどうなって

いくのかというのが少しわかれば教えてください。 

 

矢野総務課主査兼広報係長 市民向けと市民が参加してというところまではい

かないのですが、新年度、２６年度からの新たな取り組みとして職員が

基本的に放送局に入り、１０分間程度、１つの話題ないしは２つの話題

に絞って、フリートークではないのですが、トーク形式で話をしていく。

よりその一つの情報に対してディープな内容を伝えていくというような

形を考えています。 
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 その後、それが軌道に乗っていけば、今、言われる市民参加というと

ころのものも考えていく必要はあるのかなとは思っていますが、２６年

度については、市民参加ではなくて、市からの一方的な情報伝達にはな

るのですが、オリジナル番組を新たな取り組みとして始めていきたいと

考えています。 

 

下瀬俊夫委員 サンサンきららの番組がおもしろくないという、これはかなり

定着を始めたんですよね。で、これを打開するためには、市に一定枠を

持ってほしいということで、いわゆるサンサンきららから市に要請があ

ったと聞いているわけです。 

 だけど、市の職員が入ったらもっとおもしろくなくなります、はっき

り言っておもしろくないです。だから、このままだったらサンサンきら

らなくなりますよ。経営改善なんてできないです、今のままだったら。 

 僕は、ちょっとそういう点で何か勘違いがあるのではないかなと思っ

ているんですね。市民がもっと関心がある問題に切り込んでいかないと

絶対に聞かないですよ。で、防災ラジオのかわりっていう話だけど、そ

れはそれだけの話なんですね。日常的にはやっぱり番組を聞かなければ

だめなんですよ。 

 そういう点でもっといろんな知恵を出さないと、所管のところが何か

ディープなことを言ったって、多分聞かんと思いますね、そんな話。お

もしろくないですよ。結局、行政のお知らせになるでしょう。 

 ちょっとそうところでは僕はちょっとサンサンきららが危ないなと思

いますね。 

 

伊藤實委員長 意見ということでよろしいですか。 

 

下瀬俊夫委員 提案があるんですが、こういうのも市民が聞くひとつのきっか

けになるんじゃないかと思うんですが、いわゆる死亡放送ですね、これ

は、本当に大事なんです。特に山陽にあった有線放送では、亡くなった

方をきちんと名前を放送で流す。これは出してほしくない方もいるので

注意が必要ですが、この死亡者の名前をきちんとお知らせをするという

ことができないだろうか。ぜひ検討してください。 

 

岩本信子委員 ７１ページ、賃金のところ、臨時雇いの賃金のところで、この

人数と配置について、お知らせ願えたらと思いますが。 

 

小野総務部次長兼人事課長 平成２６年度当初予算に掲げています臨時雇い賃
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金の人数については１９０名。 

 

岩本信子委員 １９０人。これは本庁舎だけですか。 

 

小野総務部次長兼人事課長 全部言いますか。いろいろ種類があるんですけれ

ども。 

 

岩本信子委員 資料出してください。どこにどれって。 

 

中村博行副委員長 ８１ページの一番下、ＰＣＢ廃棄物、まだこういうものが

存在しているのですか。 

 

伊藤實委員長 財産管理費のところ。 

 

阿部管財課長 このＰＣＢの廃棄物の運搬処理の業務委託料１９万円ほどです

が、４年ぐらい前に旧山陽町の法務局の出張所の解体をした際に、この

ＰＣＢの、これ蛍光灯の関係だろうと思いますが、それが存在していた

ということで、予算的にちょっととれなかったので、環境調査センター

に一時保管をして、この際、これを処理しようというものです。 

 

伊藤實委員長 それでは、８３ページの財政調整基金、減債基金、退職手当基

金、それとあと小型自動車の基金、まちづくり魅力基金、それぞれの残

高をお願いします。 

 

川地財政課長 ２６年度末でよろしいですか。財政調整基金２２億８２９万円。

減債基金５億９,５６３万７,０００円。退職手当基金が４億５,７６０万

１,０００円。小型自動車の施設改善基金４億４,３９９万３,０００円。

それから、まちづくり魅力基金１４億６,８４０万８,０００円です。 

 

伊藤實委員長 次回からはこの資料も出しておいてください。 

 

岩本信子委員 先ほどの雇用ですけど、資料を出していただきたいということ

でお願いできますか。 

 

伊藤實委員長 委員の方、いいですか。（「はい」と呼ぶ者あり）それでは、

できる、どうですか。 
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小野総務部次長兼人事課長 予定としてはつくっていますので、若干の入り繰

りはありますけども、それでよろしければ計画としてあります。 

 

伊藤實委員長 はい、よろしいです。それを出してください。 

 

岩本信子委員 それと、もう一つ、１２２人の一般給の分の任期付が何人かと

いうのも出していただきたいと思います。 

 

伊藤實委員長 人事課長、よろしいですか。同様にお願いします。それでは、

８５ページまでよろしいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは、

引き続き９款消防費について、２４０から２４５。 

 

長谷川知司委員 ２４３ページで設計委託料とありますが、この設計委託料は

何に対する設計委託料ですか。 

 

中野消防課長 厚狭の複合施設の建設に伴い、厚狭分団庫の建築が必要になり

ます。その設計委託料です。 

 

長谷川知司委員 分団車庫であれば今まで職員が設計していたと思うんです。

規模が相当大きければ別ですけど、いかがなものかなと思うんですが、

担当課ではできないという返事だったんですか。 

 

中野消防課長 担当課から設計委託をしてくださいと頼まれましたので、予算

を上げています。 

 

長谷川知司委員 担当課の業務範囲をちょっといただきたいと思います。業務

量ですね。 

 

中村総務部長 担当課がおりませんので、ここでの返事はこらえてください。 

 

伊藤實委員長 後ほど担当課のところで言ってください。 

 

下瀬俊夫委員 消防団の機庫ですね。かなり統廃合されて各分団の機庫の中に

入っていないという状況があるんではないかと思うんですが、それはき

ちんとチェックされていますか。 

 

中野消防課長 旧分団庫の赤川、森広、厚狭、鴨庄、下津、福田、大持、小野
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田、この分団庫については、防災倉庫として必要資機材を十分ではあり

ませんが、収納しています。 

 

下瀬俊夫委員 これは、単なる倉庫として活用しているということですね。昔

は機器があったと思うんですがね。今はないわけですね。 

 

中野消防課長 そのとおりです。機器はありません。 

 

伊藤實委員長 それでは、消防の質疑を打ち切ります。それでは、ここで職員

の入れかえがありますので、５分間休憩します。 

 

午前１１時２０分休憩 

 

午前１１時２５分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、休憩前に引き続き委員会を再開します。 

 

芳司企画課長 先ほど、事務事業評価シートの件で年度当初の目標設定という

ことで御意見をいただきました。各課においては、しっかり責任を持っ

て設定をした上で１年間の事業に取り組んでいると思っています。ただ

それを言う立場の企画課がこういうざまで大変申しわけなく思っていま

す。私ども自ら襟を正す中でしっかり取り組んでいきたいと思いますし、

その上でまた全庁的にその協力を呼びかけていきたいと思っています。

大変申しわけありませんでした。 

 

伊藤實委員長 そういうことなので、本丸がこういう状況ではいけないので、

担当部長を初めしっかりとよろしくお願いします。 

 

下瀬俊夫委員 この資料に基づいて、成果指表がＤになっていますよね。５ペー

ジ、転入促進。成果指表がＤで、「数値設定が曖昧である。又は実績値

を把握していない」となっています。こういう状況をあなた方は認めて

いるわけですよね。 

 それで、さっきから僕は市外の方に宣伝という話をしています。これ

も実は私が言った県内というのは範囲が狭いんですね。ぜひ企画のほう

で発想の転換をしてほしいんですが、ただ単に山陽小野田に住みたいと

いう動機づけをどうするかという問題で、例えば、新幹線の厚狭駅があ

る。あそこに福岡市からわざわざマンションを買って住んでいる人がい
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るんですよね。なぜかと言うと、福岡の近辺に住むよりも厚狭に住んだ

ほうが新幹線近いし、安いと。だから、厚狭駅周辺がいいんだというこ

とで住まれているんです。 

 そういうただ単に県内のいわゆる転入促進というのではなく、他県か

らも含めて、利便性の問題というのはもっと考えたほうがいいんじゃな

いかなと思っているんですよ。そういう発想の転換がなければ、人口ふ

えないと思うんです。いくら近隣のところから来てくださいなんて話を

しただけでは、交通の便も含めて利便性という問題は、山陽小野田にと

っては大変大きな売り込む要素だと思っていますので、そういう点での

発想がちょっと足りないのではないかと思っています。 

 

河野朋子委員 今のに少し関連するんですけど、ちらしをつくっていますよね。

これ多分職員がつくったと思うんです。せっかくこういったちらしをつ

くるのであれば、これは転入奨励金のことだけについて書いてあるんで

すけど、今言われたような山陽小野田市の魅力というものが少し読んで

とれるようなものをつくらないと。そういった意味でちらしを何千枚配

るとかいうような目標をちゃんと設定して、先ほどのことにもかかわり

ますけど、このちらしによって、こういった制度もあるけれども、ここ

にはこういった魅力があるというものがわかるようなものを少し入れた

ほうがいいんじゃないかと思いました。 

 で、いろんな説明を載せなくてはいけないので、ちょっとこのちらし

自体が難しい、そうなると思うんですけど、硬いような内容になるのは

わかるんですけど、それでももうちょっとこう人目を引くような、もう

少し、若い人にアピールできるような内容のものに、もう一工夫したら

と思いますので、これ意見としてお願いします。 

 

岩本信子委員 プラス、ほとんど同じようなことなんですが、先ほど魅力ある

まちづくりということをそちらから言われたんですよ。そうすると、そ

の転入促進なら各課、例えば、教育委員会。前、市長に質問したときに、

学校給食で魅力あるまちができるのではないかと言ったときに、市長は、

それを否定されたんです。そうではなくて、もっと魅力あるまちづくり

を各課が、やっぱり教育とか衛生面とかその他の連携みたいなところが

あって、暮らしの環境とか、そういう各課の転入促進に対する連携みた

いなものをきちんとつくって、そして促進していくという形をとられな

いと、魅力あるまちなんて多分できないと思うんです。 

 今言われたことも全くそうなんですけど、企画だけではなくて、よそ

の課もどういうことをしたら魅力あるまちなのかということがきちんと
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出ているんですかね。その辺をきちんと押さえてやってほしいなと思う

んですけど。 

 

堀川総合政策部長 総合計画で、今言われたことがまさにそれです。多岐にわ

たっていろいろな施策、魅力あるまちづくりということで、各課全体で

取り組んでいます。今言われる魅力、体系になって何かつくっているか

というほどはまだつくっていません。これについては今後考えてみたい

と思っています。 

 

伊藤實委員長 今のことについては、委員からまた提案要望があったわけです

が、アンケートの中でも、子育て環境の充実をしてほしい、医療福祉の

充実とか、いろいろこういう部分が出ているわけでしょう。そしたら、

庁内で連携しながら双方がやはりすることによって、やっぱり魅力がで

きると思いますので、それはチーム市役所、頑張らないといけないと思

いますので、期待しておりますので、よろしくお願いします。 

 それでは、質疑を終わり、事業に入ります。１７ページの緊急放送体

制確保事業について、執行部お願いします。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 それでは、４番の緊急放送体制確保事業について、

総務課から説明します。 

 市内に災害が発生したとき、または災害が発生するおそれがあるとき

に、市民の皆様に迅速かつ確実に情報を伝達する手段としてコミュニテ

ィＦＭは非常に有効な手段であると考えています。 

 このため、平成２４年３月に株式会社ＦＭ山陽小野田と災害時等にお

ける緊急放送に関する協定を締結しています。 

 さらに、平成２５年度からは防災ラジオを導入し、放送スタジオに起

動装置を置き、放送時間中はもちろんのこと、放送時間外であっても緊

急放送を行うことが可能となりました。 

 現在、この防災ラジオを市民や自治会、自主防災組織などを対象に有

償で配付しておりますが、この防災ラジオがあればスイッチを切ってい

ても自動的に起動し、災害情報を聞くことができます。 

 なお、普通のラジオでもスイッチを入れてＦＭ山陽小野田の周波数、

８９.７に合わせておけば、当然放送を聞くことはできます。 

 このように、コミュニティＦＭは災害時の情報伝達手段として非常に

有効な手段であり、こうした緊急放送が昼夜を問わず、いつでも可能と

なる体制をとってもらっていますので、ＦＭ山陽小野田に対してこうし

た体制を維持するための負担金として年額１２０万円を予算化するもの
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です。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりましたので、質疑はあります

か。 

 

松尾数則委員 緊急放送、この目的からして１００％市民に通じると、でない

と意味がないと思っています。ところが、現実問題として災害に遭った

とき、恐らく家の中で聞いたとき、もしこのラジオを買ったとしても、

災害が夜に来たらまず聞こえませんね。 

 いつもアンテナをつけて置いておくわけにはいかないし、それも大変

ですし、そういう地域がある、それをカバーするために、例えば中継基

地をまた設けるとか、そういった思いはないのでしょうか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 防災ラジオの緊急放送を行った場合は、最大音量

で流すようにしています。ですから、相当大きな音が出ますので、夜間

であっても聞こえないということはまずないのではないかと思っていま

す。そういった災害時、一番考えられるのは大雨、洪水の関係ですけど

も、こういったときには当然部屋の一番聞きやすいところ、そういった

ところに置いていただくように配付時にはお願いをしていますし、そう

いったことで、夜間で聞こえないということについては、まずないので

はないかと思っています。 

 それと中継については、現実はちょっとそこまで考えていないんです

けども、必要な場合はアンテナをつければ、かなり感度も上がりますの

で、現状はそういったことで対応していただくようにお願いしています。 

 

松尾数則委員 どうも思いが通じてなかったので、基本的にはアンテナをつけ

ても入らない地域というのがあるんですよ、やっぱり。その辺の対応を

何とかしていくべきじではないかと言いたかったんです。どのようにお

考えですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 災害時の伝達方法についてはいろんな方法があり

ます。ただ、街宣車は聞きにくいという問題はあるとは思うんですが、

あわせて自主防災組織を結成いただくように、我々もかなり強く言って

いますし、かなりそういった組織もできています。 

 ですから、自主防災組織の中でも防災ラジオを持っていただくという

話もしていますので、自主防災組織の中で、または自治会の中で、そう

いった非常時の連絡網も考えていただきたいと思っています。いずれに
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しても災害時においてはいろんな方法を使って伝達はしていきたいと考

えています。 

 

杉本保喜委員 この緊急放送の試運転というか、そういうことはどれぐらいや

っているのですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 試験放送については、昨年１度、６月だったと思

いますが、行いました。これについては、市民からももっと定期的にし

てほしいという意見も聞いていますし、我々としてもそこは必要と考え

ていますので、来年については定期的にもっと回数をふやして、例えば

月に１回とかそういった形でしていきたいと思っています。 

 当然、事前に十分周知する必要がありますので、そうした周知をした

上で定期的にもっと回数をふやしてやっていきたいと考えています。 

 

杉本保喜委員 防災ラジオを購入された方の名簿を作成していますか。 

 

大下総務課危機管理室長 配付のときには申請書を書いてもらっていますので、

配付したそのラジオのシリアルナンバーといいますか、ＩＤ番号等で実

際に購入された方の名簿はきちんと整理しています。 

 

杉本保喜委員 購入された方にこの日は防災ラジオの試運転をやりますよとい

うことを前もって知らせておいて、受信状況はどうでしたかと問い合わ

せることもやっぱり必要だと思います。 

 そうすれば、アンテナを立てる、集合アンテナを立てるか、もしくは

そこの人がその対策を講じてもらうとかいう点が生まれてくると思うん

です。 

 だから、せっかくのこのシステムをもっと生かすという意味合いから、

試験放送を定期的にやり、その結果の状況を把握するというようなこと

も試みていただきたいと思います。 

 

伊藤實委員長 提案ですね。 

 

下瀬俊夫委員 現在の防災ラジオの普及台数、それと結局市としては何台ぐら

いを目標にしているのかというのもあわせてお答えください。 

 

大下総務課危機管理室長 今現在、７４８台購入して、６５０台配付済みです。 

 目標というのは別に定めていませんが、より多くの市民の方々あるい
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は自主防災組織あるいは自治会に持ってもらい、私たちも非常用の連絡

ができる端末、そういうものを各家庭に置くのが非常に望ましいと考え

ていますので、その辺はできるだけ周知徹底を図って、十分宣伝をして、

市民の方々にこの有効な情報伝達の手段の一つということを理解しても

らい、普及に努力したいと思っています。 

 以上です。 

 

下瀬俊夫委員 努力目標よりもやっぱりどの範囲で何台ぐらい普及するという、

何年までにという、こういう計画が要るのではないですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 具体的数値は今持っていませんけども、やはり基

本的には各自治会、自主防災組織にやっぱり最低１台は持っていただき

たいと思っています。 

 それと、携帯電話があれば防災メールが使えるんですけども、携帯電

話をお持ちでない、使い辛いお年寄りの方などについては、ぜひ防災ラ

ジオを持っていただきたいと思っています。 

 具体的な計画の年度というのは、まだ持ってないんですが、思いとす

ればそういった考え方で早く持っていただきたい。数字については、ま

だありませんが、進めていきたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 僕が心配するのは、７４８台準備していたわけですね。７４８

台でとまるんじゃないかなと思うんですよ。だから、例えば、いつまで

に１,０００にするとか１,５００にするとか。やっぱり手持ちがあって

初めて具体的な動きが出てくるんじゃないですか。今のだったら、多分

７４８でとまってしまうのではないかなと懸念するんですけどね。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 現在の７４８についてはとにかく早くはかせてい

きたいと思っています。その後については、当然購入すればお金はかか

りますけれども、もっともっと必要なものと思っていますので、今後に

ついてはなくなった時点で予算要求を、また購入していきたいと思って

います。２６年度としては、とりあえずは現行のものを早く周知をして

持っていただきたい。それから、先についてはその先でまた要求をして

いくということです。 

 

下瀬俊夫委員 ２６年は手持ちをと言ったらあと１００台しかない。１００台

を普及するのはこの２６年度の事業ですか。ちょっとそれはおかしいで

しょう。 
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吉藤総務部次長兼総務課長 ２６年度ですべてはかせて、その後どうするかと

いうことでしょうけど、別に２６年度にはかせておしまいとは思ってい

ませんので、とにかく早く普及して、持っていただいて、もし仮にその

年度内になくなるということになれば、その先はまた、財政的な部分も

ありますけども、要求していきたいと思っています。 

 

岩本信子委員 普及計画ですよね。例えば、各自治会に２台ずつとか、例えば

だんだんふやしていく、各自治会の中で３台はとか、そういう普及計画

みたいなものは立てられないんですか。自主防災組織には１台ずつある

ということは聞くんですけれども、自治会なんかはどうなんですか。そ

のように立てられたらどうかと思うんですけどいかがでしょうか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 自治会への普及率については資料を持っていませ

んが、中には１台といわず２台持っているところもありますけども、ま

だ持っていない自治会、自主防災組織というのは市で把握は当然してい

ますので、そういったところについては積極的に呼びかけながらしてい

きたいとは思っています。 

 

伊藤實委員長 防災ラジオ、７４８台で今６５０台。３００いくつか自治会が

ありますよね。全部はいっていないということですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 自治会の数は市全体で３５０あると思うんですけ

ども、個人の方にも配付していますので、現在約６５０という状況です。 

 

伊藤實委員長 今、それぞれの質疑の中でもやっぱり目標数値というか、安心

安全なまち、水害があったまちでしょう。それを市長もすごく強調され

ているんだったら、やはり市民のうちの３０％なり５０％に配布しよう

というような目標ってすごく大事だと思うんですよ。そういう計画がな

いので。それと同時に、先ほど杉本委員からあったように、試運転もで

すが、今後、防災訓練とかそういうときに、このシステムを有効活用す

るということになれば、必然的に市民にも周知できるわけですから、や

はり定期的にというよりは、厚狭川の水害が７月１５日、台風があった

ときとか３・１１とか、やぱり災害があった日なりに持っていくとか、

そうやって市民が忘れないようにするということはすごく大事だと思う

んで、そういう部分についても、もっともっと練ってしないと、ついこ

この１２０万円で、防災の放送が流れるだけでは意味がないと思います
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ので、もっと深い計画を出していただければと思います。 

 

吉永美子委員 この１２０万円についてお聞きします。事業概要が「災害時に

迅速かつ確実に緊急放送が発信できる体制を確保するための費用」とい

うことなんですけど、そうすると、これはＦＭ山陽小野田、ここの人件

費という考え方でいいのでしょうか。どういう負担の金額で１２０万円

がはじき出されているのでしょうか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 １２０万円の根拠ということですが、当然、夜間

でも緊急時には出てスイッチを入れてもらうという、そういったいろい

ろな作業が出てくると思います。 

 また、日常的に起動装置がきちんと動くのか、そういった点検にもか

かわると思いますし、基本的にはそういった人件費の部分になるとは思

います。 

 で、１２０万円については、具体的に積み上げたものではないのです

が、県内の他の自治体、コミュニティＦＭを持っているところの状況を

調べてみる中で、県内で防災ラジオを入れているのは防府市が先行して

いて、コミュニティＦＭ、ぷらざＦＭというがあり、年額１２０万円と

いう費用を負担しているようです。 

 あと、ほかにも萩市にＦＭ萩というのがあり、災害時の緊急放送をし

てもらうことに対する費用負担ということで、ここもやはり年額１２０

万円という費用負担をしています。 

 そういった状況の中で、本市としても常にそういった体制をとっても

らっていますけれども、２６年度から予算化してそういった体制をとっ

てもらうという趣旨で決められたものです。 

 

吉永美子委員 そうすると、例えば、台風が来そうなときに、このＦＭ山陽小

野田の方が事前に夜もそこに張りついておられるという体制がつくられ

るという認識でよろしいでしょうか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 一番懸念される大雨等の場合については、事前に

そういう気象情報が流れてきますので、そういった放送をする可能性が

高まってきますので、そういったときについては放送局に詰めてもらい、

すぐに放送ができる体制をとってもらう、そういった費用の負担という

ことで御理解いただきたいと思います。 

 

吉永美子委員 それでは、そういった緊急時、そういうのはどういう定義、細
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かい約束事ですね、ちょっと危ないなというときはどのぐらい前から待

機してもらうとか、そういう細かいことはきちんと規定というか、約束

はしているのですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 基本的には、ＦＭ山陽小野田との協定書がありま

す。あとさらに詳しい事務的なマニュアル、これについては相手方と交

換しながら確認はしています。 

 

中村博行副委員長 ちょっと確認ですが、昨年試験放送をしたということで、

その検証は全てしていると思うんですが、その中で、先ほど松尾委員の

懸念された放送が届かない地域というのが実際にあって、どういうとこ

ろかということを教えてもらえますか。 

 

大下総務課危機管理室長 昨年の６月３日の正午に試験放送をしました。その

中で、一部、厚狭地区の新幹線の付近、新幹線が通るとどうしても電波

障害が発生するということで、一部入らないということで職員が調査に

行きましたし、購入された後に持って帰ったけども、ちょっと入りにく

いと。要は、普通のラジオのアンテナだけでは入りにくいというところ

がありましたら、実際に出向いて行って調査をして、附属のアンテナを

つけなければ入りにくいという場所は何カ所かは確認しています。 

 

中村博行副委員長 その地域だけですか。新幹線の路線、その範囲だけ。先ほ

どから言われている厚狭の北部のほうですよね。これも入らないのです

か。 

 

大下総務課危機管理室長 厚狭の北部のほうも実際、これは外なり家の中でも

ちょっと違いがあるんですけど、家の中でもちょっと山合いに入ると入

りにくいところがあるということで、そういうところについては、附属

のアンテナを用意して、完全に受信ができる状況にはしています。 

 

伊藤實委員長 なければ、４番の緊急放送体制確保事業については終了します。 

 昼からの４款衛生費の終了後に、残りの５、６、８の事業と２款総務

費の１項１０目から２３、３０目について審査をします。それでは、休

憩に入ります。１３時から再開します。 

 

午前１１時５５分休憩 
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午後１時再開 

 

伊藤實委員長 休憩前に引き続き、委員会を再開します。 

 それでは、４款の衛生費の審査対象の事業から始めたいと思います。 

 最初に、事業ナンバー１２番の地域医療連携情報ネットワーク運営負

担事業について、執行部の説明を求めます。 

 

兼本健康増進課長 それでは、事業ナンバー１２、地域医療連携情報ネットワー

ク運営負担事業について、説明します。 

 事業の背景及び事業概要について、実施計画の名前は負担金事業とな

っていますけれども、まずは地域医療連携情報ネットワークについて、

少し説明します。 

 このシステムは、山口県の保健医療計画に位置づけされた医療におけ

るＩＣＴの活用、医療情報の電子化、ネットワーク化推進事業の１つで

す。 

 このシステム構築に至った経緯について、具体的には、平成２３年１

月に厚生労働省が地域医療再生基金を拡充したことを受け、平成２３年

６月に山口県で基金を活用した事業を実施するため、平成２３年度から

平成２５年度の３年間の事業期間をもって、山口県地域医療再生計画が

策定されました。平成２３年１２月にこれが交付決定され、平成２４年

２月に本ネットワークシステムを構築するため、山口県下３つの医療圏、

これが岩国、宇部、下関、この３つの医療圏がモデル地域として決定さ

れました。 

 宇部医療圏における事業の実施主体として、宇部・山陽小野田・美祢

圏域地域医療連携情報ネットワーク導入地域会議が設置され、事務局を

宇部市医師会内におき、この会議は、医師会、基幹病院、行政、有識者

で組織されました。 

 平成２４年４月から、地域医療連携情報ネットワークシステム導入に

向けた仕様書等の作成、そして平成２５年４月からはシステム構築を開

始して、診療情報、患者情報の共有化、医療機関相互及び行政機関との

情報交換ができる仕組みを構築し、平成２６年４月１日から稼働予定で

す。 

 ５９ページをお開きください。これが、地域医療連携ネットワークの

全体のイメージです。 

 システムの概要は、本年４月からは、１つ目、基幹病院である山口大

学附属病院、山口労災病院、宇部興産中央病院の患者情報を他の病院や

診療所から参照することができます。 
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 ２つ目として、地域医療連携パスシステム、これは関係する医療機関

が共有する診療計画ですが、この運用。 

 ３つ目として、退院情報連絡システムが本番稼働します。今回のシス

テムの特徴としては、閲覧に制限のある患者情報や診療情報の共有のみ

ではなく、医療機関、行政、介護施設などと情報交換を可能とするポー

タルサイトの設置により、医療、介護、保健連携ができる仕組みとなっ

ています。登録した医療関係者が全員アクセスできるポータルサイトの

領域に掲示板等を設置して、予約・照会システム、医療・介護施設情報

参照システム、地域医療連携室ネットワーク、地域院内感染対策ネット

ワーク等の情報を掲載して、地域医療連携による地域完結型医療を目指

すものでごす。 

 ６０ページをお開きください。上段はネットワークの整備についての

イメージ図です。 

 下の運営費の共同負担というところですが、当初導入経費は国の地域

医療再生基金で補助されましたが、このシステムを今後、運営していく

ためには運営経費が必要となります。運営費の負担は、地域医療情報連

携推進のために基幹病院、一般病院・診療所、行政及び医師会の３者で

共同負担することとし、市はポータルサイト管理運営費の１３０万円の

うち、宇部市、美祢市、本市の人口割りで、本市は３１万円の負担を予

算として上げています。 

 市に設置しますシステム端末は、今回は１台のみが国の補助事業で設

置されるため、ノート型のパソコンを選択しました。当分の間、小野田

保健センターでポータルサイトへのアクセスを行い、メール等の確認を

行い、それに加えて市の急患診療所も医療機関の１つとして本ネット

ワークに参加するため、夜間休日はこちらでもシステムを利用できるよ

うにします。今後の利用状況に応じて端末等の増設も考えています。 

 本システムは４月に稼働するわけですが、完成されたものではありま

せん。現時点での組み込み予定の個別システムを随時完成させていくこ

とにより、利用しやすいシステムに育て上げ、システムの質を向上させ

ることが課題として残っていると思います。 

 また、このネットワークへの参加医療機関が病院で７０％、診療所は

３４％であるため、この参加率を向上させることによって、ネットワー

クによる医療連携の強化が望まれると考えています。 

 そのためには、この導入実施主体である地域会議を継続的に開催して、

進捗管理を行い、システムの汎用に努めていく必要があると考えていま

す。 
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伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりました。所管の民生福祉のほ

うから何か最初ありますか。 

 

下瀬俊夫委員 所管の民生福祉では、以前からこの医療連携ネットワークにつ

いてはいろんな形で、先進地も含めて研究をしてきました。 

 私たちの基本的な考え方は、まず市民病院が中心で、それから開業医

にネットワークをつくっていくというのが１つの方向だったんですね。

県が先に興産中央病院と宇部医大と労災という格好で始めたんで、一番

心配なのは、開業医までこれが本当に広がるだろうかというところなん

です。今、言われたように三十数％という状況で、パソコンそのものを

持っていない開業医もたくさんあるわけです。こういうところにネット

ワークができないと、あまりこれ、活用がどれだけ進むんだろうかとい

う点で１つの疑問があります。 

 それからもう１つは、今、言った３つの基幹病院がそれぞれ公表する

情報がまちまちなんですね。これで果たしていいのだろうかという点で。

そこら辺、どっかで調整が要るのではないかなというのが１つですね。 

 それから例えば、救急患者が救急病院に搬送されるときに、救急患者

のいわゆる情報がきちんと共有できるのだろうかと。そういういくつか

の問題がまだよくわからない。もう１つはセキュリティの問題です。患

者情報がどの範囲で取れるのかということと、公表される中身がどの範

囲なのかという問題です。そこら辺がきちんとしていかないと、いろん

な問題が起こってくる可能性があるということで、そういういくつかの

問題も含めてきちんと検討をお願いしたい。 

 ただ、私たちの委員会では、この医療ネットワークを積極的につくっ

ていこうということでこれまでいろいろ議論をしてきましたので、少し

そこ辺がかみ合っていけばいいなと思います。 

 

伊藤實委員長 意見ということですね。それでは、ほかの委員の質疑を受けま

す。 

 

河野朋子委員 開業医にとって、これはメリットがあるのですか、ないのです

か。その辺も含めて、なぜ登録が少ないのか。 

 

田所健康福祉部長 まず、開業医のほうは、小野田医師会の話で言いますと、

やはり市民病院からの情報がほしいと。それで、診療に役立てたい。そ

したら診療所でもある程度その情報をもとにして、在宅の患者を診るこ

とができるというお話はありました。 
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 それで、今のところ小野田医師会の参加率が４０％と、ほかの医師会

に比べたら高いんですけども、今、市民病院が建築中で、医療情報の機

械や画像情報とか入ってないので、そこまで今度はできるから、それが

できたらこのネットワークに市民病院も入られると聞いています。 

 小野田医師会からは病院の動向を待って参加する意向があるとは聞い

ています。 

 

河野朋子委員 では、今回のこの２６年度からの分には、市民病院は登録され

てないということですか。 

 

田所健康福祉部長 当初はまだ入れない状態なので、１０月からある程度シス

テムが稼働し出すと、今、言いましたように画像情報からその辺も今度

入りますから、それでこのネットワークに乗っていくという計画だそう

です。 

 

河野朋子委員 それを待って、今後、小野田医師会の開業医も登録の割合が上

がるというように理解しました。 

 これ、患者というか、市民側からのメリット、医療費とか国保料金と

かそういったところに影響が、長い目で見ないといけないのかもしれま

せんけど、その辺どう考えたらいいのでしょうか。 

 

田所健康福祉部長 今、言いました３病院ですね。これ、ある程度急性期の方

が対象になって、患者の同意を得た上で情報公開される。ただ、そのネ

ットワークは簡単には他から入れないような中で利用されるわけですか

ら、患者さんのメリットとすれば、大病院で手術したら、自宅に帰って

もまた大病院に足を運ぶとか、その辺があろうと思うんですけども、今

度、お近くのかかりつけ医とかその辺で、大病院で診断した画像、検査

データを診療所で見られるようになりますから、大病院まで行かなくて

も近くの病院で、その大病院で診察された検査とかその辺をもとにした

診察を受けられるというふうには期待できると思っていす。 

 

下瀬俊夫委員 よそでは今の患者がいわゆる自分の情報を公開してもよろしい

という、そのためのこの対応をどうするかというのでいろいろなシステ

ムをつくっていますよね。例えば会員制にするとか。今回の場合はこの

地域連携パスということで進んでいくんですか。自分の情報を公開する

という、あるいは自分の情報をいわゆるネットワークで管理をするとい

うことについて。 
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兼本健康増進課長 患者から同意書をもらう形になっています。 

 

下瀬俊夫委員 そうすると、その同意をしない患者というのもかなり出てくる

可能性がありますよね。それも前提の上でのシステムですね。 

 

兼本健康増進課長 現在のところ、そのようなことのつくり込みだと聞いてい

ます。患者本人の同意がないまま、それを誰でも自由に患者情報が見れ

るというシステムのつくり込みにはなっていません。 

 

下瀬俊夫委員 当然、誰でも見られるというわけじゃないので、いわゆる基幹

病院とそれとネットワークをつなぐ病院あるいは診療所というところで

すね。だから、見られるのはそこでしか見られないということになるの

でしょう。いわゆる自宅では見られないよね、患者さんが。 

 

兼本健康増進課長 このシステムは市民に向けた公開されたサイトではありま

せんので、同意を得た患者情報がその同意を取られた先生がＩＤとパス

ワードで管理された場所だけを見ることができる。だから、いくら医者

であってもほかの患者、自分の患者外の情報まで見ることはできないと

聞いています。 

 

下瀬俊夫委員 さっき言ったように、パソコンを扱えない開業医、特に高齢の

方ですね。これ、かなりいると思うんですよね。ここら辺は、少なくと

もこのネットワークにはなかなか入れないと思うんですが、ここら辺を

どうするかという対策は何かあるんですか。 

 

兼本健康増進課長 これは今からの検討課題だと思っています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは、次の１３番にい

きます。成人健康診査事業について、執行部の説明を求めます。 

 

兼本健康増進課長 それでは、６１ページをお開きください。健康診査事業、

予算総額８,９５７万２,０００円について説明します。 

 健康診査事業の実施計画は、補助事業、単独事業の種別から４つの事

業に分けて整理しています。したがって、実施計画が４枚あると思いま

す。 

 順次説明します。１つ目は成人健康診査事業で、県の補助事業に乗っ
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たもの。２つ目が一般、通常検診といっています市が実施する検診。３

つ目が結核検診。４つ目ががん検診の中でも検診推進事業という無料

クーポン事業の実施計画、この４枚に分けて整理しています。 

 それでは、６１ページをお開きください。成人健康診査①は、県の補

助事業として、健康手帳の作成、健康教育、健康相談、健康診査のうち、

特定健診等の非該当者に対する健診及び肝炎ウイルス検診、訪問健康診

査を行うための事業です。健診の内容は、特定健診の検査項目に準じて

実施しています。 

 次に、６３ページをお開きください。この検診は、死亡原因が１位で

あるがんの早期発見、早期治療を行うため、肺がん、女性特有のがん、

大腸がん、胃がん、前立腺がんの検診を特定健診、女性の健康診査、肝

炎ウイルス検査、結核検診と組み合わせて総合健診として実施するもの

です。実施手法としては、６月１日から総合健診として健診対象者は市

が行う集団検診や医療機関での個別健診を選択できます。 

 集団健診は、市内７カ所１０日間、個別健診は市内の医療機関５９の

医療機関で受診できます。予算としては、報償費１１万２,０００円は、

総合健診の看護師雇い上げ、需用費６２万７,０００円は、がん検診の受

診票の印刷製本費が主なものです。役務費３１万４,０００円は検診の結

果通知用の通信運搬費、委託料８,３９０万４,０００円は健診でかかる

医療機関等に支払う健診委託料です。 

 続けて６５ページをお開きください。この事業は感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律第５３条の２の規定に基づく６５

歳以上のものを対象に行う肺がん結核検診です。 

 実施手法としては、これも総合健診時に集団健診又は医療機関で受診

をしてもらうようになっています。それに加えて、この健診は市内の各

地を８日間から１０日間ぐらいかけて回るんですが、巡回健診車で肺が

ん検診をします。 

 予算としては、本事業は総合健診における肺がん検診と同時に行うた

めに、需用費については事務費２,０００円、役務費については結果通知

の郵送料、委託料については間接撮影の撮影委託料のみを予算計上して

います。 

 続いて、６７ページをお開きください。この事業は、平成２５年度ま

では年齢５歳を節目として子宮頸がん、乳がん、大腸がん検診が無料で

受診できるクーポン券を該当者へ送付して、検診の推進事業を国の補助

事業として実施してきました。平成２６年度は、補助事業における補助

対象者が縮小される形で変更になりました。 

 この実施計画の全体計画の欄に、本事業の対象者の年齢を記載してい
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ます。 

 この事業の予算としては、需用費５８万３,０００円はがん検診手帳の

作成やクーポン券作成にかかる印刷製本費、役務費６６万１,０００円は

クーポン券の郵送料、委託料１７７万５,０００円は本事業に係る医療機

関に支払う検診委託料です。 

 この計画だけを見てみますと、事業が縮小されたという形に見え、受

診率の低下とかが懸念されると思いますが、これとは別に、女性の子宮

頸がん、乳がん検診対策として過去４年間のクーポン対象者のうち、１

回も検診を受診していない人を対象に無料クーポンを送付して、再度受

診勧奨を行う事業も新年度の国の計画に追加で盛り込まれています。 

 この詳細な事業計画について、新年度予算策定までにその詳細が間に

合いませんでしたので、今、言いました事業については早急に実施計画

を策定して、早期の段階で議会にお諮りしたいと考えています。 

 あと、全体的なことですが、平成２３年、２４年、決算認定において、

健診受診率の向上を一層強化することとの附帯決議もいただいています。

健康増進課としても、受診率向上に向けた取り組みに力を入れたいと考

えています。 

 ７０ページをお開きください。これが健康診査事業の実施状況を資料

としています。２４年度と２５年度を比較して、本当に少しですが、健

診者数は増加して率も少しは増加しています。平成２５年度、当初８回

の集団検診を予定していましたが、国民健康保険の実施する追加特定検

診に今までは参加してなかったんですけれども、このがん検診も一緒に

追加実施したこと、また、医療機関による検診期間を３カ月間延長した

ことによって、受診率が少し上がったと考えています。 

 平成２６年度も引き続き受診機会の拡大、他機関との連携による普及

啓発、携帯版のホームページ、さんようおのだっこへの掲載も実施しま

す。 

 また、他の保険者いわゆる協会健保等と健診の共同実施なども考えて

いきたいと考えています。 

 それと、受診率の向上も本当大きな課題ではあるんですけれども、健

診の現場に出向いて、いろいろ見ていますが、健診事業の総合的な質の

向上というものがもう少し必要かなとも考えています。市民の受診環境

の満足度というのも上げていきたいなと。 

 例えば、予約方法とか、予約の電話が殺到して電話がつながりにくい

状況ですので、回線を増やすとか、受付体制とか待ち時間など改善でき

るものは見直していきたいなと。 

 それと、受診も大切ですけれども、健診後のフォローアップ体制の充
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実という面で、保健師が地区担当制を引いている中で、訪問に行かなけ

ればならないというものがすごく多い。増員の要望もしていますが、な

かなか厳しい職員配置計画の中で私たち自身が業務体制の見直し、効率

的な事務体制というものをどんどん進めていくことが大切ではないかな

というふうに考えています。 

 受診率については、目標を国が５０％と掲げていますけれども、１年、

２年で５０％に行くことはできないと思います。それでもやはり、この

事業は地道に続けていかなければならないと考えています。 

 

伊藤實委員長 それでは、最初、所管の委員から。 

 

下瀬俊夫委員 現状でいえば、保健センターを中心にして非常に頑張っている

ということについては評価をしているわけです。 

 ただ、先ほど言われたように、現状で本当に抜本的に受診率が上がる

んだろうかという思いはあるんです。そのために何が必要なのかという

のが１つ大きな課題だろうと。これは担当委員会でも先進地にぜひ行き

たいなと思っているんですが、昔は健康推進員というのが各自治会にい

て、各自治会で健康推進員を中心にして健診を受けようという呼びかけ

をしてるんです。こういうのがかなり受診率アップにつながったという

ふうに思っているんです。 

 それから、さっき言われたもう１つは、要精検、健診後のフォローア

ップですね。特にメンタルな部分が大変大きい。いわゆる要精検になっ

たときに、もう、お先真っ暗というか、僕の知人も要精検と聞いただけ

で自殺をしました。だから、そういう要精検といっただけで、もう自分

の人生終わったみたいに思ってしまうような人もいるわけです。だから、

こういうところにいかにメンタルな部分で励まして、今、がんは死なな

いよと、やっぱり早期発見、早期治療の意味はここにあるんだという点

で、そういう点での体制の援助というのが要るんじゃないかなと思うん

です。 

 そういう点で、抜本的にどうするかというのが今、求められています

が、なかなか抜本的な対策がないというのが正直な話で、今後、お互い

に協力しながらこの打開策をつくっていきたいと思っています。 

 

伊藤實委員長 それでは、質疑はありますか。 

 

下瀬俊夫委員 ６５ページの結核。今、どの程度の患者が発生しているか、わ

かりますか。 
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石井兼本健康増進課成人保健係長 患者数については、市町別では出ていませ

ん。山口県として２４年度２６０という新規の登録患者数となっていま

す。 

 

伊藤實委員長 ほかに。下瀬俊夫委員。 

 

下瀬俊夫委員 がん検診の無料クーポンの件ですが、子宮頸がんについて、今

厚生労働省の対応がかなり慎重になってきていますよね。ワクチンです。

だから、これについては、市民の方が逆に慎重になってきているんじゃ

ないかなと思っているんですが、この無料クーポンを配ってもどうなん

だろう。 

 

兼本健康増進課長 この無料クーポンは検診のクーポンですので、子宮頸がん

ワクチンは積極的勧奨は控えていますけれども、希望される方は医師の

説明を十分に受けられて納得した上で受けてくださいというような広報

の手法となっています。 

 

岩本信子委員 健康増進課は大変努力されていると思ってるんですけど、結局、

保健師とかを増やさないと後のケアという問題があるんで、その点につ

いて、保健師に対する予算要求がかなりあったと思うんですけど、どの

ように考えられたか、予算編成の意見を。 

 

川地財政課長 予算編成の前に、職員の採用になってきます。職員採用につい

ては、保健師ことしも１名、確か入られる、まだ予定ですけど。そうい

った形で人件費で採用に応じて予算編成しているといった状況です。 

 

岩本信子委員 それで、１名といったら現状からいうと、まだまだ何人かしな

ければいけない部分があるんではないかと思うんです。１名しかこちら

は要求できなかったのですか。それとも、２、３人欲しいけど１名しか

予算が取れなかったという現状ですか。 

 

堀川総合政策部長 今、人事課がいませんので、採用計画等明らかにできませ

ん。ただ、現場は保健師が要るというのは人事のヒアリング等でも言っ

ていると思います。ただ、採用云々ということについては、ここではお

答えできないということです。 
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河野朋子委員 関連ですけど、先ほど兼本課長から、保健師の訪問回数がすご

く増えて、効率的な業務に変えていかなければいけないというような説

明をされたんですけど、具体的にどういう意味なのか、ちょっと補足の

説明をお願いします。 

 

兼本健康増進課長 今、健康増進課は職員のほとんどが保健師と管理栄養士と

いう国家資格を持った専門職の者です。事務職といわれる者は私ともう

２人しかいません。 

 昔は健康増進課ではなく、国民健康保険にぶら下がった１つの係とし

て保健センターがあったんです。そこで、保健師はとにかく訪問オンリー

の仕事をしていればよかったわけです。それが平成２０年度に健康増進

課という課になり、事業計画からその実施まで、全て、旧保健センター

に所属していた保健師等で賄うことになりました。でも、これは事業を

実施していく上で重要です。例えば事務職が立てた計画をただ保健師が

実施していく、そして結果が出てと。それではなかなかうまく回らない

のではないかということで、今は保健師が計画から事務処理、データの

処理、それから訪問活動と多岐にわたる仕事をしています。その中で、

法改正等による業務がたくさんふえて、本当に事務仕事がたくさんある

んです。数名の補助員に来てもらっているんですけれども、ただそれで

も事務仕事に慣れないことも多いと感じています。もう課になって３年、

４年たちますけど、その当たり、もう少し効率化できるところがあるの

ではないかと感じています。業務改善というか、もっと効率的に時間を

かけずに、もっと時間をかけて、手を本当にかけなければならない、保

健師が本当に関わらなければならない部分に時間を割いてほしいという

意味で、業務改善をしていきたいということでそう申しました。 

 

河野朋子委員 私も気になったのが、保健師の本来の仕事ですよね、その当た

りをもしかして効率化と言われたのかなっていうのが気になったんです

けど、今言われたことでしたらもっともで、保健師のやるべき本来の仕

事、それができる体制なのかどうなのかということも含めて、こういっ

たところに力を入れてほしいので、今のような提案についてはぜひやっ

ていってほしいと思いますので、お願いします。 

 

杉本保喜委員 ６８ページの検診の市民サービスの公平化、全市的な観点から

内容、配置、場所等で適正化が必要というふうに評価結果が記入されて

いるんですけれど、具体的にはどんな問題を抱えているのでしょうか。 
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兼本健康増進課長 評価をする時点で５点、３点、１点という評価になるんで

すけれども、５歳刻みのクーポン事業ということで、市民全員にクーポ

ンが行き渡るわけではありません。そういった限られた人を対象とした

検診というところで５点がつかないんです。それで３点となっています。 

 

杉本保喜委員 では、特に問題点を今、抱えているということではないんです

ね。 

 

兼本健康増進課長 はい、そうです。 

 

下瀬俊夫委員 ６９ページの評価シートですね。この中で成果指標の達成度が

Ｃですよね。結局国の基準に達していないというのがこの評価になって

いるわけだけど、５０％行くわけないじゃない。そんなことを本気で評

価の対象にしているんですか。５０％というのは多分、全国的にもない

と思いますよ。これを基準に国が目標５０％にしているから、２０％満

たないからＣという評価は、現状を知らない人の判断だろうと思うけど、

いかがですか。 

 

兼本健康増進課長 目標設定の記入に当たっては、いろいろ紆余曲折がありま

す。当初は、来年このぐらい目指したいという形でパーセンテージを設

定していたんですけど、そうしますと、根拠がないということになりま

す。そして、自分たちが達成できそうな数字を上げたら評価がＡになり

ますが、果たしてそれでいいのかなというところに第１点の壁がありま

した。 

 そして、ここ１、２年、この評価のところである一定の数字、根拠の

ある数字を持ってこようと思ったら５０しかないんです。５０という数

字が、先ほどの説明の中でも言いましたけれども、果たして１０年たっ

て達成できるかと言えば、その当たりはかなり難しいという認識はあり

ますけれども、ここの評価設定をでは、いくらにするのかというところ

がすごく悩ましいところです。 

 だから、去年、２４年の事業評価で実施率が１６.８です。２５年度少

し見てみましたら１８.２ぐらいになっています。これを２０％にしよう

か２５％にしようか、そういうふうな評価のつくり込みでいいのかなと

いうところはやっぱり評価する担当課となかなか意見交換で難しいとこ

ろです。 

 

下瀬俊夫委員 言われること、わからないことはないんだけど、例えば何カ年
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計画という格好で５０にするというね。実はこの具体的な段取りが見え

ないんです、今のままで言えば。多分、皆さんもそう思っていると思う。

５０なんて行かないと思っていますよ。だけど、僕は行く方法はあると

思います。さっき言ったように、自治会ごとに健康推進員がちゃんとい

れば、そういう人を含めてきちんと１軒１軒訪問していってもらうとか、

何か具体的な手を考えない限り、僕はできないと思います。ところがそ

ういうふうに、今のところほとんど考えていないから、ちょっと今のま

まだったら手詰まりだろうという感じがします。 

 

伊藤實委員長 ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）なければ次に行きます。 

 １４番、山陽小野田市新火葬場建設事業について、執行部の説明をお

願いします。 

 

佐久間環境課長 それでは、新火葬場建設事業について、７１ページの事業計

画書に基づき説明いたします。 

 まず、表の左側ですが、全体計画を読み上げます。 

 小野田・山陽両斎場とも建設から３３年が経過しており、火葬炉など

の機械的設備等は既に耐用年数を超えている。基幹改修を繰り返せば延

命は可能であるが、極めて非効率である。新火葬場建設に関しては補助

金や交付税参入の措置がないため、これを機に合併特例債を活用して２

カ所の施設を１カ所に統合し、本市単独で山陽斎場での建てかえにより

新斎場を建設するものです。 

 これまでの経緯ですが、事業背景欄に記載しています。上から４行目

以降ですが、平成２４年度に宇部市との間で広域連携による火葬場の設

置について研究を行いました。平成２５年度には市政説明会の開催、市

民アンケートの実施、検討委員会の設置などをとおして建設方法につい

て検討を行ってきました。 

 次に、事業概要ですが、４行目、平成２６年度は、火葬場建設の基本

的な事項を定める基本計画を策定します。その後、以下に記載していま

すさまざまな手続等を経て、平成３１年度の供用開始を目指しています。 

 次に、事業の意図、結果の欄ですが、下から２行目、山陽斎場での建

てかえについて、周辺住民等への説明を１月に行い、おおむねの理解を

いただいたところです。 

 それでは、２６年度の予算を説明します。委員謝金４万８,０００円は、

新たに設置する予定の基本計画の検討委員会の委員への謝金です。委員

構成は、有識者、団体等の代表者、公募委員等で構成していきたいと考

えています。 
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 助言謝金は、基本計画策定には有識者に専門的、技術的な助言をいた

だくことが多々あります。その際の謝金です。 

 また消耗品９,０００円、通信運搬費３,０００円は、それぞれ用紙代、

郵送料等です。 

 最後に、基本計画作成委託料として１,０００万円を計上しています。 

 基本計画の骨子案は７３ページのとおりで、１番の基本理念から１０

番の都市計画決定の基礎資料までを想定しています。この計画の中で、

施設規模及び概算事業費等について、精査する中で一定の方向性を出し

ていきたいと考えています。また、７４ページには、基本計画策定スケ

ジュール案を添付していますので、御参照いただきたいと思います。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりました。所管の委員会から。 

 

下瀬俊夫委員 私の委員会には、かたくなに市外を求める人がまだおり、もし

市内につくるんであれば、宇部市に負けない立派なものをつくれと、こ

ういうふうに言っています。 

 ところが、市長から、かなり枠をはめられて、なかなか厳しいんです

が、どの程度のものを考えているのかがもう一つよく、基本的な考え方

ですが、これがよくわからない。 

 それから、特に、周辺の自治会、市民とのかかわりで、やっぱりきち

んとした説明責任が要るんではないかという点です。 

 それと、出入り口の道路の関係、どうなるんだろうかと。特に、市内

全域から、非常に、片寄ったところにアクセスできるような仕組みが要

るんではないかという点で、いずれにしても、そこら辺の全体計画につ

いて、基本的にどういうふうに考えているのかお聞きしたいということ

です。 

 

佐久間環境課長 市政説明会、また基本方針の検討委員会を昨年立ち上げて行

ったわけですが、その中でも、単独でやる場合ということで、炉の数、

そして待合室の数とか、全体といえるかどうかわかりませんが、現段階

では、そのときに説明した全体構想とほとんど変わっていません。 

 それで、施設のほうはそういうことになりますが、出入り口等につい

ては、峠の市場よりも楠側で進入路をつくったほうがいいと、担当課と

しては、今、基本的にはそういう考えは持っています。その辺も含めて、

基本計画を策定する中で精査していくということになります。 

 それから、説明責任ということで、地元のほうに、１月に話をしまし

たが、事前の説明ということで、市ではこういう方向性で考えています
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ということをお伝えしました。基本計画等ができれば、またこういう形

ですということはお示ししていく機会をつくりたいと思っています。 

 

伊藤實委員長 それでは、ほかの委員の質疑を受けます。 

 

長谷川知司委員 職員レベルでの研究を広域で行ったとありますが、これを行

った目的というのは、何のために行ったのか。というのが、要するに単

独でするよりも広域でしたほうが当然メリットがあると思われたと思う

んです。そのメリットについてちょっと教えていただきたいんですが。 

 

佐久間環境課長 平成２４年度に宇部市と課のレベルで協議を行いました。目

的については、宇部市のほうから、広域について勉強会、研究会をしな

いかという投げかけもあって、それを受けて行ったものです。当然、ス

ケールメリットということで、広域でやった場合の建設費、または宇部

市、山陽小野田で、それぞれ単独でやった場合の建設費を一定の条件の

中で試算をして、スケールメリットの点と、あとは候補地について、そ

れぞれ実際にやるとなったらどうなのかという、そういう内容で研究を

行いました。 

 当時もいろいろあったんですが、広域ありきでの研究ではなくて、両

市で火葬場建設について研究会を持ったということで位置づけをしてい

ます。 

 

長谷川知司委員 私個人の考えですが、やはり火葬能力というのは今どこも変

わらないと思うんです、性能についても。大事なのは、亡くなられた方

の遺族が、やっぱり火葬に対して心安らかに終えられることが大事だと

思うんです。そういう附帯設備が、やはりきちんとしていないと意味が

ないと思います。ただ火葬すればいいんだというのであれば、遺族は本

当に疲れたままで終わってしまいます。そこをどうするか。 

 ところが、市長は、広域のときの値段と同じ値段で単独でもやりなさ

いというような乱暴なことを言われましたが、それについて、担当課と

しては必要なものがあれば、やはりきちんと説明するようにお願いした

いと思います。 

  

河野朋子委員 市民への説明のときには、今言われたように、広域になればあ

る程度いろんな経費の面でこういうふうな金額ですよと、単独でやった

場合はこれだけというような数字を示されましたよね。今課長が言われ

るには、ある程度それぐらいの金額でなりそうだというような話をされ
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たんですけど、それと本会議場での市長の答弁が食い違っているんです。 

 そのあたりは、どちらがどうなのかをはっきりしないと、市民に対し

ての説明はどうだったのかということになりますし、広域共同建設した

場合よりもコストが上がらないようにするともう約束したというふうに、

あの場で言われたので、そのあたりを明確にしてもらわないとちょっと

わからないので、お願いします。 

 

佐久間環境課長 市政説明会と基本方針の検討委員会では、先ほどあった広域

連携で宇部市と協議を行った報告書に基づいた額で説明しています。そ

の額は、本市単独であれば１４億１,１００万円から１５億８,０００万

円ということで説明しています。 

 そして、市長が一般質問の中、代表質問の中でもですが、担当課に指

示をしているということを言っています。指示を受けているのも事実で

す。広域でやった場合の本市の負担額に見合うようにやるようにという

指示を受けているのは事実です。 

 担当課としては、今後、基本計画を策定する中で、その辺を検討しな

がら、コスト削減、経費削減に努めていくということになります。 

 ただ、額について、本当に１０億円程度でできるのかということにな

りますと、当然、消費税がその当時入っていません。工事発注をするこ

ろには１０％になっていると、もう既に１億円高くなるということにな

ります。 

 それから、当時、広域の研究会で出した数字に入っていない部分が、

先ほど言いました進入路の関係とか、そして、山陽斎場を当初解体して、

その背後にある市有地を含めて建て替えたいという考えを持っていまし

たが、山陽斎場を残してやらないと、工事の期間中、１カ所で全ての火

葬が賄えるのかということになる。しかし、それも厳しいので、基本計

画の中でそれも詳細に詰めていきますが、山陽斎場を使いながら工事す

るとなれば、用地の取得費、そして進入路をつけかえるとなると造成工

事の規模も膨らんできます。これについては、広域連携の報告書の中で

上げている数字に入ってない部分です。 

 だから、建設工事そのものはできるだけ経費を下げていくんですが、

あと附帯する工事、用地の取得とか、造成工事の面積がふえるというこ

ともありますので、その辺は、その都度市長と協議しながら、そしてま

た、状況が変わるようであれば、議会にも丁寧に説明をしながら進めて

いくということ、現時点ではそういうことになると思います。 

 

伊藤實委員長 今、課長から説明があったんですが、やはりせっかく特例債を
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使って、火葬場、最後のところですよね、長谷川委員からの質疑でもあ

ったように、やはり皆、落胆されている中で、それぞれの控室なり。今

の山陽の火葬場、ああいう状況の中では、においもするし、いろんな環

境もいいわけではないわけです。 

 新しいところへ行けば、そこで初七日まで済ませたり、いろいろそう

いう設備がそろっているわけです。 

 今の話を聞くと、そういうこともかなわないような、金から入ってい

るから、またほかの計画と同じようになる可能性があるということです。 

 今、市長と相談しながらということだけど、途中で変えられるものじ

ゃないわけでしょう。だから、そこは、５億円違おうが、１０億円違お

うが、一括でお金払うわけではないわけで、合併特例債、３０年かな、

それで、後世の時代にまで引き継いで払っていくわけです。そしたら、

目先の何億とかではなくて、市民がこういう斎場をつくってよかったと

いうものをつくらないと。また中途半端なものをつくると、今回の一般

会計でも上がっている事業も、その懸念があるわけです。その辺につい

てはどうですか。 

 

川上市民生活部長 今、環境課長が言ったように、今から２６年度で基本計画

をつくっていきます。その中で、委員会等では、専門的な識見を持った

方、学者等ですけど、そういう方の意見を聞きながら計画をつくって、

それから実施設計に移っていくということになりますから、その辺は皆

さんの意見も取り入れてつくっていかなければいけないと思っています。 

 だから、今言われたように、形だけあればいいとか、そういうような

建物でなくて、皆さんの心情を考慮したようなもの、今までの山陽斎場

のような控室とか、そういう状況ではなくて、もうちょっと火葬のとき

に遺族の心情を考慮したような控室をつくりたい。そういうことは当然

検討委員会の中でも意見は出てくると思いますので、その辺を踏まえた

計画はできていくと思いますし、それに見合った実施設計もできていく

と思っています。 

 

岩本信子委員 今の斎場を使いながらということになると、土地の取得、これ

が結構な予算的なものが占めてくるんではないかなと思うんですけど、

用地の確保はちゃんとできるんでしょうか。それによる予算のオーバー

額、それはどのぐらい見ているのかお聞きしたいのですが。 

 

川上市民生活部長 用地についても、今から計画を立てていく中で、どのくら

い必要であろうかということが出てこようかと思います。 
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 山陽斎場での建てかえになりますので、山陽斎場の隣接地、ここを求

めるようになります。それが何平米ぐらい求めないといけないかとか、

そういうのは計画の中で出てきますし、都市計画の変更も、その部分を

含めた変更決定を打っていくというような形になりますので、面積に応

じて金額は変わると思います。 

 隣接地は通常の宅地ではありません。山林ですので、宅地を求めるの

と比べたら随分安い値段で買えるのではないかと思っています。 

 

杉本保喜委員 山陽斎場を運用しながら作業にかかっていくという計画という

ことですけれど、それだと用地も、その分も考えて多く取得しないとい

けないということですよね。 

 山陽斎場は、もうはっきり使わずに、小野田斎場でやりながら、それ

でさらに足りない部分は、宇部なり、下関なり、近郷で借りて、その分、

使用料を市並みにするというようなやり方もあると思うんです。 

 そういう特典をつけながら、しのいでいくという方法もあると思うん

ですけれど、それは費用対効果でなんですけど、それを検討してもいい

のではないかと思うんですが、どうですか。 

 

佐久間環境課長 今言われたことも含めて、検討課題では上がった話です。 

 ただ、これも基本計画の中でということになってくるんですが、将来

的なことを考えて、ある程度の土地を求めて、使いながら建てる、そし

て完成後、山陽斎場の用地は駐車場にする。また３０年後にどうなるか

わかりませんが、今度は反対のことをするということも想定できます。

それとあと、小野田の火葬場３炉ありますけど、これも老朽化して、常

時３炉が正常に使えるという状況にないことも想定しています。仮に、

１炉が故障して、２炉になったときに、全市の業務が賄えない状態が出

たときに、相当数、市外に出ていっていただくとか、葬儀を日延べして

もらうとかいうこともありますので、現段階、最終的に決めたわけでは

ないんですが、できるだけ山陽を残した中でやっていこうというのが現

在の考えです。 

 

杉本保喜委員 それはわかります。逆に今度は山陽のほうを使いながら、アウ

トになったらどうするかということです。 

 要するに火葬場の１つのかまが使えなくなった、普通であれば、それ

を修理にかかりますよね、修理すべきか否かというような問題が起こっ

てくると思うんです。その辺も検討の中に入れておく必要があるんでは

ないかと思うんです。 
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川上市民生活部長 山陽と小野田、２つを使いながらとなりますので、何とか

やっていけるんではないかと思っています。 

 それで、１炉でも故障したらどうかということですけど、それは近隣

の市町と連携をしてということで今考えています。 

 

中村博行副委員長 場所ですが、私たちが市民懇談会で動いた中で、今さらな

んですが、小野田側にという要望がすごく強かったんです。市長が広報

等で厚狭に決まったということを説明されて以降、小野田側、特に本山

地区の方がどういう意見か、何か聞かれていますか。 

 

佐久間環境課長 アンケートは山陽斎場での建てかえと広域で白石斎場という

選択肢で行いました。本山地区の方の一部では小野田斎場でできないの

かという意見もありました。 

 ただ、全体としては、８０％近い方が、山陽斎場でもいいということ

で御理解をいただいています。 

 そして、２月１日の広報に出した後に、環境課へ本山地区の方から直

接電話があったとか、そういう要望といいますか、そういうものがあっ

たという事例はありません。 

 ただ、確かに遠くなる、本山からいえば、白石に行っても余り変わら

ないという意見もあったのも事実ですが、その辺は、今後も説明してい

くしかないと思っています。 

 

伊藤實委員長 ほかになければ、次、１５番、一般廃棄物処理施設運転管理事

業の追加分について、執行部の説明を求めます。 

 

榎坂環境施設整備室長 環境施設整備室、榎坂です。それでは、審査対象事業

番号１５番、一般廃棄物処理施設運転管理事業について説明します。 

 資料の７７ページをお開きください。説明の前に、新ごみ処理施設建

設工事の進捗状況とスケジュールについて説明します。 

 新ごみ処理施設建設工事は、平成２７年３月末完成で、鋭意工事を進

めています。２月末現在の進捗率は４０％となっています。建設スケジ

ュールとして、平成２６年１２月末までにごみ焼却ができる部分を完成

させ、平成２７年１月より試運転に入り、３月末までの間、性能試験を

行う予定です。 

 既存の施設については、平成２６年度は現状の体制を維持し、平成２

７年１月から３月の間、主に山陽小野田市小野田処分場にある災害ごみ
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を焼却処分し、処分場の延命化を図る計画としています。その後は廃炉

とします。 

 完成後の施設運転管理事業は、「新ごみ処理施設建設完成後性能確認」

と「今後のごみ焼却場の運転管理」の２つに区分しています。 

 それでは、７７ページの上の部分です。１番目に新ごみ処理施設完成

後の性能確認についてですが、工事完成後、２７年度から２９年度末ま

では、瑕疵担保期間があります。この間の３年間の運転等による不具合

がないか、コンサルタントによるモニタリング業務発注支援を計画して

います。 

 モニタリングを行うための発注仕様書作成に１００万円を計上してい

ます。３年間のモニタリングに債務負担各年度４００万円、合計１,２００

万円としています。 

 ２番目に、今後のごみ焼却場の運転体制についてですが、既設の炉の

運転管理は２４時間運転で４班体制で行っています。２班が市職員によ

る直営、１班は４人です。この８人とクレーン操作に１人、合計９人が

従事しています。残りの２班を民間委託しています。 

 新ごみ処理施設の運転管理については民間委託で計画しています。平

成２７年１月から平成３０年３月までの約３年間は運転管理委託を計画

しています。 

 運転管理委託に必要な発注仕様書等を作成するために、運転管理業務

委託発注支援をコンサルタントに発注し、これに必要な費用は１,３００

万円です。 

 また、平成２７年１月から３月までの運転指導期間、運転指導料はメー

カーの負担となりますが、炉の運転管理委託料として１ ,６８１万

３,０００円、さらに平成２７年度から２９年度までの運転管理委託料と

して債務負担を各年度に１億４,０００万円、合計４億３,２００万円を

計上しています。 

 ７７ページの下、長期包括的運営については、平成２６年度に、まず

導入可能性調査を行います。この調査委託料として３００万円を計上し

ています。平成２７年から２９年度を準備期間として、必要な調査業務

を実施する予定です。調査業務の結果を検討し、長期包括業務委託につ

いての判断を行います。 

 

伊藤實委員長 それでは、所管の委員会から。 

 

下瀬俊夫委員 昨日、民生福祉常任委員会で今のような説明を受けて、請願も

出ていますから、あわせて議論しました。 
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 基本的に民間委託の方向が打ち出されたので、今プラントをつくって

いる会社が基本的に包括的な民間委託をやりたいという意向で対応して

いるんです。 

 特にプラントをつくっている会社は、いわゆる会社直轄で事業所を立

ち上げるという方向で考えている会社なので、正常な競争入札というこ

とが確保できるかどうかという点が、私たちの一番大きな関心事で、積

極的に先進地も含めた調査が必要だということで継続にしました。 

 そういうこともあって、今後の管理運営についてはもう少し議論が必

要だということで、これ以上の話はありません。 

 

伊藤實委員長 それでは、委員の質疑を受けます。 

 

松尾数則委員 債務負担行為、金額が大きいので確かめておきたいんですが、

新ごみ処理で４億３,２００万円、この金額の内容について、例えば、人

件費なり、運転委託費なり、どういう内容でこういう大きな金額を上げ

たのかお聞きしたい。 

 

榎坂環境施設整備室長 これは、今言われた人件費等に係るものですが、詳細

については、まだこれから新年度に検討しますので、一応枠ということ

で考えています。 

 

松尾数則委員 基本的に人件費の枠というのも決まってないわけですね。義務

費も含めて、その他の委託費あたりも含めて全然まだこれからと考えて

いいんですか。 

 

榎坂環境施設整備室長 そのとおりです。 

 

長谷川知司委員 性能試験が３カ月とありますが、ごみは１年間を通して水分

量が変わってきますから、最低１年は性能試験が要るんではないかと思

っていましたら、３年間性能確認試験とありますが、この最初の性能試

験と３年間の性能確認試験というのは違うわけですか。 

 

榎坂環境施設整備室長 今言われたとおりです。最初の性能試験については、

私どもが示している日量９０トンの焼却能力であったり、その他もろも

ろの項目があります。それで、３年間のモニタリング、これについては、

議員言われたように、季節によってごみの種類も違いますし、熱量も違

いますし、それに対応して燃焼方法も調整しますので、そういう季節を
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通して、１年間だけで判断するというのは無謀なことなので、３年間あ

れば大方の悪いところは出てくるであろうと判断していますので、この

３年間、それと瑕疵担保期間３年間を合わせて３年間ということにして

います。 

 

長谷川知司委員 わかりました。それで、お聞きするのは、モニタリングの発

注仕様書作成、それと包括運転の導入可能性調査、このことを誰がつく

って、どのように判定するかが一番大事だと思うんです。明らかな第三

者がつくって判定しないといけないと思います。そこについての業者の

選定、あるいは専門的な機関というものはあるのかどうかお聞きしたい

と思います。 

 

中森環境施設整備室 市では、３０年に一度の、頻繁にあるような事業

ではありませんので、専門知識も乏しいと考えています。よって、どち

らの業務、１,３００万円の発注支援業務含め、業務自体は全て廃棄物の

資格を持っているコンサル、及びこれまでにモニタリングや導入調査を

やった実績のあるコンサルを選定して、そちらと協議しながら進めたい

と考えています。 

 

長谷川知司委員 今言われたとおり、きちんとした判定というのが一番大事だ

と思いますので、そこを監理室ともよく話をされて、１円入札というよ

うなことにならないようにお願します。 

 

中村博行副委員長 建設にかかる最初の時点で、川崎技研という会社について

かなり懸念された議員もいたと記憶しています。その中で、今になって

言ったらおかしいんですが、民間委託の方向性を出されたと。建設の最

初からそういう形であれば、また違った会社ということもあり得たと思

うんですが、建設後、運営に関して民間委託をとられるという方法につ

いて、どういう考えかお聞きしたい。 

 

榎坂環境施設整備室長 新ごみの形式、これはストーカ方式です。これは既に

３０年以上確立された方式ですけども、これがコンピュータによる電気

制御、いろんなところがそういうふうになっています。そういうところ

で、今炉を担当している職員等といろいろ協議した結果、こういう最新

といいますか、電気制御のことについて研修とか、そういうのも受けて

いませんので、新炉になったときに、新炉の延命化、維持補修の提言と

か、いち早く不具合を発見するとか、そういう延命化につながるという
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ことでいろいろ話し合った結果、炉の運転については民間委託にするの

が相当であろうということで委託にしました。 

 

川上市民生活部長 工事に出したときに運転管理の方法はまだ決めていません

でした。それで、今の古い焼却炉は職員と民間が入ってやっているとい

うこともあり、運転管理については民間にするのか、直営でするのか、

それはまだ、その時点で決めていません。そういう中で話をしていくう

ちに、組合とも話ができ、民間委託の方向でいこうという形になったわ

けです。 

 

中村博行副委員長 ちょっと違うような気がするんですが、建設の一番最初か

ら統一的に運営までさせるというような、そういう民間委託方法、これ

をとったほうがむしろよかったのではなかったかという気がしたもんで

すから、ここにきて、いきなり運営に関してだけ民間委託をとられると

いうことについて少し疑問を感じたもんですから。 

 

川上市民生活部長 それが、今私どもが言ったように、運転について職員もか

かわっていますので、その時点でまだ結論は出してなかったわけです。

今までどおり職員と業者の半官半民みたいな形でやるのか、直営でやる

のか、民間委託するのかというのは工事発注の段階ではまだ出していま

せんで、その後に運転方法について結論を出しますという説明はしてい

ると思います。 

 それが、組合との話もできましたので、民間委託という形で計画した

ということです。 

 

岩本信子委員 先ほどの発注仕様、１００万円。それから次の新ごみの発注仕

様、導入可能性の調査費、これをコンサルでと説明を受けたんですけれ

ど、３つとも。それは、全部違うコンサルタント、一式で発注するので

はなくて、それぞれで発注するということだったんですけど、そうでし

たよね。 

 

榎坂環境施設整備室長 今、３本ほど業務委託がありますけども、きのうの委

員会で、各々ということで説明しました。ただし、その内容について、

各々発注するんですけども、発注するコンサルタントの業種がかぶれば

同じ業者が指名に入ることもあります。今の時点ではまだ正確に調べて

いませんので、お答えできるのはこの範囲です。 
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伊藤實委員長 それでは、質疑がなければ、事業の質疑を終了します。 

 それでは、４款衛生費の１６２ページから１８３ページの範囲で質疑

を受けたいと思います。 

 

岩本信子委員 １６３ページ、健康づくり推進協議会委員１９人とありますが、

この方々が地域にそれぞれいて、健診の率を上げるといいな、活躍して

ほしいなと思っているんですけど、健康づくり推進協議会の委員はどの

ような活動をされているんですか。 

 

兼本健康増進課長 医師会、薬剤師会、歯科医師会、それから公募市民も当然

入っており、あと社会福祉協議会、ふるさとづくり協議会、自治会連合

会、連合クラブ、連合女性会等々、各市内にある団体の代表の方を構成

員として会議を開き、健康づくりについて意見をもらっています。 

 

下瀬俊夫委員 １６３ページ、病院事業会計繰出金がありますが、これは救急

医療の関係での繰出金だと理解していいですか。 

 

木本健康増進課課長補佐 この繰出金ですが、地方公営企業の経営の健全化を

促進して、その経営基盤を強化するために、総務省の定める繰出基準の

範囲内で繰り出すものです。 

 具体的には、先ほど委員が言われた救急医療、それからほかの施設か

らの感染症患者の受け入れ等の空床の確保、それ以外には、企業債の償

還、そういうものが含まれています。 

 

下瀬俊夫委員 それで、この繰出金を病院が使うのに、約２００日、いわゆる

当番医、これを置いていると、それから看護師なんかも対応できるよう

にしていると聞いたんです。 

 そうすると、これまでの説明と少し違ってきたなと思うんです。とい

うのが、これまで病院は当番医は患者のために置いているという言い方

をしていたんです。ところが、救急医療のために当番医を１人置いてい

るということになると、救急医療のために当番医がいるということにな

るよね。これは、結局、一般会計でこういう繰出金を出しているという

ことは、救急患者についてはきちんと受け入れなければいけないという

ことになっているんですか。 

 

兼本健康増進課長 繰出金とはちょっとずれるかもしれませんけれども、市民

病院も当然救急告知病院ですので、救急車の受け入れをしています、休
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日、夜間。そのときには、その当直の先生が対応をしていますので、救

急対応はされていると認識しています。 

 

下瀬俊夫委員 少し認識が違うんですね。当番医の場合は確かに対応するんで

す、一般的には。対応しないんです、ここは。搬送拒否をするんです。

１人しかいないとか何とか理由をつけて。 

 ところが、一般会計で救急患者のために当番医を１人置いているとい

うことになると、搬送拒否したらおかしいんではないですか。救急対応

するようにということで繰出金を出しているわけでしょ。 

 消防に言わせれば、一番評判が悪いんです、搬送拒否の病院だと。だ

から、この繰出金の趣旨が救急患者のために当番医を１人置くという趣

旨で出されていると理解していいのかどうなのか。 

 

川地財務課長 先ほど健康増進課長が言ったように、繰出基準は地方公営企業

法に基づいて、その中に救急医療の確保に関する経費というのがありま

す。これに関しては、救急病院を定める省令に基づいて救急告示をした

場合について、空床補償で５床、それから待機料、それから警備委託料、

この３本柱で計算根拠があって繰り出しをしています。 

 したがって、待機料についても、２６年度については約３,９００万円、

繰り出していますので、当然そういった待機をして救急医療に資しても

もらうという形で考えています。 

 

下瀬俊夫委員 だから、この繰出金によってベッドを５床あけているわけでし

ょ、これはいつでも受け入れますよという対応をしているわけです。そ

れで、当番医も１人置いているわけです、２００日。２０１日だったか

な、置いているわけです。そうすると、入院患者に対応するために置い

ているわけじゃないわけです。だから、これがいる限り救急患者を受け

入れなければいけないわけでしょ。その対応になってないんではないか

なと僕は思っているんですが、その場合に繰出基準と違うんではないか

と、そういう申し入れはできるんですか、病院のほうに。 

 

川地財務課長 これについては、先ほど言いました繰出基準に基づいてやって

ますので、当然、一般会計としては、この救急医療に対する経費だと考

えていますので、その辺について、もしそういったことがありましたら、

また確認をしたいと思っています。 

 

岩本信子委員 １６５ページの委託料のところですけど、急患診療委託料とい
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うのが３,７００万円、これ先ほどアップしたと言われたんですけれど、

この基準になるような、委託先もそうなんですけど、基準になる診療の

数とか、患者の数とか、そういうふうなことはどうでしょうか。 

 

兼本健康増進課長 急患診療所は、平日夜間と休日小児科を実施しています。

そして、平日夜間は月曜から金曜の１９時から２２時３０分まで、それ

から休日小児科は休日の９時から１７時まで実施しています。 

 協力してもらっているのは、医師会の先生ですけれども、契約は個人

契約の形になっています。 

 

岩本信子委員 保健衛生費全体で見ますと、前年度よりも４億１,９００万円ふ

えているんですが、この原因とすれば、市立病院に出す出資金がという

考え方でよろしいでしょうか。 

 

川地財務課長 言われるとおりで、今回、１６７ページ、病院事業出資金９億

４,４７０万円、２５年度はたしか５億５,４１０万円だったと思います

ので、約４億円分、大体これで占められています。 

 

下瀬俊夫委員 １６９ページ、霊園のことについてお聞きします。 

 山陽小野田市は、事前購入は基本的にできないと。亡くなって、遺骨、

位牌がないと霊園が購入できないという対応をしてましたよね。これに

ついて、事前に、亡くなる前に購入をしたいということについては研究

したいという話があったんです、これまで。 

 特に、事前の購入の場合は、よそでもかなりやっていますが、一定の

期限を切って、お墓を建てなければ返還というふうな対応もしているわ

けで、そこら辺の具体的な改善策についてお聞きしたい。 

 

佐久間環境課長 去年、そういう御指摘がありました。ただ、研究という言葉

を私が使ったかどうかは余り記憶にありませんが、既に遺骨があって、

または山奥にあるお墓から下におろしたいとか、既にせっぱ詰まってい

る方が相当数いるということで、下瀬議員にはお話したと思うんですが、

現在、生前購入を認めていくというほど基数に余裕がありませんので、

現段階ではこれまでどおりのやり方でいきたいというふうに考えていま

す。 

 

下瀬俊夫委員 そうすると、いわゆる待機者がいるということですよね。待機

者がどの程度いるんですか。 
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佐久間環境課長 昨年の３月と８月に２度募集をかけて、私どもがつかんでい

る待機者で、実態アンケートをしたわけではないですけど、こちらのほ

うに申し出があった待機者については解消しています。 

 ただ、その後残っている基数がそんなにありません。環境課に電話や

カウンターに来られる方の話を総合する中で、今全体でどれだけ待機者

がいるかというのはつかめない部分もあるんですが、貸し出せる基数が

少ないもので、生前購入まで入れてしまうと、本当に困ってる人に渡ら

ないという事態が想定されることを心配して、現段階ではちょっと踏み

切れないという状況です。 

 

下瀬俊夫委員 だったら、そういう待機者が基本的に解消できるような状況が

あったときに、そこら辺の生前購入という問題もやっぱり研究の余地が

あるんではないかなと思っているんです。これは以前からの答弁でした

ので、ぜひこれもあわせて研究していただきたいと思います。 

 

吉永美子委員 同じページで、斎場指定管理者委託料というのが出ていますが、

これは山陽斎場、小野田斎場とも１社が指定管理者として受けています。

ある意味、山陽小野田市の火葬の現状を一番わかっている会社だと私は

認識しています。 

 その中で、先ほど、新火葬場建設事業というのが出てきましたけど、

平成２６年度で基本計画を策定すると。そこに委員の募集等かけていく

ということですが、この有識者という部分もありましたけれど、この中

に、山陽小野田市の指定管理者の会社も入ってきますか。 

 

佐久間環境課長 指定管理者の業者を入れるという予定は現段階ではありませ

ん。 

 

吉永美子委員 私の認識では、これまでも山陽小野田市のこの火葬の現状等に

ついて、市に対してさまざま提言をしてきたのではないかと思います。

そういった、要は、受けている会社のこれまでの動向等をどのように評

価しているんでしょうか。 

 

佐久間環境課長 検討委員会を設けたときに、その委員には入れない方向で考

えています。ただ、連携を密にして環境課と業者のほうでやっています。

そして、いろいろ詳しく内容も把握しているということで、その辺は十

分に意見も聞く必要があるという認識はあります。 
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 来年度の指定管理者を選定するようになります。その辺も含めて、十

分に意見を酌んでいきたいと思っています。 

 

岩本信子委員 予防費ですが、前年度と比べると３７４万１,０００円減額とな

っています。これは、原因はどの部分でしょうか。 

 

兼本健康増進課長 委託料の中の健診委託料で、先ほど事業のときに説明した

クーポン事業が当初予算では縮小の形になっていますので、その分が減

っています。 

 

伊藤實委員長 ほかにありますか、１８３ページまで。なければ質疑を打ち切

ります。 

 それでは、ここで職員の入れかえのため休憩に入りますが、この後は、

先ほど午前中に残った審査の５、６、８の事業について、２款総務費に

ついて引き続き進めたいと思います。１０分休憩、５５分から開催をし

たいと思います。 

 

午後２時４０分休憩 

 

午後２時５５分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、休憩前に引き続き委員会を再開します。 

 午前中の２款総務費の事業の５番から審査をしたいと思いますので、

執行部の説明をお願いします。 

 

白石生活安全課長 事業ナンバー５、防犯街灯ＬＥＤ化助成事業について説明

します。資料の１９ページをお開きください。 

 防犯街灯は自治会等が設置管理し、市は設置費に対し補助金を交付し

ています。世帯数の減少や管球交換が平成２３年４月から有償化したこ

とにより自治会の負担が増す傾向にあります。 

 近年、蛍光灯よりも消費電力が少なく電気料金が安く、長寿命で管球

交換も長期間不要であるＬＥＤ照明の設置を希望する自治会等がふえて

きました。 

 このような状況を踏まえ、平成２５年度から１０年間を目途に、防犯

街灯のＬＥＤ化を促進することとしました。 

 ＬＥＤ化を推進するに当たり、ＬＥＤを設置する場合は優遇措置を講

じています。第１に、補助金の上限額を全体計画の欄にあるとおり大幅
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に引き上げ、第２に、補助率を、蛍光灯を５０％、ＬＥＤ６０％と、Ｌ

ＥＤのほうを高めに設定しました。 

 この事業におけるＬＥＤ灯設置個数は、全体計画の欄の最後にあると

おり、各年度、新設５０灯、修理２００灯とし、それに要する事業費を

計上しています。平成２５年度の事業費は、当初６０５万円、これは初

年度ということもあり、算出根拠を補助限度額としていました。また、

自治会から予算を上回る申請が出て、これに対応するため、９月議会に

おいて１００万円を増額補正し、７０５万円となっています。 

 平成２６年度からは、算出根拠を平成２４年度、２５年度のＬＥＤ補

助実績を踏まえ、補助金の平均額に改めたことにより、事業費が４５５

万円となっています。この事業費分を計上しています。 

 なお、この事業については、しばらくは多くの申請が続くと見込まれ

ています。予算については、自治会等の需要を踏まえながら予算措置を

検討することとしています。 

 ２１ページをお開きください。防犯街灯ＬＥＤ化助成事業（追加分）

です。 

 平成２５年度は、８１自治会から申請があり、９月議会で１００万円

を増額しましたが、なお１９自治会、約１００灯分が平成２６年度に繰

り越しとなりました。この繰越分と今後見込まれる申請の増加分に対応

するため、平成２６年度は、先ほど説明した計上分の追加分として、繰

越分１００灯、増加分１００灯、合計２００灯分の事業費３００万円を

計上しています。 

 したがって、平成２６年度の当事業の予算額は、計上分４５５万円と

臨時分の３００万円の合計額７５５万円となります。 

 なお、繰越分については、４月早々交付決定を行うこととしています。

２６年度の促進分については、２５年度と同様、申請を募り、申請が多

い場合は抽選会により順位を決定し、予算が確保でき次第、順次交付決

定をしたいと考えています。 

 この事業の意図、結果ですが、ＬＥＤ化は自治会等の負担を軽減する

ことにより、防犯環境の整備を促進し、もって地域における安全で安心

な生活環境が確保できること、また消費電力が抑えられ地球温暖化対策

に貢献できることです。 

 ２３ページをお開きください。平成２４年度事務事業評価シートです。 

 平成２４年度の補助金は、器具の新設の場合、２万１,０００円を上限

額とした実績額、器具の修理の場合、１万円を限度額とした実績額とな

っています。ＬＥＤ化の優遇措置はとっていません。 

 成果指標についてですが、防犯街灯設置数として、目標の６,３００灯
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は、既存５,３００灯と、今後、新設１,０００灯分、これは１０カ年で

毎年１００灯ずつという考え方をもとにしています。実績値は平成２４

年度末の防犯街灯数５,４９５灯とし、成果指標の達成度は８７.２％と

なり、おおむね目標を達成したという評価をしています。 

 課題としては、自治会の負担軽減を目的として、蛍光灯からＬＥＤ照

明に取りかえる自治会がふえており、改善策として、補助率と補助限度

額を蛍光灯よりＬＥＤ照明を優遇し、防犯街灯のＬＥＤ化を図ることと

して、事業の方向性、２次評価にあるとおり、平成２５年度から補助要

綱を改正し、ＬＥＤ化を促進する事業として実施することとしました。 

 

伊藤實委員長 それでは、防犯街灯補助金交付事業について、所管の委員会か

らありますか。よろしいですか。それでは、委員の質疑を受けます。 

 なければ次へ行きます。次、６番、お願いします。 

 

芳司企画課長 ２５ページになります。厚狭地区複合施設整備事業です。 

 本事業は、厚狭地区において、山陽総合事務所、厚狭公民館、厚狭図

書館の機能を備えた複合施設の整備により、公共施設の再編整備を行う

ものであり、総事業費として１６億４,２００万円を予定しています。平

成２６年度分としては９億４,０１２万５,０００円、このうち特定財源

として合併特例債８億９,１２０万円、まちづくり魅力基金からの繰り入

れ２,５００万円を見込んだ予算計上としています。 

 歳出の内訳としては、第２期解体工事の工事請負費、体育館棟及び主

棟の工事請負費及び当該工事に係る管理委託料、外構の設計委託料及び

工事請負費、それから、仮設山陽総合事務所の賃借料等となっています。 

 本事業については、これまでに、平成２４年度から２５年度にかけて

の基本設計から、本年度においては、実施設計と旧山口県厚狭保健所を

活用しての仮設事務所の整備等を進めてきたところであり、この３月３

日から仮設山陽総合事務所での執務を開始、同時に山陽総合事務所敷地

での解体工事に着手しています。 

 今後の工程としては、平成２６年度に施設整備の本格的な着工に入り

ますが、体育館棟については、平成２６年度中に完成をさせ、主棟を含

めた施設全体の完成については平成２７年度を予定しています。 

 全体工期については、資料２８ページをごらんください。 

 主だったもので申しますと、まず体育館棟の工事が、このたびの本契

約を経て着工します。平成２７年１月末の完成を予定しています。 

 それから、現在の総合事務所棟の解体となる第２期の解体工事、これ

は４月からになりますが、その後、６月末の本契約を経て、主棟建築に
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着工、２７年６月の完成を予定しています。これは、近年の作業員不足

の事態等も勘案する中で、１２カ月の工事期間を見込み、事業期間の平

成２７年度への延長が必要であるとの考えによるものです。 

 資料２９、３０ページ、こちらが最終確定の平面図になります。２９

ページが１階、それから３１ページが２階部分になります。 

 昨年８月から取りかかった実施設計では、７月臨時会における附帯決

議も踏まえ、関係部署、関係団体等と協議して進めてきましたが、その

結果として、図書館面積については、開架の中でも、子どもの読書スペー

スを充実させること、さらに閲覧コーナーの確保等から約３８平米の増

床、公民館施設における防音仕様の会議室の整備、そのほか、２階部分

のレイアウトの変更等、協議内容を反映させたものとしています。 

 最終的に、総面積については約２,９４０平米、駐車場については全体

として１２０台を確保、このうち思いやり駐車場は３台を確保していき

たいと考えています。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりました。所管の関係はいいで

すか。はい。それでは、委員からの質疑を受けます。 

 

吉永美子委員 ２６年度で、主棟と体育館の工事ということでが、これについ

て、高齢者、また障がい者に対して、使いやすいような工夫についてお

知らせください。 

 

杉山企画課政策推進室長 今の点ですけれども、トイレについて、体育館棟に

ついては障がい者用トイレを整備し、主棟においてはオストメイト対応

の障がい者用トイレを整備しています。 

 また、スロープを設置することにしていますので、車椅子の方でも館

内に入りやすいようになっています。 

 

吉永美子委員 それでは、先日、本会議の質疑の中で、市長が検討しますと言

われていた床の関係ですが、この点については、あれから検討されたで

しょうか。 

 

芳司企画課長 障がい者スポーツについては、障がいがあってもスポーツ活動

ができるように、障がいに応じた競技規則や実施方法の変更であったり、

用具等を用いて障がいを補ってする工夫、そういったスポーツと理解し

ています。 

 時間がほとんどありませんでしたので、まだ研究ということには至っ
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てないんですけれど、障がいといってもいろんな障がいがあろうかと思

います。視覚障がいであるとか、聴覚障がい、それから肢体の部分での

障がいといったこともありますので、それぞれどういった競技があるの

か、その上で、それぞれの競技ができる環境、できない環境と、いろい

ろあろうかと思っていますので、そのあたりを全体としてまず整理をし

た上で、現在の本市のこういった施設の中でできるもの、さらにこうい

う整備をすればもっと可能になるものというあたりの整備をまずした上

で検討したいと考えています。 

 

吉永美子委員 本会議場でお聞きしたのは、要は、山陽小野田市がスポーツに

よるまちづくりを進めていかれる中で、障がい者スポーツ振興というと

ころで、全国的には、体育館で車椅子の方のスポーツについて断られる

というケースがあって、山陽小野田市は、体育館における車椅子によっ

ての競技が、今後新しい体育館の中ではできるような構造にしていかれ

ますかということをお聞きしました。 

 

芳司企画課長 担当課ではありませんけれど、来年度、スポーツ振興計画を策

定予定としています。そういった中でも、当然、障がい者スポーツにつ

いては入ってくると思いますので、そのあたりで十分検討したいと考え

ています。 

 

吉永美子委員 体育館について、特に夏の暑いときとか、空調の関係で工夫さ

れるということでしたが、例えば屋根について暑さを防ぐとか、また強

制排気させるとか、いろんなお話が出ていましたが、その点についての

工夫についてお聞きします。 

 

杉山企画課政策推進室長 今実施設計をして、ほぼ最終段階になっていますが、

その中で、体育館棟については、南側に大きな窓や扉をつけて、そちら

を用いながら空気の流れをよくしていくということと、強力な圧力扇と

いうのを４つほど設置する予定にしていますので、そういった中で対応

していきたいと考えています。 

 

吉永美子委員 そうすると、今、屋根については御返答がなかったんですが、

断熱の入った屋根を使うことはないということでしょうか。 

 

山本建築住宅課建築係長 屋根については、断熱性のあるセメント板を用意し

て断熱に配慮します。 
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下瀬俊夫委員 これ、バレーコートは３面とれるのですか。 

 

杉山企画課政策推進室長 バドミントンコートが３面、バレーボールコート１

面という広さになります。 

 

下瀬俊夫委員 一般的ではないかなと思うんですが、トイレはあるけど、シャ

ワー室がない。これはなぜですか。 

 

杉山企画課政策推進室長 シャワー室の利用は、近所の住民の方の利用も多い

だろうということで設置を考えていません。 

 

伊藤實委員長 どういうこと、今の、もう１回ちょっと。 

 

杉山企画課政策推進室長 地区のコミュニティ体育館としての利用になります

ので、シャワー室でシャワーを浴びるということは余り想定をしていな

いということです。地区の方なので家に戻られる方が多いのではないか

ということも。 

 

下瀬俊夫委員 小野田についてないから厚狭にもついてないという意味ですか、

今の話は。 

 

芳司企画課長 基本的に、ここの体育館については、地区の拠点施設、コミュ

ニティ体育館という位置づけで整備をしています。 

 市内にも同様のコミュニティ施設、体育館がありますが、特にそうい

うシャワールームが欲しいとか、そういった利用者側からの要望が特に

ないということで、今回設置していません。 

 

下瀬俊夫委員 厚狭地区でいえば唯一の体育館ですよね、あと小学校あるいは

高校があるのはあるんだけど、地域の人たちはここを使うと思うんです。

厚狭地区って広いんです。すぐ帰って風呂を浴びる人もいるかもしれな

いけど、やっぱり普通体育館というところは汗を流して帰るというのが

普通ではないんですか。そんなところを使ったことないですか。 

 

芳司企画課長 あくまでコミュニティ体育館という位置づけの中で、今回は用

意していません。 
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下瀬俊夫委員 コミュニティ体育館といえば、基本的な体育館の機能を備えて

いるわけでしょ。基本的に備えていれば、当然、汗をかいた後、汗を流

したいと思うのは当り前ではないですか。 

 コミュニティ体育館であれ何であれ、体育館は体育館なんだから、や

っぱり設計の中にそういうのがないっていうことですよね、シャワー室

なんて、もともと。そう理解していいんですか。 

 

芳司企画課長 はい、そうです。 

 

岩本信子委員 私、総務ではなかったので、この複合施設については、よくは

わからないんですけど、多分これは避難場所とか、災害に対する対策と

かはいろいろと、ここ浸かったところですよね、たしか、その点は。あ

と、それと市民が避難してくるということも考えられるんではないかと

思ったんですけど、その点を説明してもらえますか。そしたらシャワー

が要るよね。 

 

芳司企画課長 厚狭地区の避難場所は、１次避難場所として総合事務所内の保

健センターと厚狭小学校になっています。現在工事中ということもあり、

隣の福祉会館ということになっていますが、整備完了後については、ま

たこちらになろうかと思っています。 

 総務課など関係課とも協議をした上で、また決定していくようになる

と思うんですが、基本的には主棟の２階部分を活用した中で、避難場所

の設定をしたらと思っています。 

 それと、水害の件がありましたが、施設自体は８０センチのかさ上げ

をすることとしています。 

 

岩本信子委員 シャワーに戻るんですけど、避難場所として設定されるという

ことでしたら、シャワーの一つの設備ぐらいあったほうがいいのではな

いかなと思うんですけど、そういう設計変更とかいうことはもうできな

いですか、その状態ですか。 

 

芳司企画課長 はい、ありません。 

 

伊藤實委員長 このセールスポイント、ここがこうよくなった、改善されて、

厚狭地区は山陽小野田市の拠点としてふさわしいものだというものは何

ですか、魅力。 
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芳司企画課長 まず、この複合施設については、厚狭地区の拠点施設という位

置づけで整備を進めているものです。体育館については、現在、厚狭公

民館の講堂を中心にスポーツ活動等されていると思うんですが、実際に

は、例えばバレーボールであるとかいうことができない中で学校の体育

館等を利用されているという実態もあります。 

 今回、この整備をする中で、そういった地域のコミュニティが図れる、

さらにスポーツ振興が図れるということが、今回の施設整備のポイント

になろうかと思っています。 

 

伊藤實委員長 実際は、公民館でバレーボールはしてないし、小学校、中学校

でしているので、市民の団体からも、ここにバレーボールコートをつく

ってくれっていう要望はほとんどなかったと思います。 

 今、実際には、生涯学習で数多くの団体が使われている、そうした中

でも公民館にはエアコンがついていますよね、熱中症なんかのこともあ

るので、空調については要望がさまざまな団体から上がっていて、その

対策として、排煙というか、南から風を入れてというようなことは言わ

れているんだけど、先般の総務委員会で確認したら、後づけでもできる

ダクトというか、その辺の対応はしているという答弁がありました。 

 やはり今、魅力というのがないんよね。だから、要するに今度新しく

なっただけではだめなんです。単に箱物をつくるではなくて、要は、今

言われた地域の人だからというのもわかるけど、ほかから人が来てもら

おうという施設をつくろうと、何でそういう発想にならないのか。 

 だから、今までの審査の中でも、お金がかかるものが１位、そこにま

さに反映されているんではないの、発想から入ってないからです。いわ

ゆる緊縮のまちをつくるのか、拡大するまちをつくるのか、これは一番

の厚狭地区の拠点づくりですよ、人口が今一番ふえている地域、そうい

うような思いが全然ないから今即答ができない。これつくって使い勝手

がいい、さらにみんなが使おう、体育館のみならず、図書館でも、あれ

だけの要望があった。 

 やはり、いいものをつくったと思われるものを、感動するものをつく

らないと、大変なことになるわけ、そこが本当に自信を持って言えるか

というところを審査しているわけです。 

 今だめですということですが、まだ建築してないじゃないですか、変

えればいいじゃない。どうなんですか。 

 自分の家のことと思って、しますか。それこそ奥さんの台所のニーズ、

どういう風呂をつくろう、どういう玄関にしよう、子ども部屋はどうし

ょう、考えるでしょう、いろいろ。その意見を聞かないでつくる。お前
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とこは６畳でいい、４畳半でいい、そういうものではないわけです。同

じお金を使うんだったら、今の２０代、３０代の人がずっと払っていく

わけでしょう。そしたらその人たちが、ああいいものつくってもらった

と思うものつくらければいけないから、今協議をしているわけです。 

 だから、そういう人たちが感動するところはこうですよというところ

は何かって聞いているわけ、バレーボールができるというのが感動なの、

そこを言ってください。 

 

芳司企画課長 今回のこの事業については、最初に、厚狭地区の老朽化した公

共施設への対応ということがまずあったと思います。その上で、現在の

総合事務所、厚狭公民館、厚狭図書館の複合化を図っていこうというこ

とで方針が立てられ、現在の整備に至っているということであろうと思

います。 

 もちろん利用者の方だけではなくて、地区の方からもいろいろ意見が

ありましたけれど、ワークショップも開催し、いろんな意見をいただく

中で、こういう形でいこうと至ったと捉えています。 

 厚狭地区の拠点づくりということで、万全ではないかもしれませんけ

れど、私どもとすれば十分よいものができるのではないかと期待してい

ます。 

 

岩本信子委員 １つだけお聞きしたいのですけど、この体育館棟なんですけど、

何で片一方だけがあいて、片一方はあかないのか。すごい中庭があるか

ら庭を見せようという配慮にはなっているんだろうけど、北側が一切窓

も入り口もないようですけど、これは何か意図があってこのような設計

されているのですか。 

 

山本建築住宅課主任 南側に出入り口を多く設けていますのは、中庭をかさ上

げしていますので、その部分だけＤＬを上げています。したがって、北

側の駐車場とは高さが変わりますので、ドア等はつけていません。 

 換気用の窓はありますので、空気の流れは心配ないかと思います。 

 

岩本信子委員 空気の流れはいいんでしょうけど、例えば、避難するときに、

入口が一方向しかないということになると、難しい部分があるのではな

いですか。両方に要るという発想はないんですか。 

 

山本建築住宅課主任 避難については、アリーナの南側からと、アリーナから

ホールに抜けて南側の玄関に逃げるという、２方向の避難が確保されて
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いますので問題ないかと思います。 

 

松尾数則委員 防音室を設けるという話があったんですが、どの部屋が防音室

になっているんですか。 

 

杉山企画課政策推進室長 ２９ページの図面ですけれども、体育館棟の西側、

会議室というのがありますが、そちらを防音室として考えています。 

 対応としては、窓の厚さを通常の厚さより厚いものにして、扉も、ど

うしても音が漏れる原因になりますので、引き戸ではなく開き戸で対応

するということで考えています。 

 

伊藤實委員長 その防音室は、コーラスとかしてもそんなに支障がない部屋と

いうことでいいわけですね。 

 

芳司企画課長 基本的にはコンクリート造ですので、遮音性が高いということ

があります。それとあわせて、窓の厚さを２倍にするとかということで、

遮音性は保てると考えています。 

 

伊藤實委員長 それと、その横に倉庫が２つありますが、この倉庫はどういう

意味の倉庫なんですか。 

 

杉山企画課政策推進室長 上の倉庫、調理室横の倉庫ですけれども、調理器具

等をこちらの中に、食器棚等が入ります。それから、下の倉庫ですが、

こちらは体育館を会議室としても使えるように考えていますので、椅子

や机等が不用な場合はこの中に収納できるように考えています。 

 

伊藤實委員長 それでは、現在いろいろな団体が、備品類で倉庫、今解体に入

っているところにずっと入れられていましたよね。この件は一般質問等

でも出したんですが、あれは個人的な備品ではありません。いろんな団

体が、地域のまつりなどで使える机や椅子や駐車場の看板を入れている

んですが、そういう倉庫類についてはどのように検討されていますか。 

 

芳司企画課長 現段階では、行政部分というか、防災関係、そういったものも

含めた倉庫の確保をまず最優先させていただいています。 

 その上で、関係団体の備品については、以前も申し上げたと思うんで

すが、現在、１２０台の駐車場の台数を確保していますので、そのあた

りを考えていくようになろうかと思います。 
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 どれぐらいの備品の量があるかというのは、今、各所管課にも確認を

とっているところですので、今後、必要に応じて検討をしていきたいと

いうふうに考えています。 

 

伊藤實委員長 その確認を今ごろしているわけ。 

 

芳司企画課長 今やっているということではなくて、もう随分前から照会をか

けて、各所管課で取りまとめをしてもらっています。どれぐらいのもの

が必要か、そのあたりについて、倉庫をどのようにしていくかという具

体的なものは今後固めていくようになろうかと思います。 

 

伊藤實委員長 ということは、そのような備品の倉庫、それは今検討中という

か、前向きに検討するということの理解でいいんですか。 

 

芳司企画課長 そのとおりです。 

 

伊藤實委員長 それでいけば、今の保健センターがありますよね。その間に通

路があって、１１台分の駐車場があるでしょう。この保健センターの西

側沿いに倉庫を持っていって。倉庫というのは基本的になおすんであっ

て、搬入搬出の際しか基本的使わないわけよ。ということは、この駐車

場の部分と隣接にすると、駐車場と兼用で使えると思うわけよね。 

 そのへんはちょっと検討をしていただきたいと思いますけど。 

 

芳司企画課長 場所については、いろいろ考える余地は必要があろうかと思っ

ています。 

 今、委員長が言われた保健センター西側のあたりについては、検診車

が入る可能性があります。そういったこともありますので、支障のない

ところを考えていければと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 こういう平面図はわかるんだけど、全体のイメージがわかるよ

うなものはないのかな。 

 

芳司企画課長 後ほど、示させていただきますが、とりあえず、７ページに載

っている分で。 

 

堀川総合政策部長 この７ページの分は、南側から見た一部です。配置図等、

今準備していませんので、後ほど皆さんに、休憩時間でもお示ししたい
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と思います。 

 

伊藤實委員長 よろしいですか。いろいろあると思いますが、そういう状況で

すので。それでは、複合施設については終了したいと思います。 

 それでは、次。８番、市政誕生１０周年記念事業について、執行部の

説明をお願いします。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 それでは、３９ページ、８番の市誕生１０周年記

念事業について、総務課から説明します。 

 この事業については、先日の代表質問でもお答えしたとおり、来年３

月２２日に、市政施行１０周年を迎えることから、その日を挟む１月か

ら１２月までの１年間を事業期間として記念事業を実施するものです。 

 では、４１ページ、これに基づいて説明します。 

 ２の事業の趣旨については、１０周年の節目を唱え、将来に向かって

市民が一体となり、躍動感あふれるまちづくりにつながる仕掛けとなる

事業とするというものです。 

 それから、３番の推進体制になりますが、職員による庁内の推進委員

会と市民団体、公募市民で構成する実行委員会、そしてさらには、若者

中心の組織が連携を取りながら事業を展開することとしています。 

 次に、４番の主な事業、まず、（１）として、３月２２日に記念式典

を開催することにしています。 

 次に、（２）ですが、市民の意見を幅広く取り入れるため、実行委員

会を設置し、式典当日のイベントであるとか、事業期間における市民主

体の事業を検討し、実施することとしています。 

 次に、（３）ですけども、市内の学生や若者で構成する、仮称ですけ

ども、ユース会議、これを設置して、事業の趣旨に沿ったものを企画、

実施したいと考えています。 

 続いて、（４）ですけども、市主催の事業については、既存の市の事

業の中で、記念事業の趣旨に沿って内容を拡充するものであるとか、ま

た、新規の事業を検討し、実施したいと考えています。 

 （５）ですけども、この記念事業をＰＲし、気運を醸成するためのシ

ンボルマークなどを募集するものです。 

 そのほか、市政要覧の作成や公報「山陽小野田」記念号の発行、また、

気運醸成のためののぼり旗の作成などを予定しています。 

 これら事業の実施に要する費用として、２６年度については、５０５

万３,０００円を予算化しており、財源としては、まちづくり魅力基金を

活用するものです。 
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 こうした事業を展開する中で、事業の趣旨である「将来に向かって市

民が一体となり、躍動感あふれるまちづくり」につながる仕掛けとなる

よう、取り組んでいきたいと考えています。 

 

伊藤實委員長 それでは、所管のほうはいいですか。なければ委員の質疑をお

願いします。 

 

杉本保喜委員 これ読んで、見えないんですよね。例えば、市主催の既存事業

の中で云々と言うことですけど、今、既存事業って何がありますかね、

市主催の。 

 

川﨑総務課主幹 市が実施主体となる事業として、幾つかあります。例えば、

生涯スポーツ課の市民マラソン大会であったり、２７年度に開催予定の

現代ガラス展であったり、歴史民俗資料館の企画展であったり、年間で

３０ぐらい市主催の事業があります。 

 それ以外に、市主催ではなくて、実行委員会等を設置して行う事業も

ありますけども、これらを今から検討し、事業拡大が図れるものを記念

事業の一つとして充実させていきたいと考えています。 

 

杉本保喜委員 そうすると、簡単に考えると、市政１０周年記念という冠をい

ただいて、今言われたようなものを実施していくという考え方でいいで

すかね。 

 

川﨑総務課主幹 そうです。冠をつけて、内容をさらに充実させて記念事業の

趣旨にあった内容として実施していきたいと考えています。 

 

杉本保喜委員 そうすると、９番目のポスター、チラシ、のぼり旗の作成はい

つごろから取りかかって、いつごろ表に出ることになるんですか。 

 

川﨑総務課主幹 今のスケジュール案としては、２６年度に入り、そういった

市主催事業等も冠事業の選定などをして、また、実行委員会等において、

市民主体事業等も検討して、できれば、９月ぐらいには大まかな事業を

決めたいと思っています。 

 そして、年内には、事業、イベント一覧を作成したチラシやのぼりな

どを作成して、周知、ＰＲを図っていきたいと思っています。 

 

杉本保喜委員 事業期間が２７年の１月から１２月ということですよね。１月
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から、そういうのぼりがはためいていると想像していいんですかね。 

 

川﨑総務課主幹 その計画です。 

 

杉本保喜委員 推進体制なんですが、市民や学生、若者で構成する云々という

のは、よくわかるんですが、市内の企業、商工会議所、そういう中小企

業を巻き込むという計画はないんでしょうか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 実行委員会については、具体的な、どういった団

体を構成に入れるのかについて、現在検討していますけども、その中に、

今議員言われた商工会議所であるとか、ほかにもいろんな団体がありま

すので、そういった企業を含めて、どういった団体を入れていくかにつ

いては、現在検討しています。 

 

岩本信子委員 多くの市民に参加してもらうという面から見ると、例えば、ス

ポーツ関係の団体のスポーツ大会、１０周年記念のスポーツ大会なみた

いな試合ですよね。例えば、グランドゴルフでも冠をつけてするとか、

サッカー大会とか、いろいろあると思うんですけど、そういうことは考

えていますか。 

 

川﨑総務課主幹 それも、今後、庁内推進委員などで、市主催の事業等につい

て、また新たな事業も、そういったスポーツなどの事業もできるものが

ないか等を十分検討していきたいと思っています。 

 

伊藤實委員長 推進体制で、庁内推進委員会、それと、実行委員会、若者主体

の組織、これはどういう関係になるのですか。組織図的にいうと。 

 要は、今若い人たちの意見や市民公募などで、躍動感あふれるという

ふうに、そういう人たちの意見を吸い上げようと書いているけど、実際

にはその声が反映できない。というのは、市民まつりなんかでもそうで

したでしょう。実際には、ＪＣや青年部なんかにしても、なかなかうま

くいかなかったからこうなったわけでしょう。 

 本当に、この人たちの声が反映できる組織なんですか。上で決まった

ことをするようであれば、形式上の実行委員会になるんではないですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 実行委員会の構成については、現在検討している

段階ですけども、位置づけとしては、実行委員会があり、若者主催の組

織については、別なもので、それとは切り離して考えています。当然、
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総務課が事務局でおりますけども、そういった実行委員会と若者主体の

組織、そのあたりについては、連携を取りながら、情報交換しながらや

っていく必要があると思っています。それぞれの団体が別々にやってい

くのでは、やっぱり一体感という部分に欠けますので、そこはやっぱり、

総務課が調整しながらやっていきたいと思っています。 

 

伊藤實委員長 市民まつりのときは、双方の会議所の青年部、そして、ＪＣの

３団体がいろいろされましたが、事前にそのような話なり、打診はして

いるんですか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 まだ予算化されていませんので、正式には話はで

きないんですけども、そういった団体とは、そういったときに協力いた

だけるかどうか、少し話をさせていただいたところです。 

 

伊藤實委員長 今まで、国体でも何でも肩書きというか、あて職で名前がある

だけで、実際会議に来ないとか。実際そうでしょう。本当に、機能する

組織じゃないとだめなんですよ。 

 また、公募ということですが、何でも公募すればいいというものでも

ないわけで、やはりそこはいろんな諸団体があるので、精査しながら、

これまでとはまた違った１０年で、ここまでこうなったというものをつ

くらないと、せっかくのこの事業はしょうもないものになると思うので、

本当に若い人の意見を聞こうと思うのなら、その人たちを頭に持ってい

ってするぐらいの気合がないとなかなかうまくいかないのではないかと

思いますので、指摘しておきます。 

 

杉本保喜委員 確認ですが、市内の学生を個人で応募させるのか、それとも、

山口理科大に声をかけて団体をつくってもらうのか。ザビエル高校には

ボランティア部というのがあるんですよね。また小野田高校。そういう

学校に直接呼びかけて、組織化して協力してもらうのか。そういうとこ

ろはどうでしょうか。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 まだ内部の意思形成過程ですので、決定事項では

ありませんけども、総務課の段階では、市内に４つ高校あります。また、

東京理科大もありますので、そういった学校にも、当然、声を掛けてい

きたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 ６番目、市勢要覧をつくるということになっていますよね。合
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併後、多分、初めてではないのかな、市政要覧。違う。 

 

矢野総務課主査兼広報係長 市勢要覧については、平成１８年度に作成をして

います。それ以来、作成していません。 

 

下瀬俊夫委員 いずれにしても、１０周年記念ということでつくられるわけで

すから、かなり力を入れてつくるんですね。 

 

矢野総務課主査兼広報係長 その所存です。 

 

伊藤實委員長 １０周年記念、来年のことなんですが、もう既に、タイムスケ

ジュールを組まれて見ればわかると思いますけど、もう遅いと思います。 

 総務課が大分案をつくっていると思いますので、ぜひ、早目早目にや

っていただきたいと思います。それで、私たちが協力できることは言っ

てもらえば議会としても協力しますので、本当に、早目早目が一番だと

思います。 

 

杉本保喜委員 私もそのことを言いたかったんですよね。総務で今検討中だと、

それはわかるんですけれど、要所要所のところはもう早く声を掛けて、

それなりに動いてもらう気持ちで、声掛けはしておく必要があると思う

んです。 

 例えば、写真パネル展の実施についても、前にやった人たちがいろん

な写真を持っていると思うんですよね。そういうことをやるよ、ちょっ

と準備しといてという声掛けをするかしないかによって、内容がかわっ

てくると思うんですよね。だから、やはり、早目に要所要所に声をかけ

て、そのつもりでいてもらうということは非常に大切なことだと思いま

す。 

 

伊藤實委員長 それではよろしいですか。いろいろとあるかもしれませんが、

執行部もしっかりと頑張ってください。 

 それでは、２款総務費の８４ページから９９ページについて質疑を受

けます。 

 

吉永美子委員 ８９ページの防災会議委員についてお聞きします。以前から、

防災について、女性の活用ということを申し上げてきましたが、この防

災会議について女性の委員の現状をお知らせください。 
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吉藤総務部次長兼総務課長 現在、防災会議の委員については、２名ほど女性

の方を委員として委嘱しています。 

 

吉永美子委員 たまたま充て職で入ったのでなくて、女性ということでされた

という認識でよろしいでしょうか。それが、どういう団体なのかお知ら

せください。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 １人の方は、民生児童委員協議会から推薦いただ

いた方です。もう１名は、女性団体連絡協議会から推薦いただいた方で

す。 

 

杉本保喜委員 今の防災会議の委員ですが、昨年は１０名だったですね。今回

は１３名になってるわけですよね。そのうちの２名が新たに女性のその

ポジションの方を入れたということですかね。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 防災会議の委員については、女性を含めて、現在

全部で３３名です。ただ、予算に上がっている人数は、報酬を支払う対

象の方の人数です。 

 

岩本信子委員 ９７ページの自治会連合会の補助金のことについてですが、毎

年、意見を出しているんですけど、これは、今までずっと自治会の活動

保険ということで説明を受けてきているんですが、自治会連合会から報

告書か何か出されているのではないかと思うんですが、その資料をお願

いしたいと思うんですが、できますか。 

 

井本協働推進課長 自治会連合会に対する補助については、自治会連合会の運

営費の補助です。それで、運営費については、実績の届け出もしてもら

っていますし、そういう資料はうちのほうで確認はしています。 

 

岩本信子委員 運営費の補助と言われましたけど、この中身が知りたいんです

が、その報告書のコピーとっていただけませんでしょうか。 

 

井本協働推進課長 これは自治会活動で行うときに使う保険ですが、それと、

事業費の補助です。 

 

岩本信子委員 運営費の補助と保険金と言われましたけど、例えば、何名対象

で、どんな行事を対象にして保険を出されているのかということが知り
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たいので、個別で資料請求します。 

 

長谷川知司委員 ８９ページですが、交通安全対策費の中で、交通安全指導員

という方がいると思いますが、この定員数。それから、今、何人いるか、

どんな活動をされているかを教えてください。 

 

白石生活安全課長 定数については、規則で４０人以内ということになってい

ます。今期の交通安全指導員については、昨年の４月から２カ年でとい

うことでお願いしているんですが、当初３０名でお願いしており、それ

から２人ふえ、今、３２名でお願いしています。 

 活動内容については、主に、登校時の児童生徒の見守り指導というこ

とでお願いをしています。 

 

長谷川知司委員 登校時の指導ということなんですが、これについては人によ

って差があると聞いています。１日と１５日だけする人もいれば、地域

によって子供たちが来る日はみんな出るとか、そういうことに対して、

別に、市からの指導ということはないのですか。 

 

白石生活安全課長 基本的には、１日と１５日をお願いしており、中には働い

ている方がいますので、あとについては時間が許す限りということでお

願いしています。 

 

杉本保喜委員 ９１ページの自主防災組織補助金、これは昨年に比べると減っ

ているんですよね。これの理由を教えてください。 

 

吉藤総務部次長兼総務課長 自主防災組織の補助金については、本年度１１４

万円で、昨年度当初予算では２０９万円だったと思います。実は、２５

年度、当初２０９万円だったんですけども、先般承認いただいた３月補

正で、若干減額しており、実績等を見る中で予算化したということです。 

 

杉本保喜委員 実績からということはわかるんですけど、それぞれの自治会の

防災活動が非常に盛んになってきています。盛んになる中で、防災に必

要な備品等の要求の必要があるのでないかと気づくところが多く出てく

ることが予想されます。 

 したがって、これをひょっとしたらオーバーするかもしれませんから、

そのときには補正予算を組むということもあらかじめ考えておいていた

だきたいと思います。 
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下瀬俊夫委員 ９３ページ、ふるさと推進事業費の１９節ですが、ほたる飼育

管理助成金は、もしかしたら有帆じゃないでしょうね。 

 

井本協働推進課長 有帆のふるさとづくり協議会の中のほたる部会です。 

 

下瀬俊夫委員 蛍の飼育しているんですか。これ、毎年のように出しています

が、ホタルまつりといっても蛍はいないしね。きちんと、検証して継続

して出しているんですか、状況を。 

 

井本協働推進課長 私も、ホタルまつりには、昨年も参加しまして、実際に活

動されているのは確認しています。 

 

下瀬俊夫委員 これ、飼育管理になっていますよね。蛍の幼虫を買ってきて、

それで放すという、この繰り返しじゃないかなと思うんですが、きちん

と育っていますか。 

 

井本協働推進課長 きちんと飼育されていると伺っていますし、関係の人から

もそういうふうに聞いています。 

 

中村博行副委員長 ９１ページ。防災士の育成補助金ですが、これは、昨年と

同じと思うんですが、これをセーフティネットに投げかけられていると

思うんですけども、それ以外の方で、一般の市民の方が防災士になりた

いということの場合の対応はどうしていますか。 

 

大下総務課危機管理室長 昨年度については、セーフティーネットワークに推

薦してもらって、市が推薦し、県の講座を受けていただいくという形を

とっています。 

 昨年度は、昨年７月末の萩市の豪雨災害の関係で、県からの募集要項

の提示が遅かったものですから、広報とかホームページで広く市民の方

から、この講座の募集を掛けることができませんでした。 

 今年度は、県にも確認しましたけども、早目に講座を行うということ

ですので、広報紙とかホームページで早目に募集を掛けて、一般の市民

の方も行かれるようにはしたいと思っています。 

 

杉本保喜委員 この防災士の育成については、宇部市が５年ぐらい前から、別

枠で講習をやって受験し、資格をとるというシステムと、去年から始め
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た県のほうで総合的に教育をして試験を受けさせるという２つの形を今

とっているいわけですよね。 

 今回の場合、この３３万円の恩恵に預かった人たちは、自治連から推

選されて受験したという人たちなんですよね。 

 その方たちだけが、今申請して補助金をもらっていると思うんですが、

いかがでしょうか。 

 

大下総務課危機管理室長 市内の防災士有資格者の方の名簿を取得し、今実際

は５０名です。宇部のほうの講座で取られた方が１０名でしたので、そ

れは文書を出して、例えば、市のセーフティネットワークなり、市の防

災行政なりに協力していただけるかという、アンケートもお配りして、

今、回収している状況です。 

 それから、その中で文書と一緒にこの補助金の申請書なりを同封して、

こういう制度がありますので、ぜひ、活用していただきたいというお願

い文書を渡しています。 

 

杉本保喜委員 そうすると、補助金の金額は同等ということで理解してよろし

いですか。 

 

杉本保喜委員 宇部で受けた人たちは３万１,０００円かかっています。県のほ

うで受けている人たちは、登録料を含めて１万円ちょっとぐらいかな。

要するに、金額が違うんですよね。自分で出したお金の金額が違うとい

うところで、市から出る補助金はどうかお尋ねします。 

 

大下総務課危機管理室長 要綱で１万円の範囲内という形で、補助金はお願い

しています。 

 

下瀬俊夫委員 ９７ページ、自治会事務費補助金です。この自治会事務費補助

金は、補助要綱で対応していますよね。この補助要綱で対応していると

いうことで、とりあえず、自治会の口座に振り込んでいると。自治会の

口座に振り込もうが振り込むまいが、その口座から自治会長がその自治

会の予算に計上しなくてそのままポケットに入れたら、これは人件費扱

いになるんではないかなと思うんですね。 

 もし、それが人件費扱いだったら、補助要綱で出すのはおかしくなる

のではないかなと思いますよね。本来、人件費の場合は、条例で対応し

なければいけないと、こうなっていますよね。この点だけ確認しておき

ます。 
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井本協働推進課長 人件費扱いにならないように、今までも、委員会でかなり

この件については指摘を受けています。 

 それで、今、自治会連合会、それから、各地区自治会協議会、単位自

治会に協力いただき、さらなる徹底を図るために、昨年１２月２日付で、

自治会連合会長名で自治会長宛の周知文書を出していただきました。 

 また、この２月１７日付で、現状の調査等も行ってもらっています。

協動推進課としても、３月３日付文書にて、個人名義の通帳には補助金

は交付しないということで、自治会の決算書の収入の部に上げていただ

くように指導しています。 

 現在、年度末で、各自治会からの決算書の作成等の質問を受けていま

すが、今後も、この組織と協議しながら自治会の会計の中に入れてもら

うように指導しています。 

 

下瀬俊夫委員 そういう話は以前から確認はしています。ただ、いまだにそう

いうことをしていない自治会連合会の重鎮がいるんではないですか。 

 

川上市民生活部長 今、井本課長から申しましたけど、市から振り込むのは、

何々自治会代表誰それ、または何々自治会会計誰それという自治会の通

帳に振り込んでいます。個人だけの名前の通帳には入れていません。だ

から、自治会へ振り込んでいるということです。 

 

下瀬俊夫委員 自治会名の口座に振り込んだにしても、予算書、決算書に入れ

なかったら、それは、自治会長がポケットの入れてしまった場合、どう

いう扱いになるのかということを聞いたわけですよね。 

 本来であれば、当然、言われるように、自治会の通帳に入れたら、自

治会の予算、決算に入れるのが筋でしょ。それが、入れなかった場合に

どうなるのかということを聞いたんです。 

 

川上市民生活部長 今、我々もその調査なり、いつもは研修会等でお願いして

いるんですけど、我々としては自治会としてきちんと整理されていると。

それが、決算書までつくってないという自治会、小さな自治会はそうい

うところもあるんではないかと思いますけど、基本的には全部自治会の

会計できちんと整理されていると思っています。 

 

岩本信子委員 私、女性会のほうで補助金をいただいています。それに対して

は、きちんと報告書、領収書、決算書もつけて出しています。 
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 この自治連の、これ補助金ですよね、事務費の。そしたら、そのよう

なことをとられるのが当然ではないかと思うんです。きちんとしたもの

をそれぞれ出してもらう。それがなぜできないんですか。 

 

川上市民生活部長 自治連は総会の資料とか、決算書等は出していただいてい

ます。単位自治会においては、そのへんの分を全て出してもらっている

わけではありませんけど、そのへんの指導はしていますし、自治会の会

計をきちんとやっていますということを、これからまた指導して何らか

の形で出していただけるような形は続けていきたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 ９７ページの諸行事補助金、市民活動推進費。ここで、昨年に

比べると、かなり減っているんですけど、何か理由があるんでしょうか。 

 

井本協働推進課長 この減額は、市民まつりの本祭の補助金の減が主なもので

す。 

 

伊藤實委員長 それでは、続いて１０８ページ、１０９ページについてありま

すか。 

 

吉永美子委員 ここで、実行委員会の負担金とユース会議、いわゆる若者、学

生ですね。ここの補助金というのは大きく差があるんですけど、この金

額の差がかなり違うのはどういう理由でしょうか。 

 

川﨑総務課主幹 まず、実行委員会負担金に関しては、１３７万円計上してい

ます。 

 これについては、こちらの想定する計画案で、今後、立ち上げた実行

委員会の中で検討して、どのような事業になるかによってかわってくる

ものですが、とりあえず、こちらの想定として、市民主体のイベントを

やっていただきたい。この点について、３０万円程度考えています。ど

ういったものかは実行委員会で考えてもらいたいと思っています。 

 そして、また、３月２２日の記念式典を行う日に、何か市民主体のイ

ベントができないか。これについて１００万円程度予算を考えています。

また、それにかかわるいろいろなポスター、チラシの作成等事務費とし

て７万円程度。合計で１３７万円という数字を上げています。 

 そして、若者主体組織、仮称ユース会議ですけども、これについては、

何か若者の目線で何か事業ができないか、１つ何か事業をやっていただ

きたいということで、それにかかる経費として５０万円程度上げていま
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す。 

 

吉永美子委員 すると、そのされていく事業によって、これはまた補正等が上

がってくるということで、とりあえず、今の考え方ということでよろし

いですね。 

 

川﨑総務課主幹 予算の範囲内で考えていますが、今の考え方はそのとおりで

す。 

 

伊藤實委員長 ほかに。それでは、ここで２０分まで休憩します。 

 

午後４時１０分休憩 

 

午後４時２０分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、休憩前に引き続き委員会を再開します。 

 今から、２款の総務費の２項の１１０ページから１２７ページにおい

ての質疑を受けます。 

 

吉永美子委員 １１７ページ、選挙管理委員会関係ですけど、２６年度はとり

あえず選挙はない予定にはなりますが、いざ選挙になったときに、職員

の皆さんがすごく大変な思いをされているわけですけれど、職員の配置

について、２６年度は３人でかつがつやっていかれるかなと思うんです

が、そういった応援体制についての準備はどのように。 

 もし選挙があった場合とか、いろいろあるわけですから、そのへんは

どう考えているのかお聞きしたいと思います。 

 

中村総務部長 選挙管理委員会については、定員が決まっていますので４名と

いうことになります。ですから、急遽、そういった事態になりましたら

適切に人員配置はしていくようになります。 

 それと、併任として、総務課職員、人事課職員にも常に併任の辞令を

出していますので、常に動ける体制にはなっています。 

 

吉永美子委員 定員が４人ということは、２６年度は１人定員を割っていると

いうことで、もし、何かあったときには、当然ふやすという考えですね。 

 それで、あと問題になっているのが、投票率が大変低いということが

言われているわけですが、選挙管理委員会が開かれたときに、どういっ
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た協議をしていかれているのか。２６年度、新たに何か考えていくもの

はないのかお聞きしたいと思います。 

 

藤村選挙管理委員会事務局長 投票率の向上については、ここ最近の選挙をず

っと見ている限りは、かなり低い状況が続いており、選挙の啓発活動だ

けではなかなか投票率の向上が難しいということで、今年度後半から、

すぐに投票率の向上には結びつかないかもしれませんが、学校教育課と

協力する中で、小中学生を対象に選挙の啓発というよりは、むしろ啓蒙

に近いような形で、出前講座等を実施できるような体制をとろうと思っ

ています。 

 

吉永美子委員 今、出前講座と言われましたが、テレビでやっていたのが、学

校における模擬選挙、そういうことをしている自治体もあるようですの

で、言われるように、若い人たちが、政治に関心を持ってもらう、投票

に行こうという気持ちを持ってもらうという意味では、出前も必要です

けど、学校における取り組みを進めていただくようにという思いを持っ

ています。意見です。 

 

岩本信子委員 １１２ページ。徴税費ですが、８,２７３万３,０００円減とな

っています。これの主なる原因をお伝えください。 

 

岩本税務課長 この減になった理由については、１１１ページの償還金ですが、

これが、前年度は１億３,０００万円計上していましたが、５,０００万

円ということにしています。 

 これについては、大手の一部の企業について、予定申告していたとこ

ろが、その後、非常に決算状況が悪くて大幅な減額になりました。 

 そういったことが、前年度においては見込めましたので、予算上、償

還金をその分だけ多く計上していましたが、２６年度については、そう

いう状況が今現在まで把握できていませんので、通常ベースの償還金を

見込み５,０００万円と計上している関係で８,０００万円程度ほど減と

なっているという状況です。 

 

杉本保喜委員 １１４ページ、住居表示整備費、これは前年より少なくなって

いる。それと、審議会の委員が昨年は９名だったのが、ことしは８名。

この理由を教えてください。 

 

高橋都市計画課長 委託料の件については、この業務内容、今年度について、
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維持管理業務のみの事業となっています。新たな住居表示の設定をする

という地区はありませんので、その分の減となっています。 

 もう１点、審議会の委員、この報酬にかかわる方が８名ということで、

審議会の委員は昨年９名だったものを、女性の委員を一人追加して１０

名。これは、条例で定められた審議会の委員の人数を１０名としていま

す。その中で、報酬が必要な方が８名ということです。 

 

長谷川知司委員 １１７ページの選挙に関することですが、この１２月に埴生

支所で、ちょっと不祥事がありました。なのに、この選挙期間中、南支

所の正規職員を選管のほうに持っていったために、所長含めて正規職員

が３名、臨時２名のところが正規職員２名、臨時２名ということで大変

困っていました。この考え方はいかがなものかと思いますが。 

 

中村総務部長 これは、急遽、選挙になったということで、やはり、限られた

定員の中で、人のやりくりはしなければいけないというところで、経験

のありました南支所の職員を選管のほうに応援というか、選管の併任辞

令を出して、選挙期間中は仕事をさせたというところです。 

 南支所の人員については、南支所長とも十分協議した上で、短期間は

大丈夫だということで、また、必要に応じて、市民課等から応援の職員

を行かせています。 

 

岩本信子委員 １２３ページ、基幹統計調査費のところですが、時間外勤務手

当が出ていますが、これは調査員の時間外ですか、それとも、職員手当

と書いてあるので、このところの説明をお願いします。 

 

赤間情報管理課長 職員手当については、情報管理課職員２名の時間外手当で

す。 

 

伊藤實委員長 選挙管理委員会の委員長が日額１万５,１００円で、委員が１万

２,９００円。この根拠を聞きたいんですが。 

 

中村総務部長 これは、このたび、議案として提案していますが、今までの月

額を日額にかえたというところです。今、総務文教で審議していただい

ている最中です。 

 

伊藤實委員長 いや、この差額です。委員長と委員の差額。議会のほうの委員

長と副委員長について、総務委員会で審査した際、根拠がなかったわけ
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ですが、当然、こちらは何らかの根拠があるのかなと思って聞いたんで

すが。 

 

中村総務部長 申しわけありません。人事課の職員がいませんので。 

 

伊藤實委員長 わかんないということですね。それでは、この件にあとにしま

す。 

 

岩本信子委員 １２７ページ。監査委員のところですが、これが９９０万円ふ

えております、予算が。その増になった理由。 

 

藤山監査委員事務局主査 職員給料が昨年は１人だったと思うんですが、２名

になったことによるものだと思います。 

 

伊藤實委員長 それでは、引き続き３款の民生費の審査対象事業、９番から執

行部の説明をお願いします。 

 

中野高齢障害課主幹 厚狭地区介護施設整備補助事業について説明します。資

料４３ページになります。予算書は１３７ページの１９節施設開設準備

経費助成特別対策事業補助金１,０８０万円、地域介護・福祉空間整備推

進交付金３００万円です。 

 平成２６年度の主要事業に掲げている厚狭地区介護施設整備補助事業

は、第５期山陽小野田市高齢者福祉計画に基づく施設整理計画の事業で

す。 

 平成２４年度から２６年度を期間とした第５期山陽小野田市高齢者福

祉計画の中で、日常生活圏域ごとの高齢者数、認定者数、既存の施設整

備状況、利用者のニーズを鑑み施設整備計画を立てています。 

 認知症高齢者の増加に伴い、需要が高まってくることが予想されるグ

ループホームを複合型サービスに併設する形で整備することとしていま

す。第５期の期間中に、高千帆地区、厚狭地区、それぞれ１カ所を整備

する計画です。 

 資料４５ページに、複合型サービス、認知症高齢者グループホームの

サービス概要について記しています。複合型サービスとは、通所を中心

に、泊まり、訪問を一体的に提供するサービスです。 

 認知症高齢者グループホームは、認知症状態にある高齢者が、介護ス

タッフの支援を受けながら少人数で共同生活をする場です。 

 福祉計画に基づくこれらの施設整備については、国の地域介護・福祉
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空間整備等施設整備交付金、整備推進交付金、山口県の介護基盤緊急整

備等補助金、介護施設開設準備経費補助金、これらを財源に事業実施し

ていきます。いずれも補助額に基礎単価が示してあり、補助率は１０分

の１０です。高千帆地区の施設については、今年度整備中です。 

 本事業である厚狭地区の介護施設整備については、平成２５年７月末

から９月２日の間、整備希望業者を公募し、山陽小野田市高齢者保健福

祉推進会議の審議を経て、社会福祉法人健仁会を整備業者に決定したと

ころです。 

 資料４５ページをごらんください。整理予定地は、山陽小野田市大字

厚狭字埴生田５０３番の１です。４６ページに地図を載せています。整

備施設は、定員２５名の複合型サービス、１ユニット９名で、２ユニッ

ト定員１８名と認知症高齢者グループホームです。 

 当初、この事業は平成２６年度の整備開始としていました。国におい

て、平成２５年度補正予算案が出され、地域包括ケアシステムの構築に

向けた体制整備の推進に係る事業に予算が計上され、市町村が整備する

地域密着型の介護基盤の整備を切れ目なく着実に進めるため、ハード交

付金による支援が実施されることになりました。 

 また、平成２６年度については、国の当初予算ではこの介護基盤整備

に係るハード部分の交付金は計上されないということもあり、県と協議

の上、ハード部分について、平成２５年度の補正予算で実施する方向で

協議を進めてきました。去る２月２５日の委員会で、補正予算の審議を

していただいたとおり、ハード部分については、平成２５年度事業、全

額次年度繰越明許での事業実施となります。 

 平成２６年度予算で、予算要求をしていますのは、設備整備、ソフト

部分に係る補助金交付です。 

 複合型サービスの設備整備については、基礎単価３００万円の補助金

交付、国の地域介護、福祉空間整備推進交付金が財源です。事業立ち上

げの初年度に必要な設備整備等が補助の対象です。 

 認知症高齢者グループホームの設備整備については、基礎単価、定員

１名につき６０万円、１８名の定員ですので１,０８０万円の補助金交付

を考えています。 

 こちらの財源は、山口県介護施設開設準備経費補助金を充てる予定に

しています。平成２７年４月１日までの開設を目指して事業を実施して

いきます。 

 

伊藤實委員長 それでは、所管の委員会からありますか。 
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下瀬俊夫委員 ４６ページを見てもらったらわかると思いますが、整備予定地

は、もと山陽中央病院の看護師寮ですね。看護師寮があったところに、

これを整備するということです。それ以外はありません。 

 

伊藤實委員長 それでは、委員からの質疑を受けます。 

 

岩本信子委員 業者を公募ということでされたということですが、何件ほどそ

の公募があったんですか。そして、その業者の決定は審議をきちっとし

て、決定されたのか、ちょっとそこを説明ください。 

 

岩崎健康福祉部次長兼高齢障害課長 これは、２４年度に高千帆地区と同時に

公募をかけた事業で、実は、ほかの事業者に決定していたんですけども、

辞退ということになり、改めて２５年度で公募をしたものです。 

 それで、１事業者しか応募がありませんでした。それで、内容を協議

会に諮り審査して、了承を得た上で業者を決定ということになっていま

す。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ、次の１０番の事業にいきます。地域子育て

支援センター事業について執行部の説明をお願いします。 

 

西田こども福祉課長 それでは、１０番の地域子育て支援センター事業費につ

いて説明します。４７ページをお開きください。 

 近年、全国的に３世代世帯が減少し、夫婦のみ、１人親世帯が増加し

ています。 

 本市においても、人口の減少に反して、世帯数が増加し核家族が進ん

でいます。このため、子育て支援の拠点として、子育てについて相談で

きる場所、相談ができる相手のいる環境を整えていく必要があり、地域

子育て支援センターを開設する民間保育園に対して補助を行う事業です。 

 支援センターは、市内の乳幼児とそのお母さんがいつでも気軽に利用

できる地域に開かれた安心安全な子育ての広場となっており、実施保育

園は焼野保育園、須恵保育園、さくら保育園、姫井保育園、貞源寺第二

保育園の５園が実施しています。また、開設時間は月曜日から金曜日の

５時間の開設となっています。 

 センターの事業内容は、子育て世帯の交流の場や子育て相談、子育て

に関する情報の提供、子育て支援に関する講習の実施、近隣の児童館、

公民館に出向き、育児相談等行うなど子育て中のお母さん同士が悩みな

どを話し合い、育児不安の解消、親子間の交流などを行っています。予
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算額は、３,７１０万円を計上し、支払分として、２分の１の１,８５５

万円の国庫補助金があります。 

 それでは、５０ページですが、この５０ページには、２５年度の子育

て支援センターの事業内容を掲載しています。左側を見ていただければ

おわかりのように、それぞれの子育て支援センターの名称、そして開設

時間、そして育児相談、そして活動、そして情報誌を発行していますが、

その情報を載せています。 

 それで、次の５１ページです。ちょっと訂正がありまして、これは、

平成２５年度子育て支援センター事業利用者数ですが、実利用者数にミ

スがありますので、訂正いたします。 

 焼野保育園、児童２,１８５になっていますが、１４３です。その右側

の保護者が１,８５２になっていますが、９４。合計４,０３７が２３７

です。その真下の３９７が４１７です。。それに伴い、一番下の計です

が、２,９３３が８９１、２,４３３が６８５、５,３５６が１,５７６で

す。 

 

伊藤實委員長 それでは、所管の委員会から。いいですか。それでは、委員か

らの質疑を受けます。 

 

岩本信子委員 ５つの保育園なんですけれど、子育て支援センター、公募では

ないですよね。これは、保育園から言ってくるのか、それとも、こちら

からお願いするのか、お聞きしたいんですが。 

 

金子こども福祉課主査 最初、旧小野田市のときに、３校区にまず設置しよう

ということで、焼野保育園、姫井保育園、石井手保育園、この３園に設

置された経緯があり、今現在、石井手保育園は閉鎖されています。その

後に、須恵保育園、さくら保育園で、貞源寺第二保育園が設置されまし

た。 

 

岩本信子委員 だから、保育園の自主的活動というか、保育園の営業の活動と

いうことでよろしいですね。 

 

伊藤實委員長 岩本委員。これ、計画書を見ればわかるので、その目的とか。

このことについては、もう２年ぐらい前の予算と決算の委員会でもいろ

いろと指摘をしています。 

 内容についても、差があったとかね。そのへんは、委員でおられたと

思いますので、思い出してください。 
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 ほかに。なければ、次の事業、１１番、お願いします。 

 

西田こども福祉課長 それでは、１１番の乳幼児医療費助成制度拡充事業につ

いて説明いたします。５３ページをお開きください。 

 乳幼児医療制度は、県制度に準じて、小学校就学前の乳幼児で、市民

税所得割額１３万６,７００円以下の世帯に対して医療費の助成を行っ

ています。現在、県内１３市のうち、１０市がこの制度の拡充を行って

おり、子育て支援サービスの自治体間格差があります。そうした中で、

市独自の子育て支援策として、また、子育て世帯の定住促進策として制

度拡充が求められている中で、拡充事業を実施するものです。 

 現在の乳幼児医療の対象年齢は、小学校就学前の児童ですが、拡充事

業では、小学校３年生までに対象年齢を拡大し、就学前までは２割の自

己負担が、小学生から３割になるのですが、その保険適用医療費の自己

負担分を３割から２割に軽減する１割助成ですが、これをするものです。 

 なお、新規受給者数は１,２６０人を見込んでおり、年間助成見込額は、

１,１００万円を見込んでおり、平成２６年度は、８月実施のために、半

年分の５５０万円の補助費で計上しています。また、歳入として、高額

療養費１５万円を計上しています。 

 ５５ページをお開きください。上から２番目に、県内他市における乳

幼児医療の拡充事業、これは、平成２５年度現在ですが、掲載していま

す。 

 所得制限撤退が下関市、山口市、防府市、下松市、長門市、美祢市、

周南市と載っています。 

 対象年齢拡大ということで、宇部市、そして岩国市、光市の例を上げ

ています。現在拡充なしということで、当市と萩市、柳井市と書いてい

ます。 

 一番下に、メリット、デメリットということでまとめてみましたが、

メリットとしては、慢性疾患や歯科診療などで低学年のうちは、病院に

かかる子どもが多く、また、小学校からは医療費の自己負担が３割とな

るため、家計の負担が大きくなるということで、医療費助成に対する子

育て家庭の要望が多いということで、対象年齢を拡大することで子育て

家庭の負担や保護者の不安を和らげ、安心して子育てができる環境をつ

くるということです。 

 当該助成方法は宇部市で実際にやっており、来年度も実施されますが、

助成額が低いものの多くの子育て世帯に助成ができるというメリットが

あるのではないかと考えています。 

 デメリットですが、これは特殊な助成のために、医師会、医療機関、
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保護者に対して十分な周知と説明が必要になろうかと思います。それと、

１割助成計算の対応ができない医療機関については、３割払っていただ

き、後から戻す償還払いということになろうと思いますので、ちょっと

事務量がちょっとふえてくるということがあるのではないかと考えてい

ます。 

 

伊藤實委員長 それでは、所管の委員からお願いします。 

 

下瀬俊夫委員 ようやくというか、３年生までに年齢制限が上がったんですが、

これでようやく他市並みになったという状況です。よそは、もっとそう

いう点ではやっていますが、これがとりあえず、今、ぎりぎりのところ

だということです。それ以外のことはありません。 

 

伊藤實委員長 それでは、委員からの質疑を受けます。なければ、私から１点。 

 ５５ページのメリット、デメリットの中で最後。１割助成計算の対応

ができない医療機関は償還払いとなるので事務量が増大するというのは、

これは、行政側のデメリットを言っているんでしょ。メリットは、受け

る側の人のメリット言っているわけでしょ。これはどうかなと思うんで

すが、どうなんですか。 

 

西田こども福祉課長 そうですね。そういう意味合いで書いていました。 

 

伊藤實委員長 でしょ。対象が違うと逆になるわけですから、これは、やっぱ

り、問題ではないかなと思ったんですが。そういうことです。 

 このことは議会でも附帯決議で指摘した件で、早速対応してもらった

ということで、評価をしていますので、ますます波及するようにお願い

します。 

 それでは、事業の審査を終了し、３款民生費１２６ページから１６１

ページの間で質疑お願いします。 

 

中村博行副委員長 １３５ページ、ねんりんピック。来年の秋だと思うんです

けど、引き受けが山口県ですね。本市の引き受け競技はどんなものがあ

りますか。 

 

岩崎健康福祉部次長兼高齢障害課長 大会は２７年の１０月１７日から２０日

まで。山陽小野田市においては、交流スポーツ大会のサッカー競技が実

施されます。山口市、下関市、３会場で行われ、山陽小野田市が幹事を
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するということになっています。 

 

中村博行副委員長 １３５ページですが、ねんりんピックの出場者祝金５万円

というのが出ていますが、何人予定されていますか。 

 

矢野高齢障害課高齢福祉係長 お一人当たりのお祝金が５,０００円になって

いますので、１０名で予定しています。 

 これは、毎年度、壮行会を開催し、その中でお祝金としてお渡しして

います。 

 

吉永美子委員 この児童クラブの運営については、社会福祉協議会に委託して

いるということで、ここで、要は、児童クラブで働いている方からの意

見があったんですが、他市に比べて、時給が安い等の問題があるようで、

そのへんの掌握等はされているかお聞きします。 

 

西田こども福祉課長 社協に委託しており、時給等ですが、宇部市等に比べる

と、やはり、ちょっと安いということは聞いていまして、それに伴い、

人を募集した場合、人が集まりにくいということは聞いています。やは

り、宇部のほうがいいからそちらに行かれる。そういう意味で人員を集

めるのに、社協も若干苦労されているということは聞いています。 

 

吉永美子委員 そういう苦情があるということは聞いておられるということで、

人を集めるのに社協も大変といったところで、委託料が高くなれば云々

というところがあるのかもしれませんが、この点を改善という考え方は

ないんでしょうか。 

 

西田こども福祉課長 やはり、優秀な方を確保するためにも、そういった要求

というのは、最低賃金等もいろいろ考慮した中でしていきたいと考えて

います。 

 

伊藤實委員長 あと５秒で５時になります。労務費までいきたいと思いますの

で、時間延長に御協力お願いします。 

 

岩本信子委員 １４８ページ、１４９ページですが、保育所費のところ。 

 まず、これは一般財源が２億９,３００万円出すんですが、そのうち諸

収入、これが保育料です。そうすると、この一般財源の中で交付税措置

される部分は幾らでしょうか。 
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川地財政課長 基本的には、公立の保育所運営については、一般財源となって

います。ただ、２６年度に幾らかになるか、まだわかりません。 

 

岩本信子委員 公立保育園で待機児童があるところはありますか。 

 

西田こども福祉課長 今、まだ集計中で、まだいろいろ申し込みが出たりして

いまして、まだ、把握はちょっと。 

 

杉本保喜委員 １３５ページ、老人クラブ連合会補助金、老人クラブ補助金と

いうのが、去年に比べるとかなり減っているんですよね。老人がふえて

いるのに、これが減っているというのは、何か特異なものがあるんでし

ょうか。 

 

矢野高齢障害課高齢福祉係長 老人クラブの会員については、今、実際のとこ

ろは減少傾向にあります。これは、全国的に減少傾向にあるので、６５

歳以上の方が増加する上では、やはり、クラブの会員がふえていくよう

な取り組みをしていかないといけないということで、新たに事業の中に、

一般の参加の方を募集したりとかいうことでの取り組みは進めています。 

 

下瀬俊夫委員 １３３ページ。やむを得ない事由による措置費ってなんですか。 

 

尾山地域包括支援センター所長 やむを得ない事由による措置というのは、例

えば、虐待だとか、身寄りのない方で、いわゆる、瀕死のような状態で

発見された場合等、契約による入所等が望めない方に対して、市で措置

という形で入所をしているという事由です。 

 

下瀬俊夫委員 例えば、ホームレスなんかもこれに入るんですか。 

 

縄田高齢障害課生涯福祉係長 障害の関係が対象になりますので、ホームレス

は対象になりません。 

 

杉本保喜委員 １４９ページの１９節負担金、補助金及び交付金の中の障害児

保育費補助金。昨年に比べるとかなり金額が上がってるんですけど、何

か理由があるんでしょうか。 

 

西田こども福祉課長 これは重度と軽度の対象があり、重度の方については、
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１人につき７万４,１４０円ということで、５名を予定しています。５名

かける１２カ月。それと軽度の障害に対するものが２万９,７３０円の単

価で、このほうが若干ふえ、２２名ということで見積もっており、その

１２カ月分を計上しています。最近、軽度のいろいろな障害の児童がふ

えてきているということは聞いています。 

 

岩本信子委員 生活保護費のところですが、１５８、１５９ページです。全体

では、９００万円ぐらいしかふえていないのですが、扶助費が１,８００

万円減って、これは先ほどの説明では扶助費は下がったということでし

たが、こちらのほうの総務費補助で、２,７００万円上がっています。こ

れが多分システム改修ではないかなと自分は判断したんですけど、これ

はどのような改修されるのですか。 

 

伊藤社会福祉課長 社会保障、税番号制度が平成２８年度からスタートします。

これに対し、現在の電算システムは古いということでバージョンアップ

ができません。ということで、古いシステムをこのたび新しくするとい

うことです。 

 

岩本信子委員 これの財源はどうなっていますか。 

 

伊藤社会福祉課長 国から１０分の１０出ます。 

 

長谷川知司委員 １３５ページ、老人クラブ、先ほど会員募集を６５歳と言わ

れたんですが、６５歳ですか。６０歳以上じゃないですか。 

 

矢野高齢障害課高齢福祉係長 長谷川知司委員の言われるとおりで、老人クラ

ブに関してはおおむね６０歳ということになっています。 

 

伊藤實委員長 おおむねなんですね。 

 

矢野高齢障害課高齢福祉係長 おおむねです。 

 

伊藤實委員長 ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）ないようですので、３款の

民生費についての質疑を打ち切ります。 

 

中村総務部長 予算書の１１７ページ。委員長と委員の日額の差について説明

します。 
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小野総務部次長兼人事課長 それでは、委員長と委員の金額の違いについて述 

 今回、選挙管理委員会については、月額から日額に変えました。行政

委員については、基本的には勤務日数に応じて支給するということで、

地方自治法２３２条に書いてあります。 

 ただし、条例で特別の定めをする場合はこの限りでない。すなわち、

月額制にしても支払いますよと。基本は日額制です。ということで、報

酬審で検討した中で、この１万５,１００円と１万２,９００円、この金

額をつくるに当たり、いろいろ検討し、実をいいますとこの金額につい

ては、国の会議の出席謝金支払基準というのが国で定めています。その

部分で、中央省庁が開催する会合で一般的なもの、特殊ではない高度な

ものではない一般的なものですね、一般的なものということの中でその

基準が示されており、会長が１万５,１００円、委員が１万２,９００円

というこの水準をとっていこうということで決定したということです。 

 

伊藤實委員長 先ほどの質問は、今、総務委員会のほうで、議員報酬の関係で

正副委員長の報酬についても、委員長が１万１,０００円の減額で、副委

員長は３,０００円いくら。その根拠、委員長、副委員長がたくさんいる

みたいな曖昧な根拠だったので。 

 はっきり言って、この委員長と委員の差額、それは国の基準を参照に

したということですね、こっちのほうは。議員のほうとは違って、議員

のほうは人数が多いということだったんです。まあ、いいです。それは

また、総務委員会でしますので。 

 それでは、引き続き５款労働費の１８４ページから１８９ページまで、

何かありますか。 

 

岩本信子委員 労働諸費の中でマイナス３,３００万円となっているんですが、

その理由を説明してください。 

 

姫井産業建設部次長兼商工労働観光課長 ３,３００万円の減額の主な理由に

ついては、国の緊急雇用の関係の事業が平成２５年度はありましたが、

２６年度は該当する事業が今のところないということの減額が約

２,６００万円あります。それが主な要因となります。 

 

長谷川知司委員 その減ったことにより、それまで勤めていた人は、もう首と

いうことですか。 
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姫井産業建設部次長兼商工労働観光課長 この２,６００万円のうち、一番大き

なものはチャレンジサポート支援事業といいまして、１５人ほど、まだ

職についていない方が宇部の専門学校に行かれ、就職支援を行うという

ものです。今、たしか何人か、そのうち就職も決定しているかと思いま

すけど、このサポートが２,６００万円のうち、２,０００万円ほどあり

ます。 

 

下瀬俊夫委員 １８７ページ、勤労者小口資金ですね。多分これ、毎年組むけ

ど毎年実績がないと思うんですよね。それで、以前は普通の金融機関で

窓口になっていたんですが、今は労金しか対応していない。これが最大

のネックになっているんですよね。以前できたのに、なぜ今できないの

かという問題なんですが、いかがですか。 

 

姫井産業建設部次長商工労働観光課長 以前は、確かにあったと思います。た

しか西京銀行で借りた方がいましたが、現在は労金だけになっています。 

 これは、県と県内の市町が一緒になってやっている融資制度でして、

本市だけが特別労金だけということではなくて、おそらく労働者の関係

で、労金になっているのではないかなと思いますけど。 

 

下瀬俊夫委員 そんなわけのわからないことを言ったらいけん。何で労働者が

労金しか使えない。そんなばかな話はないでしょう。せっかく、こうい

う格好で予算組んでいるのに、毎年流しているんですよ、これ。ゼロな

んですよ。おかしいでしょ。以前は西京だけじゃないですよ、山銀だっ

て使ってました。 

 だから、どこでも使えるようにすればいいんですよ。何で労金だけに

したのか、本当に意味がわからないです。だから、県内の市町も含めて

預託しているわけだから、きちんと市のほうから言ったらいいじゃない

ですか、改善策について。 

 

姫井産業建設部次長兼商工労働観光課長 今、労金、労働者の関係と言いまし

たが、不適切な表現でしたので、それはおわびします。 

 

桶谷商工労働観光課課長補佐 ただいまの件ですが、平成１６年度までは、こ

の制度における保証機関というものがあって、その保証機関については、

平成１６年度までは財団法人山口県福祉基金協会というのが保証協会と

してこの制度の中に組み入れられていました。 

 この基金福祉協会というのは、県の外郭団体ということで、この県の
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外郭団体の見直しの実施計画により、この協会が平成１８年３月に解散

をしています。そうしますと、保証機関がないということで、最終的に

決まったのが中国労金の保証機関である一般社団法人日本労働者信用基

金協会という、そういった経緯があるようです。 

 

下瀬俊夫委員 だから、その保証機関があるかないかっていう問題でしょ。こ

れ実は２種類あるんですよ。今の福祉協会の保証がついたかどうかとい

う問題と、もう一つは保証人がつくかどうかっていうのがあるんですよ。

保証人つけたら、どこでもできるんですよ、これ。 

 だから、ちょっと、そういう変な対応ではなくて、どこでもできるよ

うにしたらどうかという話をきちんと検討してください。 

 

姫井産業建設部次長兼商工労働観光課長 私も詳しくわかっていませんでした

ので、県のほうにも聞いてみます。 

 

下瀬俊夫委員 だから、毎年のように予算組んで、毎年流しているんですよ。

実績ゼロなの、毎年。ほとんど知ってないんです、この制度があること

を。これ普通、１年以上勤務していたら、誰でも対象なんですよ。だか

ら、こんなにいい制度があるのに、誰も利用できないなんて、本当おか

しな話でね。ちょっとこれ、きちんとした改善策を模索してください。 

 

岩本信子委員 １８７ページ、中小企業の退職金共済掛金事業主負担補助金で

すが、これは何社ぐらいの中小企業が使っていますか。それと、人数が

わかれば、補助金を受けている従業員の人数ですね。 

 

姫井産業建設部次長兼商工労働観光課長 ２４年度ですけど、市内で約５０事

業所がこの補助制度を使っています。人数手元にありませんので。 

 

岩本信子委員 ５０事業所の割には９５万円という本当に金額的には少ないな

と思うんですけれど、これ１人頭すごく少ないということですね。どう

なんですか、その辺は。 

 

姫井産業建設部次長兼商工労働観光課長 １人、月４５０円の補助になります。 

 

伊藤實委員長 よろしいですか。ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）なければ

質疑を締め切ります。 

それでは、以上で本日の審査日程が無事終了しました。また明日９時
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から委員会を開催しますので、本日はこれで閉会とします。お疲れさま

でした。 

 

午後５時２１分散会 

 

 

平成２６年３月１３日 

 

一般会計予算決算常任委員会委員長 伊 藤  實 

 


